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 1 研究開発評価の体系 

 
1.1  研究開発評価の意義 
 
 科学技術基本法の規定に則り、第Ⅰ期科学技術基本計画が閣議決定されてから 12 年、最

初の大綱的指針（1997 年）が閣議決定されてから 10 年、独立行政法人通則法が定められ

てから８年経過し、さらに、行政機関が行う政策の評価に関する法律（政策評価法）が公

布されて 5 年が経過しました。この間、我が国の研究開発評価はかなりの部分まで制度化

されてきたと言えます。 
 しかしながら、この間、研究開発評価を巡る環境の中で問題視されたことは、研究開発

事業等を実施している側の評価業務に関わる負担感からの「評価疲れ」や、被評価者（＝

研究者）が評価結果を意識しすぎて、本来の研究開発の質が担保されていないのではない

かということでした。 
 それでは研究開発評価は何のために実施されているのでしょうか。この素朴な疑問に対

する答えは色々な観点から導かれますが、大切なことは「評価の行為と結果をどのように

活かしていくべきか」という点です。 
 評価そのものも一定のコストと時間を費やして行われる業務ですので、それに関わる人

間に上手く働いてもらうためには目的意識が必要です。また、目的のより上位にはそれを

支える理念が必要でしょう。 
 ここでは、大綱的指針に記述されている研究開発評価の意義を具体的に解説します。 
 
1.1.1  大綱的指針が示す研究開発評価の意義 
最新の「国の研究開発評価に関する大綱的指針」では、冒頭に評価の意義として以下のよ

うな内容が取り上げられています。 

・評価を適切かつ公正に行うことにより、研究者の創造性が十分に発揮されるような、柔軟かつ競争的

で開かれた研究開発環境の創出を実現することができる。 

・評価を支援的に行うことにより、研究開発の前進や質の向上、独創的で有望な優れた研究開発や研

究者の発掘、研究者の意欲向上、より良い政策・施策の形成等の効果が得られる。 

・評価結果を積極的に公表し、優れた研究開発を社会に周知させることにより、研究開発に国費を投

入していくことに関し、国民に対する説明責任を果たし、広く国民の理解と支持が得られる。 

・評価結果を適切に予算、人材等の資源配分に反映することにより、研究開発を重点的・効率的に行う

ことができる。 

出所：「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成 17 年 3 月内閣総理大臣決定）p.3 
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ここで例えば、「評価を適切かつ公正に行う」と、なぜ「研究者の創造性が十分に発揮され

るような、柔軟かつ競争的で開かれた研究開発環境の創出を実現することができる」のか、

疑問に思われないでしょうか。 
 公募を前提とした競争的研究資金制度のような仕組みを例に挙げると分かりやすいと思

いますが、「柔軟かつ競争的で開かれた」制度を創設して実施した場合、制度運営の改善の

ために評価を行う必要が出てきます。公募段階であれば採択評価、課題終了後であれば事

後評価が実施されるわけですが、これらの評価が「適切かつ公正に」実施されることで、

制度の枠組みが改善されるとともに、「研究者の創造性が発揮され」、良質な課題を創出す

ることが期待されています。 
 つまり、研究開発評価を実施することの意義として、まず第一に研究開発制度や研究開

発事業全体のマネジメントに資するという点が強調されて良いでしょう。 
 
1.1.2  研究者が抱く評価への懐疑的な思い 
 また、「評価を支援的に行うこと」で、なぜ「研究開発の前進や質の向上、独創的で有望

な優れた研究開発や研究者の発掘、研究者の意欲向上、より良い政策・施策の形成等の効

果が得られる」のでしょうか。 
 研究者は一般的に評価に対して懐疑的です。研究開発評価に対するアレルギーには次の

ようなものが考えられるでしょう。 

研究の意図や動機は研究者の個人的なものであり、他と比較して評価できないのではないか？ 

自分の研究分野を評価できるほど深い知識を持った研究者がいるとは思えないので、妥当な評価が

できないのではないか？ 

研究成果をきちんと出しておけば、評価を行う必要はないのではないか？ 

社会経済的に役立つ研究へ傾斜していく中で、基礎研究や学術研究がまともに評価されるとは思えな

い。 

評価結果が個人査定に用いられると分かっているので、不都合な情報は出したくない。 

評価を実施するとさまざまな書類を作成しなければならず、相当な負担が掛かり、研究に没頭する時

間が減る。 

出所：財団法人政策科学研究所「研究開発プロジェクト等の評価手法に関する調査」報告書，2002. 

 
 「負担が掛かる」を除くと、基本的に研究者と評価実施側との信頼関係に関わる問題で

あると理解できます。研究開発評価は必ずしも成果の側面だけを取り上げるわけではない

ので、研究者には評価の目的をきちんと説明することが大切でしょう。そして何より、評

価業務に対して両者の間に継続的な信頼関係を構築するためには、「評価を支援的に行う」

ことが条件となります。 
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 評価実施側が最初から査定的な態度で評価に臨むと、信頼関係の構築には決して至りま

せん。事前や中間評価段階では、どのようにすれば研究開発事業や研究開発課題がより良

いものになるかについて双方が協議し、必要な措置を講じることができます。事後評価で

あれば次の段階への発展的課題を抽出するなどの措置を取ることができます。 
 評価において何かしら査定的な側面があったとしても、査定理由が明確で両者の間で合

意できるものであれば、研究者は次に何を成すべきか、どうすれば良いかにつなげること

ができます。評価実施側からサジェスチョンを与えることもできるでしょう。 
 評価業務に対する負担感についても、評価の意義を十分理解できれば必要な作業を実施

するという認識が生まれ、負担感の軽減につながることが予想できます。 
 つまり、研究開発評価では、評価業務を研究開発者側にとって「支援的に行う」ことが

もっとも重要であり、その結果として「研究開発の前進や質の向上、独創的で有望な優れ

た研究開発や研究者の発掘、研究者の意欲向上、より良い政策・施策の形成等の効果が得

られる」ことにつながることが期待されるのです。 
 
 
1.1.3  評価と説明責任 
 「評価結果を積極的に公開」が国民に対して説明責任を果たすことに結びついている点

については広く了解が得られるところでしょう。 
 しかしながら、単に評価結果を開示するのではなく、なぜそのような評価結果に至った

のかを示すことができなければ意味がありません。つまり、評価が説明責任を果たすこと

に役立つためには、評価のプロセスそのものが明確なエビデンスに基づいて実施されなけ

れば、評価結果の妥当性を判断することはできません。 
 
 
1.1.4  評価と意思決定の関係 
 「評価結果を適切に予算、人材等の資源配分に反映することにより、研究開発を重点的・

効率的に行うことができる。」に関しては、先の支援的評価の考え方と若干矛盾するように

思われるかもしれません。個別事業の範囲の中での話であれば、マネジメントの改善によ

り、「重点的・効率的に研究開発を実施する」ことに結びつくでしょう。しかしながら、異

なる研究開発事業間の比較において、予算配分や資源配分に評価結果が反映されるとした

ら、それは評価とは別の次元の話、すなわち「意思決定」の問題になります。 
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出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 1-1 評価と意思決定の関係 

 
 「意思決定」と「評価」は不可分ではないのか？という疑問を持たれる方もいるでしょ

う。たしかに評価は何かしらの意思決定に用いられるために存在するといえます。 
 しかしながら、意思決定は評価結果以外の要因も考慮した総合的な判断の上に行われま

す。例えば、研究開発プログラムの当該年度の予算が縮減になった、競争的環境を醸成す

るために『足きり』の基準が厳しくなった。同一プログラム内での類似課題を統合する必

要が出てきた、等々が考えられます。 
 つまり、評価結果とは別の要因（それらは多分に事業を取り巻く環境、時代認識、上位

政策等の変化によって移り変わるもの）によって判断の基準が規定されるため、意思決定

をより合理的に行うためにも、評価行為それ自体は意思決定と独立して行われる必要があ

ります。 
 ここで、評価の機能・役割とは、次のように心得ていただければよいでしょう。 
 

評価の機能・役割とは、評価対象を「つまびらかに」することである。 

 
 つまり、大綱的指針で述べられている「評価結果を適切に予算、人材等の資源配分に反

映させる」については、「予算、人材等の資源配分」に関わる意思決定を行うために研究開

発評価の結果を活用することを断っているに過ぎず、意思決定そのもののプロセスは別に

あることを理解しなければなりません。 
 例えば、内閣府の総合科学技術会議が行う SABC 評価を考えてみましょう。総合科学技

術会議では各省において評価された研究開発事業を別の観点で審査して SABC の総合評点
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を付けます。財務省がその評点結果を参考に、予算配分を実施します。 
 総合科学技術会議では、評価結果に対して、イノベーション政策の観点、他の重点的事

業との比較の観点が反映されて SABC が決定されます。つまり、仮に研究開発事業の中間

評価の結果が S であったとしても、総合的な判断から総合科学技術会議の場で S になると

は限りません。しかし一方で、研究開発事業の中間評価がしっかり行われていなければ総

合科学技術会議において再評価することはできません。つまり、評価結果が査定的な意味

合いの意思決定に活用されることがあっても、評価そのものが果たすべき役割はなんら変

わることがないのです。 
 我が国の研究開発評価の現場において意思決定と評価が厳密に区別されていると認識で

きる場面は少ないかもしれません。しかし、評価は意思決定のための「お墨付き」ではあ

りません。意思決定側が評価結果をどのように使うかについての明確な判断基準と、どの

段階で実質的な意思決定がなされるかについての責任と権限が明らかになってはじめて、

評価が「活かされ」るのです。 
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1.2  研究開発評価の理念 
 
 前述の大綱的指針における研究開発評価の意義に関する記述には、その文言を審議する

過程で、この国の研究開発評価の理念なるものが形成されてきたと考えることができます。 
 研究開発評価の理念とは、評価行為を成り立たせている根本的な原則のことと考えて下

さい。ここではなぜ研究開発評価の理念が必要で、それを理解することが大切なことかを

解説します。 
 
1.2.1  研究開発評価の理念とは何か 
 研究開発評価は新しい問題に常に直面し、定型的な業務としてこなすことのできない実

務的能力が試される仕事です。したがって、マニュアルだけでは対応できない状況におい

て、基本に立ち戻って考える原理原則が必要になります。研究開発評価の理念を理解して

おくことで、新しい問題に対してより有効な対処方法を考えることができるでしょう。 
 研究開発評価の理念とは次のように言うこともできるでしょう。「評価の理念とは、評価

の現場において個別具体的な問題に直面したときに、判断基準となる価値観、感性、美意

識である。」 
 既存の理論に従ってロジックを積み上げ、それを現実に投射し、アクションを起こす、

という合理性に基づく計画的思考は、さまざまな問題に直面する現場ではほとんど機能し

ません。より実務的な問題に対処するためには、行動の規範基準である理念がどのような

仕事にも必要であり、関係者の中で共有されていることが大切です。 
 本テキストの基礎編の冒頭でも登場しましたが、研究開発評価の理念は、「支援的である

こと（Supportive）」、「非排除・双方向的であること（Inclusive and Interactive）」、「明示

的であること（Evincive）」の３つが基本です。 
 

 
出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 1-2 研究開発評価の理念 
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 この理念は、我が国の研究開発評価の現場の経験から導かれたものです。海外では異な

る評価の理念が、独自に形成されています。その国の研究開発マネジメントや科学技術政

策の仕組みに適切な評価の在り方が存在して当然ですし、文化的背景、歴史認識、政治手

続によっても評価の理念は変わってくるでしょう。 
 日本のように、過度に競争的でない、かつ長期的展望の下に研究開発を実施する国では、

評価の理念においてもその特徴を活かすような考え方が望ましいと言えます。 
 
1.2.2  研究開発評価の理念はどうあるべきか 
1.2.2.1  支援的であること 

 研究開発評価において支援的であることとは、研究開発実施者を「励まし、育む」評価

であることを意味します。 
 「励まし、育む」ためには最初から「切る」という姿勢では評価が成り立ちません。ま

た、評価結果が査定と直接的に結びついているような仕組みも望ましくありません。 
 なぜならば、評価を組織的な業務として定着させ、意義のあるものにするためには信頼

関係の構築が最も重要になるからです。被評価者が評価実施側に対して信頼感を持つため

には、評価を実施することが被評価者にとって有用であることが条件です。また、現実問

題として評価を実施する場合に詳細な情報は被評価者側が持っているため、信頼関係の構

築なくして正確な情報に基づく評価は無理であると言えましょう。 
 では、被評価者が評価を有用であると認識するためにはどのような措置が考えられるで

しょうか。表 1-1 は評価対象である被評価者別に、評価時期毎に想定される支援的措置をと

りまとめたものです。 
 課題評価、つまり研究者が提案した課題の事前（採択）評価において、評価実施側が応

募課題の一定数を切らざるを得ない状況を想定してみましょう。採択された場合であれば、

提案課題のより円滑な実施のために必要な措置を支持したり提案することが可能でしょう。

しかしながら、不採択の場合においても、応募した研究者がよりよい課題を今後提案して

くれるよう、「励まし、育む」必要があります。そのためには、なぜ不採択になったのか、

どうすれば今後同様の課題に応募する時に採択されるようになるかについての情報を提示

することが重要です。ファンドマネージャーが提案課題により相応しい他機関のファンド

を紹介するということも必要な措置です1。 
 中間評価の場合であれば、課題や事業の途中段階でのコメントをレビュー評価から得る

ことができます。研究開発の最終的目標の確認、軌道修正や研究開発方法に対するコメン

トなど、研究開発実施側が気づかない点をフォローすることができます。 
 実際のところ、我が国の研究開発事業では中間評価時に研究開発の方向性や具体的目標

が明確になるというケースが少なくありません。レビューアからの意見を参考にして、共

                                                   
1米国 NSF ではプログラムマネージャーが応募課題に対してより相応しいプログラムの紹介を実施してい

ます。 
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通の目標を認識したり、研究グループ間の相互作用が生まれたりするという効能が中間評

価には認められます。 
 事後評価であれば「次にどうつなげるか？」が問題になります。研究開発テーマの発展

性、継続性などに対してレビューアからコメントをもらい、支援的措置の可能性を研究者

側に提案することができるでしょう。企業等が実施者である実用化研究の場合、事後評価

は研究開発段階を脱して次の段階に移行できるかどうかを問う重要な評価になります。こ

の場合も、研究開発以外の事業展開を含め、的確な支援措置を講じることが必要となりま

す。 
表 1-1 評価における支援的措置 

対象 事前（採択）評価 中間評価 事後評価

研
究
者

【採択の場合】
・事業目的からみた研究内容への提
案
・研究計画への改善提案
・他の研究グループとの協力等、研究
体制への提案
【不採択の場合】
・不採択理由の明記（どこが足りなかっ
たのか？）
・改善提案（どうすれば採択に結びつく
か？）
・研究開発テーマに相応しい他のファ
ンドの紹介

・事業目的からみた研究内容への改
善提案（研究方法等）
・事業目的からみた研究活動への提
案
・事業目的からみた成果利用に関する
提案

・研究内容の発展の仕方に対する提
案（次の段階のテーマは何か？）
・継続的な支援措置の可能性に対す
る提案（他のファンドの紹介等）
・事業目的からみた成果利用に関する
提案
・優れた研究に対する表彰制

企
業
・
大
学
等

（
研
究
開
発
実
施
者

）

【採択の場合】
・研究開発計画への改善提案
・コンソーシアムや産学連携等の研究
開発体制に関する提案
・責任／管理体制への提案
【不採択の場合】
・不採択理由の明記
・改善提案
・研究開発提案に相応しい他のファン
ドの紹介

・事業目的からみた研究開発内容へ
の改善提案（事業アプローチ等）
・事業目的からみた成果利用に関する
提案
・知財化・標準化に向けての提案

・研究開発の発展方向に関する提案
・継続的な支援措置の検討（研究開発
以外の事業への展開）
・成果の普及に関する提案
・優れた研究開発に対する表彰制度

機
関

（
独
法
等

）

【中期目標・中期計画】 【年度評価】
【中期目標期間終了年次の評価】
・具体的な目標設定の方法に関する
提案  事業展開の方向性に関する提
案  次期中期目標期間における事業
展開の方針に関する提案
目標の測り方に関する協議・提案  事
業目標の見直し等の提案（上方・下方
修正）  次期中期目標期間の目標設定
に関する提案
数値目標に関する共通理解

【年度評価】
・事業展開の方向性に関する提案
・事業目標の見直し等の提案（上方・
下方修正）

【中期目標期間終了年次の評価】
・次期中期目標期間における事業展
開の方針に関する提案
・次期中期目標期間の目標設定に関
する提案

 
出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

 
機関評価の場合は、事前評価の段階では中期目標・中期計画の策定に関して省庁のアド

バイザリー・ボード（独立行政法人評価委員会等）から適切な提案が出せるかが問題とな

るでしょう。機関のミッションを具体的に展開し、事業目標とどのように位置づけるか、

どの水準に目標を定めるかについての具体的な方針を協議する必要があります。これは年
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度評価や中期目標期間終了後の評価の枠組みについて議論することにもつながりますので、

機関評価の枠組みを支援的に構築する作業であると言っても良いでしょう。 
 年度評価（中間評価）では、詳細なデータに基づいた事業目標の達成見込みを踏まえな

がら、事業展開の方針に関する提案や支援的措置の必要性を講じることが重要になります。

中期目標期間終了年次の評価（事後評価）では、次期目標期間における事業展開の方針に

ついての前向きな提案が求められるでしょう。 
 研究者にしろ、組織にしろ、被評価者側にとって評価が有用な機会でなければ、評価に

必要な詳細なデータや情報を被評価者側が提出するインセンティブはありません。まして

や、最初から査定的な態度（つまり、「切る」評価）で評価を実施すると、お互いの信頼関

係を構築することは難しく、継続的な評価の実施は不可能になります。 
 
1.2.2.2  非排除・双方向的であること 

 研究開発評価において非排除的であるということは、被評価者が意見を述べる機会を排

除しないということです。 
 研究開発評価では、一般的に外部評価者による評価パネルを組織し、ここでの検討が評

価結果に反映されます。通常、評価は資料・データに基づくドキュメントを基に行われま

すが、評価者が被評価者の意見を直接聞くというプロセスも重視されます。 
 この時に、被評価者である研究開発実施者は、ドキュメントには盛り込むことのできな

い研究開発への熱意、専門家としての展望、より広い研究の意味づけ等を評価者側に伝え

ることができます。 
 このようなやり取りが手続きとして原則的に確保されているということが、研究開発評

価の枠組みの中で大切なことになります。 
 
1.2.2.3  明示的であること 

 研究開発評価が明示的であることとは、評価のプロセスが明確な文書類に基づいて実施

され、かつ評価結果が国民に容易にアクセスしやすいかたちで公開されることを意味しま

す。 
 評価が実施されるためにはその前提としてさまざまな文書規定が存在します。例えば、

提案公募型研究開発事業の場合では、事業の説明、応募要領、採択審査の基準が応募者に

対して示されていなければなりません。応募者は応募要領に基づいて申請書と研究計画書

を提出します。採択審査は事務手続きレベルでは申請書の内容を確認し、研究内容につい

ては研究計画書を基にメールレビュー等の手続きを踏まえて審査されます。 
 採択審査の結果については、Web 等を通じて広く公開し、どの研究開発課題が採択され

たかを明らかにします。また、不採択の課題については、申請者に対して不採択の理由書

が送付されます。 
 採択課題の提案者に対する契約においても、さまざまな取り決めが行われます。支出等
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の規定、評価時における情報開示義務、成果利用や知財化、上市の状況等の報告義務など

も盛り込まれます。  
 研究開発評価実施時においても、成果報告書、ヒアリング記録、アンケート、それらを

とりまとめた評価報告書等の各種文書が作成されます。 
 このように、評価に限らず研究開発マネジメントで作成される各々の文書はお互いの記

述内容を参照するといった一連のドキュメント・システムを構築しています。これは、あ

る文書が必ず他の文書の理由付けや根拠を述べているためです。最終的に評価結果を国民

に公表するにしても、その結果に至った経緯が後から検証することができなければ意味が

ありません。 
 評価を含む研究開発マネジメントにおいて、明示的であることが要請されるのは、後か

ら第三者が検証可能であることを担保するためです。 
 この明示性が確保されることで、支援的、非排除的であっても、馴れ合いではなく、緊

張感のある関係を事業推進側と研究開発実施側とで保つことができるのです。 
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1.3  研究開発評価の局面 
 
 本節では、研究開発評価の What と When について解説します。What とは、研究開発

評価の対象についての理解や、研究開発事業等のいかなる実績を評価すべきかについて学

びます。 
 また、研究開発評価は適切な時期（When）に実施されなければなりません。評価時期に

おいてどのような内容が重視されるべきかについて解説します。 
 
1.3.1  評価対象の区分 
 大綱的指針では、研究開発評価の評価対象を次のように区分しています。 
 

表 1-2 大綱的指針における評価対象の区分 

定義

国及び府省の政策目標や機関等の設置目的を達成するた
めに策定した研究開発政策、戦略、制度、プログラム等
研究者等が具体的に研究開発を行う個別のテーマ

競争的研究資金による課題
「研究者の自由な発想に基づく基礎研究」と特定の政策目
的を実現するための「研究目的を指定された研究」

重点的資金による課題
国が定めた明確な目的や目標に沿って重点的に推進され
る課題

基盤的資金による課題
研究開発機関の長の責任において、機関の設置目的等に
照らして行われる研究開発課題
国立研究所、研究開発型独立行政法人、研究開発資金配
分型独立行政法人等
研究開発機関、大学等の研究者、研究チーム

大綱的指針の定める評価対象

研究開発施策

研究開発機関

研究者

研究開発課題

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

 
 各府省の実施している研究開発事業等の制度的枠組みが異なるため、大綱的指針では上

のような区分を適用し、それぞれの評価対象についての留意点をとりまとめています。大

綱的指針の区分と各府省が実施している研究開発事業との対応を考えるときに混乱しやす

いのは、大綱的指針の区分は原理的であり、実際の研究開発事業は事業形態に応じて区分

されていることです。 
 大綱的指針の原理的区分とは、研究開発施策を政策ツールとしての枠、つまりプログラ

ムとして捉え、研究開発課題をプログラムの下に位置づけられるプロジェクトとして捉え

ていることです。つまり、政策の階層構造を意識して区分されています。 
 一方、実際の各府省が実施している研究開発事業は助成事業か、委託事業か、補助事業

かという契約形態による区分、または、テーマ公募型事業か、委託先公募型事業か、もし

くは特定の独立行政法人への委託事業かという区分にしたがって展開されており、基本的

に事業を政策単位もしくは予算単位として運用しています。 
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 研究開発評価において重要なことは、事業形態がどのようなものであれ、評価の目的に

応じて評価対象を原理的に区別することです。本テキストでは、大綱的指針の区分をさら

に発展させ、より一般的な評価ができるように評価対象を次のように区分します。 
 

表 1-3 本テキストにおける評価対象の区分 

本テキストの評価対象の区分 定義 大綱的指針との対応 政策評価法との対応

総合政策・計画 研究開発を含む総合的な政策や計画。 研究開発政策・戦略 対象

プログラム

総合政策・計画の特定の目的を達成す
るための政策パッケージもしくは政策手
段。プログラムの下で走るプロジェクトを
階層構造として持つ。

制度・プログラム 対象

従属型プロジェクト プログラムの下で走る個別事業、課題。
競争的研究資金による課題

重点的資金による課題

対象（10億円以上の費用
を要するものについて事
前評価の義務付けあり）

独立型プロジェクト
総合政策・計画の特定の目的を達成す
るための独立したプロジェクト。
大型プロジェクト。

重点的資金による課題
基盤的資金による課題

対象（10億円以上の費用
を要するものについて事
前評価の義務付けあり）

機関 研究開発機関、資金配分機関、大学等 研究開発機関等 対象外

研究者 研究者個人、研究チーム 研究者等 対象外  
出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

 
 「総合政策・計画」とは、府省が作成する政策体系とスケジュールのことです。ここで

は、府省が実施する研究開発と研究開発以外の政策の機能的連携を考慮し、各事業の政策

的位置づけを行うとともに、政策全体としてのスケジュールを定めます。総合政策・計画

の評価では、政策全体が国民生活等にどのように役立ったかの観点から評価されます。 
 「プログラム」とは、総合政策・計画におけるある特定の政策目的を果たすための政策

手段のパッケージです。研究開発を含む事業や、提案型研究開発公募事業などの研究開発

制度、競争的研究資金による研究開発制度が相当します。プログラムの評価では、プログ

ラムの下で走る課題やプロジェクトの個別の評価ではなく、プログラム全体としての実績

を見ることになります。 
 「従属型プロジェクト」とはプログラムなどのある枠組みの下に位置づけられる個別の

研究開発事業、課題のことを指します。従属型プロジェクトでは、採択評価、中間評価、

事後評価が行われます。 
 「独立型プロジェクト」とは国の定める戦略領域や国家基幹技術などの研究開発で、比

較的大型のプロジェクトを指します。例えば、宇宙開発や原子力、スーパーコンピュータ

開発などのナショナル・プロジェクトが相当します。独立型プロジェクトでは、その規模

ゆえに、研究開発実施者側の体制・マネジメントが重視されます。 
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 「機関」とは国から交付金を得ている研究開発機関、資金配分機関、国立大学法人等の

ことを指します。多くは独立行政法人評価、国立大学法人評価の枠組みの中で評価されま

す。 
 「研究者」とは研究機関、大学等に属する研究者または研究チームのことであり、任期

付きかどうかを問わず、公的研究資金で研究開発を実施しているすべての人材が相当しま

す。大綱的指針では研究者の業績評価のあり方を示しています。 
 このうち、特に重要な区分が総合政策・計画、プログラム、従属型プロジェクト、独立

型プロジェクトの区分です。これらは評価対象として階層構造を有し、上位の施策目的に

対して下位の施策が手段として位置づけられることになります。このような原理的区分を

行うことで、評価の重複を避け、評価を効率的に実施することが可能になります。 
 

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 1-3 研究開発施策の階層構造 

 
 機関における階層構造とは機関の組織構造を意味しますが、評価対象として機関の階層

構造をどのように考えるかについては、第６章「機関の評価」で詳しく解説します。 
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コラム：政策体系 

 評価対象がどのような階層構造を持っているかを具体的に図示することは大変重要で

す。図 1-4 は経済産業省が実施する研究開発に関わる施策体系を図示したものです。経済産

業省では、研究開発事業を「研究開発プロジェクト」と呼び、研究開発プロジェクトだけ

からなる施策を「研究開発プログラム」と呼んでいます。それ以外にも、施策レベルでは

研究開発を一部含むもの、競争的研究資金制度を含むものが存在します。また、競争的資

金制度（＝提案公募型事業）の中で採択されるプロジェクトを「課題」と呼びます。 
 

 
出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 1-4 経済産業省における研究開発評価対象の階層構造 

 
 ある研究開発プロジェクトを評価しようとした場合、そのプロジェクトの意義や政策的

位置づけ等は上位施策の目的に依拠することになります。施策の評価を実施しようとした

場合、より上位の政策、あるいは省が掲げるミッションに依拠してその重要性なり意義が

評価されることになります。 
 このように、評価対象が階層構造を持つということは、上位政策の目的に対して下位の 
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施策または事業が「手段」として位置づけられている、ということを意味しています。下

位の事業が「手段」である以上、上位の政策に対して当該事業にはどのような貢献が期待

されているかが明確になります。 
 プロジェクトを束ねる枠組みが単なる科学技術領域であったり、産業分野であったりす

る政策体系は、プロジェクトの重複を生み、資金の効率的・効果的な運用にはつながりま

せん。政策体系が目的＝手段関係から構成されるとき、研究開発プロジェクトもより効果

的に運用され、研究開発評価もより有効に活用されることになります。 
 
 
1.3.2  研究開発の実績の区分 
 研究開発事業や制度で評価される項目のうち、もっとも重要なものは「実績」に関わる

項目です。実績には通常、「何を産み出したか？」に係わる「成果」の部分と、新しい取り

組みとして「どのように産み出したか？」に係わる「過程」の部分が着目されます。 
 
 

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 1-5 実績概念の区分 

 
 
 
 
 
 

16 

1.3.2.1  成果の区分 

 成果を区分する概念としては、これまで「意図的／副次的」、「直接的／間接的」、「形式

的／本質的」といったものが適用されてきました(表 1-4)。しかしながら、物事の多くは二

元論で割り切れるものではなく、それらの区分概念が同時に組み合わされて表現されるも

のと考えられます。 
 

表 1-4 成果の区分 

区分概念 定義
意図的 (intended) 目的・目標に沿った成果
副次的 (unintended) 目的・目標に含まれない成果
直接的 (direct) 事業等によって直接的に産み出された成果
間接的 (indirect) 事業等の成果の二次利用によって産み出された成果
形式的 (formative) 形式的（量的）に把握が可能な成果
本質的 (essential) 本質的な価値を有する成果、成果の質的側面  

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

 
 こうした区分を適用すると、評価対象が上手く当てはまらない場合にどのように評価す

るべきかという問題に直面します。例えば、「副次的ではあるが、直接的かつ本質的な成果」、

「意図的ではあるが、間接的な成果」という場合には、こうした類型化は成果の特徴を述

べる分には有益かもしれませんが、評価のためのカテゴリーとしてはあまり意味を持ちま

せん。 
 近年、「アウトカム評価」という言葉がよく聞かれるようになってきました。「そもそも

アウトカムとは何か？」という議論よりも先に、なんとなく社会経済的価値に相当するも

のという了解が先に出来てしまい、当該事業のアウトカム探しをしなければならいという

混乱が生じているように思われます。 
 本節では、成果の区分概念として、基礎研究から実用化研究の場合においても適用可能

な類型化概念を説明し、なぜ「アウトカム評価」が必要なのかについての理解を深めます。 
 
 
1.3.2.1.1  アウトカム 

 最初に、難解なアウトカムの概念について学びましょう。 
 大綱的指針には「事前評価や追跡評価における効果（アウトカム）、波及効果（インパク

ト）等に係わる評価手法について改良する」とあるだけで、アウトカムが何であるかの具

体的な記述は見られません。 
 具体的な記述の例として、独立行政法人産業技術総合研究所編「産総研の研究開発評価

のあり方（中間まとめ）」にアウトカムに関する記述があります。 
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”アウトカムとは、研究開発成果の本質的ないし内容的側面。研究開発のミッションが達

成された結果。例えば、学術論文については、科学技術コミュニティで評価を得た内容。

社会経済的な効果を目的とした研究の場合は、社会経済的な製品やサービスの価値的な内

容。” 
 
前半部分の「研究開発成果の本質的ないし内容的側面」という定義の仕方は、アウトカ

ムという現象を捉えようとする試みに他なりません。現象論でアウトカムを理解しようと

すると、その現象に当てはまらないケースに適用することが困難になります。 
 例えば、戦略的拠点形成プログラムのような事業において、アウトカムを示せと言われ

たときに、価値ある学術論文の本数やどのような経済効果があったかを評価しても、戦略

的拠点形成プログラムの本質を評価したことにはならないでしょう。 
 ここで後半部分「研究開発のミッションが達成された結果」という定義が重要な意味を

持つことになります。 
 アウトカムとはもともと政策評価において使われている言葉です。施策や事業がどのよ

うな効果を上げたかを検証するための概念です。つまり、研究開発に限らず、評価の対象

となる施策や事業の内容によって、アウトカムの定義、範囲が異なることがまず基本的な

理解として必要です。 
 アウトカムが政策評価に用いられる概念であるということは、その定義と範囲が施策や

事業の目的・目標（ミッションをより具体的に展開したもの）に依存するという意味を持

ちます。ここで重要なことは、ある施策や事業が目的・目標としてどのような範囲（時間

的・空間的）で有効な手立てを考えているのか？ということです。つまり、施策や事業の

責任範囲を明らかにすることが大切です。 
 
 
（１）目的・目標設定  

 ここで、施策や事業の目的・目標とはどのようなものか整理しておきましょう。 
 目的（Objectives）とは願望、期待などが反映された、現状とは異なる新たなステージの

イメージであると考えて下さい。例えば、「CO2 排出量を削減する」ことがある技術開発の

主目的だとすれば、目的表現は「CO2 削減に資する○○技術を開発する」ということになり

ます。 
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出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 1-6 目的と目標 

 
 目標（Targets）の設定は、目的表現を具体的に観測可能な達成水準として示すことです。

目標を定めるという行為は、茫漠とした目的の範囲をある程度限定し、もっとも実現すべ

き事項がどこにあるかという「境界」を定めることです。例えば、「CO2 排出量を削減する」

という目的に対して、「総量としてどれだけ削減するか？」、「いつまでに削減するか？」、「ど

の産業の排出量を削減するか？」、「削減コストはいくらまで許容できるか？」といった具

体的な目標が必要になります。 
 つまり、目標が設定されれば、その目標を達成することで施策や事業の目的の全部では

ないにしろ、主要な部分が達成できることを意味します。 
 
 

（２）目的・目標とアウトカムの関係 

 目的・目標が明らかになったら、アウトカムをどのように考えるべきでしょうか。 
 施策や事業は、それらを措置する何らかの理由に基づいて実現すべき内容が構想されま

す。これを施策や事業の「目的」であるとすると、通常、「目的」（objectives）は施策企画

者の様々な願望を含んでいます。しかし実施に移される施策や事業はそれらが実現すべき

内容を厳選し、確実に実現を目指す内容に絞られなければなりません。この厳選された内

容を「アウトカム」とよび、施策実施者が社会に対してその実現を約束する、いわば契約

内容を表しています。 
 したがって、アウトカムの対象・範囲は施策として「意図した結果」（intended objectives）
に相当することになります。  
 では、目的・目標とアウトカムの関係はどのようになっているでしょうか。下の図 1-7
は目的・目標とアウトカムの範囲を概念的に示したものです。「目的」はその内容を具体的
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に示す「目標」にブレークダウンされますが、その際にアウトカムの内容（意図した結果）

を代表するような目標を選びます。その目標の達成に向けて施策を展開することが、アウ

トカムをもたらすことになります。 

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 1-7 目的・目標とアウトカムの関係 

 
 ここで重要なことは、アウトカムが具体的に何であるか、ということよりも、「目標の達

成に向けて施策を展開すること」に注意を払わなければならないことです。施策や事業が

遠大な目的・目標を掲げつつ、実態は単なる試作品の開発や要素技術の開発だけに終わっ

ている、というような研究開発の例は枚挙に暇がありません。施策目標として掲げた以上、

それを実現するために施策としてどのような手だてを打っているのか、が重要であり、そ

の結果がどのような形で現れているかは別に検証すれば良いことなのです。 
 つまり、アウトカムが先にあるのではなく、施策や事業の目的・目標とそれを実現する

ための具体的な措置があって、その結果（アウトカム）が何であるのかが問われる本質と

なります。 
 したがって、ある事業やプログラムの評価制度を変えただけでは、アウトカムは議論す

ることはできません。事業やプログラムの企画・設計段階における目的・目標設定をきち

んと展開するための、マネジメントツールが必要になってくるのです。 
 
 
1.3.2.1.2  アウトプット 

 アウトカムが「意図した結果」であることを理解した上で、では、アウトプットとは何

なのでしょうか。 
 一般的にはアウトプットとは入力に対して、あるメカニズムが産み出した出力結果を言

います。施策や事業の場合、当該施策や事業の実施期間中に実施者が産み出したものがア
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ウトプットということになります。しかしながら、「何を産み出したか？」という問いかけ

だけでは、アウトプットを列挙することはできません。アウトプットとは「目に見えて

（tangible）」、「数えられるもの（countable）」であることが条件です。 
 下の図 1-8 は目的・目標、アウトカムとアウトプットの関係を示したものです。 
 

 

平澤泠(2006)，内閣府総合科学技術会議発表資料 

図 1-8 アウトカムからみたアウトプットの位置づけ 

 
 アウトカムが目的をブレークダウンした目標の実現によって規定される「意図した結果」

であるのに対し、アウトプットは目標の実現に向けた「活動の水準（level of activities）」
であると言えます。すべてのアウトプットは何らかの意思の下に実施された行為の結果と

して把握されます。その意思とは目標達成に向けた努力のことであり、その行為の結果と

は、さまざまな活動の水準として把握されます。それらの水準を、目に見えるかたちに、

数えられるものとして把握したものがアウトプットということになります。 
 つまり、アウトプットとは目標実現に向けた努力の証であり、できるだけ悉皆的に把握

列挙する必要があります。 
 ここで注意しなければならないことは、アウトプットの数が多ければ多いほど良い、と

いう論理にはならないことです。努力や活動の証ではあっても、価値判断はアウトカムの

評価に委ねられます。アウトプットから何が産み出されたのかが問題であって、形式的に

把握される数量に価値が見いだされることはありません。 
 例えば、論文の数が多ければ多いほど良いという議論にはならないはずです。数が多け

れば良いものが確率的に産み出されるという論法は、マネジメントを改善していくという

考え方と相反するものです。 
 アウトプットは単に活動の水準を表しているに過ぎないことを心に留めて下さい。 
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 「優れたアウトプットの創出を目指す」という記述が公的研究機関の評価指針などによ

く見受けられますが、本テキストの枠組みの理解からすれば、それはアウトカムを意味し

ていることになります。 
 
 
1.3.2.1.3  インパクト 

 インパクトとは、施策の実施者が意図した結果以外の成果をもたらしたものを言います。

下の図は先のアウトプット、アウトカムの関係図と施策の関係者を対置したものです。「施

策の企画者」とは政策立案者を指し、「施策の実施者」とは研究開発であれば、研究開発機

関や研究者ということになります。 
 今、何かしらの施策を展開したとしましょう。例えばある疾病の治療薬の開発を例に取

ると、この研究開発施策が最終的に想定している「施策の受益者」は当該疾病に疾患して

いる患者ということになります。 
 

施策
（Policy）

アウトカム
（Outcomes）

目的

（Objectives）
目標

（Targets）

アウトプット

（Outputs）

施策の範囲

（Policy scope）

施策の受益者

（Beneficiary）

施策の企画者と実施者

（Policy maker and related players ）  

出所：平澤泠(2006)，内閣府総合科学技術会議発表資料 

図 1-9 施策の受益者 

 
 ここで、創薬を例にとると、新薬開発は前臨床段階と臨床試験の各フェーズをクリアし

なければ最終的に薬が患者に提供されることはありません。 
 ところが、大学や研究機関は有用物質の発見や化合物の生成について研究開発を実施し、

治験の段階はもっぱら臨床を担当する大学病院等に委ねられることになります。有用物質

の発見や前臨床段階までの研究開発の成果は、薬理効果の可能性を示しているだけで、人
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体に投与して効果があり、かつ安全であるという保証を得るためには臨床段階を経なけれ

ばなりません。 

 

図 1-10 新薬開発のフロー 

 
 したがって、創薬に関する研究開発の場合、研究開発フェーズに応じたカスタマーが誰

なのか？という区別をすることと、研究開発施策そのものの責任範囲がどこまでなのか、

という「線引き」が重要になります。 
 前臨床段階までが施策の責任範囲であれば、特定の受益者（製薬会社や治験における対

象患者）が施策の意図した最終受益者になるでしょう。臨床段階までを含み、医薬品市場

における競争力の向上までを図るのであれば、特定の受益者からさらにすすみ、新薬の対

象患者全体が最終的な受益者になるでしょう。 
  



23 

施策が
意図した

最終受益者

直接的成果

アウトプット／中間アウトカム

間接的成果

社会一般

投入

インプット・リソース

特定の
受益者

施策実施者

関連プレイヤー

施策の責任の範囲

アウトカム インパクト
 

平澤泠(2006)，内閣府総合科学技術会議発表資料 

図 1-11 施策の責任の範囲とインパクト 

 
 アウトカムとインパクトを分かつのは、「施策としてその効果が発現する手だてを用意し

ているかどうか？」という判断基準が妥当です。 
 創薬の場合、有用物質の発見が成果（アウトプット）であれば、薬としての本質的な価

値（対象患者への薬理効果）がある程度確認された（前臨床試験が済んだ）時点でアウト

カムが達成されていると判断できます。この場合のインパクトは、「有用物質から別の症状

に効く新たな薬理効果が見いだされた」、「その発見を契機に有用物質の同族体がさまざま

な研究開発機関で研究され、発見された」、あるいは、「それらの同族体の方が先に上市さ

れた」という場合も含み、施策の責任の範囲外で実施された行為によって得られた効果と

判断することができます。 
 このことは、インパクトの大きさをもって研究開発の質を評価することはできても、イ

ンパクトを施策の実績そのものとして考えることはできない、ということを意味していま

す。なぜならば施策の誇大広告になってしまうからです。 
 
 
1.3.2.2  成果以外の実績 

 研究開発評価では、成果以外の実績もきちんと評価しなければなりません。科学技術の

振興のためには、優れた成果が創出されるように、人材育成や研究開発ネットワークの構

築、研究開発環境の整備や地域クラスターの形成など、新しく効果的な仕組みを産み出し

たかどうかという、研究開発の「過程」についても評価することが重要です。 
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 米国の財務省（OMB）が行っている政策プログラム評価のためのツール「PART（Program 
Assessment Rating Tool）」では、プログラムがもたらした成果以外の実績、過程（Process）
についても評価されます。過程では、主にアクター（実施体制）、マネジメント、システム

（拠点形成などの仕組み）が評価されます。 
 基礎研究や戦略的な研究領域においては、評価実施時期に成果がかたちとなって現れる

とは限りません。むしろ、政策の効果としては人材育成や研究開発拠点の形成、ネットワー

ク形成等において一定の効果が得られていることが重視されなければならないでしょう。 
 これらの過程における実績を定量的に示すことは、高度な分析ツールを必要としますが、

事業やプログラムの意図した効果がきちんと現れているかどうかを検証する際には非常に

有効です。 
 ここでは、分析ツールについての詳しい解説を省きますが、過程を評価する際の観点を

概説します。 
 
 
1.3.2.2.1  アクター 

 研究開発プログラムや事業を展開する場合、さまざまなアクターが介在します。研究開

発プログラムや事業の推進者（多くは官庁、資金配分機関）、研究開発の実施者（企業、研

究開発機関や大学等の研究者）、成果の一次利用者、二次利用者などが想定できるでしょう。 
 それぞれのアクターにとって、研究開発プログラムや事業がどのような影響を及ぼした

かについて、明らかにすることが実績・実態把握の第一歩になります。 
 

表 1-5 アクターに関する評価の視点 

アクターの種類 明らかにすべき内容 

研究開発実施者 ・人材育成面 

-学位取得者数 

-受賞・表彰の有無 

-若手研究者・ポスドク等の参加度 

-男女共同参画の度合い 

・ネットワークの形成 

-共著論文・共同発表の数 

-学術団体の分科会形成等 

-特許の共同申請状況 

・人材交流の実績 

-国際共同研究の実績. 
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研究開発プログラム

や事業の推進者 
・プログラムマネージャー（PM）の資質・配置状況 

-専任の PM の人数 

-PM のバックグラウンド 

・マネジメント能力 

-PM に対する研究実施者からの評価（アンケート等） 

-PM に対するプログラム・ディレクター（PD）の評価 

成果等の利用者 ・利用者の属性 

-属性毎の利用者数 

-用途等 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

 
1.3.2.2.2  マネジメント 

 研究開発評価において、マネジメントについて評価するといった場合、二つの意味が考

えられます。 
 ひとつは、研究開発実施者側における R&D マネジメントの質についての意味。もうひと

つは、研究開発施策や事業の推進者側のマネジメントの質についての意味です。 
 研究開発実施者側の R&D マネジメントについては、巨額の研究開発プロジェクトや研究

開発機関等の評価以外で、改善課題として問題にされることはあまりないでしょう。あま

りにずさんな管理をしていた場合には、実施者側の管理能力が問われることは想像に難く

ないですが、このような例は多くの場合、契約事項や倫理規定への違反というかたちで対

処ができます。 
 むしろ、公的研究開発資金を効率的に運用したかどうかの説明責任は、ファンディング

を実施している側にあると言えます。すなわち、事業推進主体である省庁の原局・原課、

資金配分機関の推進部署におけるマネジメントの在り方が問われることになります。 
 また、マネジメント評価が対象とするのは、組織としての運用能力ですので、プロジェ

クトレベルよりも、プログラムレベル、機関レベルでの評価においてより重要になります。 
 ここでは研究開発の評価項目としてマネジメントを議論する場合には、研究開発実施者

（研究者、研究チーム、企業等）のマネジメントではなく、ファンディング実施側のマネ

ジメントと公的研究開発機関（独法、大学等）における組織的なマネジメントを中心的に

扱います。 
 どのようなマネジメントが優れていたかの判断基準を明らかにすることは難しいでしょ

う。また、マネジメントが改善されたから優れた成果に結びついたということも証明する

ことはなかなかできません。では、どのようにマネジメントは評価されるべきなのでしょ

うか。民間企業のマネジメント評価のツールを参考にこの問題を考えてみましょう。 
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（１）バランス・スコア・カード（BSC）によるマネジメントの評価 

 民間企業では、マネジメントの評価にはバランス・スコア・カード（BSC）がよく利用

されています2。BSC では、「財務の視点（過去）」「顧客の視点（外部）」「内部業務プロセ

スの視点（内部）」「イノベーションと学習の視点（将来）」の“4 つの視点”からマネジメン

トの改善度を評価します。具体的にはそれぞれの視点を代表する指標群を設定し、改善目

標をたて、それをモニタリングすることで業務改善の進捗度を把握します。 
  

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 1-12 BSC によるマネジメントの評価軸 

 
 財務の視点では、「財務的業績の向上のために、株主に対してどのように行動すべきか」

ということを明らかにします。公的機関の場合であれば、「財務当局に対して、ひいては納

税者に対して、どのような財務的改善の努力をするべきか」というように読み替えること

ができます。 
 顧客の視点では、「経営戦略を達成するために、顧客に対してどのように行動すべきか」

ということを明らかにします。これも、「研究開発事業が想定している顧客（カスタマー）

に対して、どのようにサービスの改善を図るべきか」というように読み替えることができ

るでしょう。 
 内部業務プロセスの視点は、「顧客と株主をより満足させるために、どのような業務改善

を図るべきか」という点を検討します。つまり、業務の効率化指標を考えるということに

なります。 
 イノベーションと学習の視点とは、「経営戦略を達成するために、どのようにして変化と

改善のできる能力や環境を維持するか」ということを検討します。これも、「優れた研究開

発課題を発掘・支援するために、どのようにして変化と改善のできる人材能力と環境を維

持・発展すべきか」というように読み替えることができるでしょう。 

                                                   
2 Robert S. Kaplan と David P. Norton らが提唱したマネジメント評価ツール。 
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 これらの視点を具体的な指標に落としたのが表 1-6 です。 

  

表 1-6 BSC によるマネジメント指標の例 

視点 評価指標（例） 単位 事業 機関 目標 結果
事業予算に対する人員数 円／人 ○ △

事業予算に対する事業期間 円／日 ○ △
事業予算に占めるグラントもしくは委託契約費の比率 ％ ○ △

事業費に占める人件費の比率 ％ ○ △
事業費に占める当期取得固定資産額の比率 ％ ○ △

普及・啓発費（全額） 円 ○
新規応募数の伸び（対前年比） ％ ○

クレーム発生件数 件 ○ ○
顧客からみた満足度（アンケート等による指標化） - ○ ○

Web閲覧数の伸び（対前年比） ％ ○
内部業務日数の短縮 日 ○ ○

意思決定プロセスの明確化 - ○
担当人材一人あたりの研修日数 日 ○

担当人材一人あたりのOFF-JT機会 回 ○
担当人材一人あたりの研修費用 円／人 ○

担当人材の満足度 - ○
担当人材の業務に関連した保有資格 件 ○

財務の視点

顧客の視点

内部業務プロセス

イノベーションと学習

対
前
年

比

（
％

）

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

 
 BSC を利用したマネジメントの評価では、PDCA サイクルを有効に機能させるマネジメ

ント上の検討項目について、目標値を定め、それをクリアしたかどうかをチェックします。

目標値が挑戦的であるかどうか、どの視点、検討項目を重視するかは経営戦略に従います。

公的研究開発資金のマネジメントでは、経営戦略は事業の目的、あるいは機関のミッショ

ンに従うことになります。 
 マネジメントの評価は組織の自己改革に対する評価であるため、努力目標を自ら設定し、

達成したかどうかを問うという、実務的なプロセスの繰り返しになります。マネジメント

が功を奏したかどうかは、全体的な財務状況の改善や、組織に対する顧客の評価によって

中長期的な指標として確認するしかありません。 
 
1.3.2.2.3  システム 

 研究開発事業やプログラムによっては、何かしらの直接的な成果を意図してではなく、

優れた研究開発成果を生み出すための仕組みや、専門人材を育成するための制度を構築す

るという目的を持つものが少なくありません。 
 このような事業やプログラムにおいて、実績として評価すべき項目が「システム」です。 
 例えば文部科学省が展開している戦略的研究拠点形成プログラムでは、「組織の長の優れ

た構想とリーダーシップにより、研究開発機関の組織運営改革や国際的に魅力ある研究拠

点の創出を図る」とあります。 
 このような新しい仕組みを目的としたプログラムでは、その仕組み（システム）自体を
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評価しなければなりません。表 1-7 は戦略的研究拠点形成プログラムの中間評価における評

価項目・評価基準を抜粋したものです。 

 表 1-7 システムの評価 

Ⅰ．進捗状況（目標達成度）（ミッションステートメントに対して）
○ 計画に沿って順調に進捗しているか

○
客観的な情勢の変化等（国立大学の法人化等）に対して適切に対処できてい
るか

○
当初の計画どおりに進捗していない場合、当初目的を達成する見込みはどれ
ほどか

Ⅱ．組織運営の妥当性

○
調整費と調整費以外の外部資金、内部資金が、それぞれ組織運営構想に
則って適切に充当されているか

○ 総括責任者は組織運営構想実現のための必要な権限と責任を有しているか
○ 単なる研究の実施だけになっていないなか

○
機関として組織運営構想の実現に向けて必要な取組・支援（人事制度・給与
制度の改革等）を行っているか

Ⅲ．組織改革の成果
（研究拠点としての波及効果）

○
組織改革により形成される研究拠点は、国際的な水準から見てトップレベル
のものとなっているか

○
組織運営構想の実施により、研究拠点としてのポテンシャルの増加が期待さ
れるか

（組織運営構想の波及効果）
○ 研究開発システム改革のモデルとなることが期待されるか
○ 他の研究機関にも波及し得る積極的な取組がなされているか

（情報発信）
○ 広報は一般向けを含め十分に行われているか

○
組織改革の取組について、関係機関への情報提供・情報交換により周知を
図っているか

Ⅳ．実施機関終了後における取組の継続性・発展性の見通し

○
実施機関の長による支援が十分行われてきたか、また、実施機関終了後も、
それらの支援が継続され、機関本来の取組としての発展が期待できるか

○
育成機関終了後においても、研究拠点となる体制を整備するための計画を有
しているか

○ 研究拠点として機関終了後の発展性が期待できるか
○ 育成機関終了後の運営に必要な財政的・人員的措置が計画されているか  

出所：文部科学省 

 
 システムの評価で重要な観点は、「事業等によって作り上げられた新しい仕組みが持続的

なものであるかどうか」という点です。先の表の評価項目Ⅳにあるように、事業が終了し

た後も継続して研究拠点が存続し得るかどうかが問われています。初期の拠点形成のため

の投資が途絶えてしまったために研究拠点が存続できないとなれば、それは投資だったの

ではなく、単なる予算配分だったということになるからです。 
 
 
1.3.3  研究開発評価の実施時期と重視すべき内容 
 本節では、いつ研究開発評価を実施すべきか（When?）という評価時期の問題と、適切

な評価時期にどのような内容を評価すべきかという問題について解説します。 
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1.3.3.1  評価時期 

1.3.3.1.1  研究開発の計画＝実施＝普及の各段階と評価時期 

研究開発評価の時期は評価対象である研究開発の時間的経過に則して決まります。評価

時期は一般的に、「事前評価（ex-ante）」、「中間評価（mid-term）」、「事後評価（ex- post）」
の３つに区分されます。「事後評価」はさらに、「直後評価」と「追跡評価」に区分できま

す。 
 我が国の研究開発評価において「事後評価」と定義しているものの多くは、事業終了後

１年以内に実施されていることから、「直後評価」に相当することになります。また、中間

評価については、３年以上の研究開発期間を有する事業の中間年度に実施されることが一

般的です。この中間評価以外に、毎年主要データを収集し、進捗状況の把握を行うことを

「途上評価（monitoring）」といいます。 
 

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 1-13 研究開発段階と評価実施時期 

 
1.3.3.1.2  政策評価法における事前評価と事後評価 

 先の図 1-13 は、研究開発評価一般の評価時期の定義です。これとは別に、我が国におい

て展開されている政策評価の制度の中での研究開発評価の時期に関する位置づけは、それ

ぞれ異なっています。この関係性を整理しておかないと、研究開発評価の業務と政策評価

の業務との対応が難しくなります。 
 政策評価法では、各府省に対して、３年から５年程度の中期的な「基本計画」と毎年度

の「実施計画」を策定することを規定しています。 
 特に、平成 17 年 12 月に改定された「政策評価に関する基本方針」では、各府省は評価

と予算との対応関係を明確にするように求められたため、評価対象となる政策体系の見直

し、評価単位の大括り化が図られています。 
 したがって、基本計画策定の時点において研究開発を含むさまざまな施策の基本的な方

向性についてもこの段階で事前評価が行われています。 
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 さらに、政策評価の年間スケジュールを見てみましょう。多くの府省においては、各年

度当初の業務のスタートに合わせて、年度末頃に毎年度の政策評価の実施計画が策定され、

この実施計画に基づき評価書の作成作業が行われます。一般政策についての評価書は、予

算要求や政策の企画立案に反映するため、８月末の概算要求期限までに作成・公表されま

す。政策評価の結果は、予算査定等に活用され、年末には翌年度の政府予算案が決定され

ます。 

 
出所：総務省「政策評価Ｑ＆Ａ」より抜粋 

図 1-14 政策評価の年間スケジュール 

 実施計画策定の段階で、次年度の実施事業に対する事前評価が行われ、その評価結果が

「評価書」として取りまとめられます。各府省が企画・立案した事業計画案に対して、外

部有識者からなる委員会等でコメントを集約する機会も設けられてはいますが、基本的に

は事業の事前評価は府省の自己評価で行われます。 文部科学省であれば、事前評価は「事

業評価書（新規・拡充事業等）」に取りまとめられます（参考：各省の政策評価関連文書）。  
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表 1-8 各省の政策評価関連文書 

省名 名称 ＵＲＬ

文部科学省 文部科学省政策評価基本計画 http://www.mext.go.jp/a_menu/hyouka/seido/001.htm

文部科学省政策評価実施計画 http://www.mext.go.jp/a_menu/hyouka/seido/002.htm

実績評価書

事業評価 事前評価 事業評価書（新規・拡充事業等）

事後評価
※実績評価書に含まれる、もしくは個別事
業の事後報告書

経済産業省 経済産業省政策評価基本計画

事後評価実施計画

経済産業省年次報告
http://www.meti.go.jp/policy/policy_management/top-
files/Accountability-Report.htm

事業評価 事前評価 概算要求等に係る事前評価書
http://www.meti.go.jp/policy/policy_management/top-
files/jizen-top.htm

事後評価 事後評価書
http://www.meti.go.jp/policy/policy_management/top-
files/jigo-top.htm

厚生労働省
厚生労働省における政策評価に関する基
本計画

厚生労働省における事後評価の実施に
関する実施計画

実績評価書

事業評価 事前評価 新規事業に関する事業評価書

事後評価
※実績評価書に含まれる、もしくは個別事
業の事後報告書

国土交通省 国土交通省政策評価基本計画

国土交通省事後評価実施計画

政策チェックアップ結果評価書

事業評価 事前評価
予算概算要求に係る個別研究開発課題
評価書

事後評価 個別研究開発課題の評価書

環境省 環境省政策評価基本計画 http://www.env.go.jp/guide/seisaku/h18/kihon.html

環境省政策評価実施計画 http://www.env.go.jp/guide/seisaku/h18/keikaku.html

環境省政策評価書 http://www.env.go.jp/guide/seisaku/h17_jigo/index.html

事業評価 事前評価
地球環境研究総合推進費における戦略
的研究開発領域の新規プロジェクトに係
る事前評価書

http://www.env.go.jp/guide/seisaku/kenkyu/index.html

事後評価
※政策評価書に含まれる、もしくは個別事
業の事後報告書

http://www.env.go.jp/guide/seisaku/h17_jigo/index.html

実施計画

政策評価

基本計画

実施計画

政策評価

基本計画

http://www.mlit.go.jp/hyouka/

分類

基本計画

実施計画

政策評価

基本計画

実施計画

政策評価

基本計画

実施計画

http://www.meti.go.jp/policy/policy_management/top-
files/plan-top.htm

http://www.mext.go.jp/a_menu/hyouka/main_a11.htm

http://www.mhlw.go.jp/wp/seisaku/hyouka/keikaku-
kekka.html政策評価

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

 
 政策評価法で定めるところの事後評価についても、基本計画が事後評価の対象となるた

め、基本計画の終了時点が評価時期になります。一方、実施計画で当該年度に行う事後評

価は、基本計画に位置づけられた事業の事後評価となります。それぞれの事後評価の扱い

については階層が異なることに留意しなければなりません。 
 現状では、政策評価法の定める事後評価については、実施事業の事後評価を以て報告と

する場合と、基本計画の達成状況や進捗状況に関する評価を以て報告とする場合というよ

うに、府省によって政策評価における事後評価の位置づけが異なっています。今後は、政

策体系の見直しとともに、総合政策・計画や研究開発戦略の事後評価もしくは途上評価の

在り方が問われることになるでしょう。 
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1.3.3.1.3  評価時期毎の重要性 

 研究開発評価の現場において、多く寄せられる疑問に「事後評価をなぜしなければなら

ないのか？」という声があります。その理由は、中間評価であれば評価者のコメントを下

に研究開発の軌道修正なり、改善提案が可能であるが、事後評価の段階では研究開発が終

了しているので、前向きなコメントを得ることができない、あるいは評価結果を活かすこ

とができないという意見です。また、さまざまな研究開発事業の終了年度が重なれば、事

後評価を実施するだけで大変な負荷になり、その有用性もよく分からないというジレンマ

を評価現場では抱えています。 
 後者の負担感については評価の実施方法とも関連するので、ここでは取り上げませんが、

事前評価、中間評価、事後評価、追跡評価が何のために実施され、どのような効用がある

かについて、ここに取りまとめたいと思います。 
 
 

（１）事前評価の意義 

 政策評価法で義務づけられている以上に、事前評価の意義は大きいものがあります。な

ぜならば、後に続く中間評価、事後評価において、事前評価の内容が必ず参照されるから

です。 
 研究開発事業が複数年度に渡って実施される場合には、事前評価の時期の担当者と中

間・事後評価の時期の担当者が同一人物であるとは限りません。事業の実施理由と目的・

目標が事前評価の段階で明らかにされていなければ、後任の担当者が困ることになるだけ

でなく、中間評価や事後評価が事業に関する「そもそも論」で終始してしまう場合も想定

されます。 
 事前評価において、事業の意義、目的・目標、期待される効果、事業推進者の所掌範囲

が明確にされているからこそ、後に続く中間評価や事後評価において達成度評価が可能に

なるのです。研究開発評価において当面のわが国の課題は、事前評価をきっちりと実施す

るということです。 
 
 

（２）中間評価の意義 

 おそらく研究開発評価を実施する上で、関係者の間で中間評価ほど有意義に捉えられて

いるものはないでしょう。なぜならば、提案公募型事業や委託先公募事業では、事業の事

前評価の段階で目的・目標に対する明確なコミットメントが出来ないために、中間評価の

段階ではじめて関係者間における事業の方向性や成果の目標水準等の確認ができるという

場合が少なくないからです。 
 加えて、被評価者である研究開発実施者は、関連領域の専門家から有益なコメントを得
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ることができる機会として積極的に捉えることができます。 
 研究開発の仕切り直しや事業推進側と研究開発実施者側が共通認識を得る場としても、

中間評価は有用視されています。 
 
 

（３）事後評価の意義 

 事後評価については、事業終了時点における目的・目標の達成状況についての確認もさ

ることながら、次の施策に活かすための知見を得ることが重要です。 
 また、事後評価は評価対象の品質保証（QA：Quality Assurance）を兼ねています。こ

れは、研究開発に従事した研究開発実施者の実績にもなりますので、別の形での評価（組

織内での実績評価、顧客の企業に対する評価等）に利用されることになります。事後評価

で S を獲得したという品質保証が、研究開発実施者の次の研究開発への資金供与や融資等

の機会に結びつくのです。 
 むしろ、事後評価の評価結果ほど本来戦略的に活用できるものはないと言っても過言で

はないでしょう。評価が適切に実施されていることが大前提ですが、展開次第では、新し

い研究開発案件の品質保証システムを構築することも可能だからです。 
 加えて、資金配分機関では、自らのマネジメントも評価項目として評価されます。事後

評価において、資金配分機関のマネジメントが適切であったかどうかの評価は、機関評価

のエビデンスとして活かされることになるでしょう。 
 研究開発実施者の立場から考えれば、事後評価が存在すること自体がある種のプレッ

シャーとなって、節度ある公的資金の使用とスケジュール管理を促す効果もあるといえま

す。 
 
 

（４）追跡評価の意義 

 追跡評価については、フォローアップの観点が重要になります。政策の効果が果たして

本当にあったのかどうかを確認するための作業といえるでしょう。したがって追跡評価に

ついては評価目的とする政策効果が十分に出現する時期を見越して、実施時期を設定しな

ければなりません。 
 追跡評価で確認する効果、特に社会経済的効果が、ある特定の事業の結果としてもたら

されているとは考えられません。同様の社会経済的効果を目的とした事業を政策レベルで

統合し、その政策としての効果が得られているかどうかを確認するというスタンスが評価

の作業面からも有効となります。 
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1.3.3.2  評価時期毎の重視すべき評価項目 

 政策評価法や大綱的指針で定めるところの「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点も、

評価時期によっては、どのような評価基準で評価すべきかは本来異なります。このような

点を踏まえ、評価時期毎に重視すべき評価項目を考えてみましょう。 
1.3.3.2.1  事前評価で重視すべき評価項目 

 事前評価の段階では、研究開発はまだスタートしていません。ここでは研究開発の目的・

目標設定や実施体制（責任体制）、研究開発計画、研究開発方法、コストなどについて、明

示化された文章やプレゼンテーションをもとに評価します。 
 提案公募型の事業における個別課題に関わる採択評価を除いて、一般に国が実施する研

究開発事業の事前評価は政策評価当局（総務省）への提出資料である評価書に、他の事業

と併せてとりまとめられます。これは、政策評価法の第十条に規定されている業務であり、

各省庁とも政策評価担当部署（多くは官房）が推進部署からの提出書類を基に作成します。 
 事業評価書では、「必要性、効率性又は有効性の観点その他当該政策の特性に応じて必要

な観点」を評価項目として記載する必要があります。この中で、事前評価の段階ではもっ

とも重要な評価項目は、「必要性」と「有効性」に関する記述です。 
 必要性とは、「なぜ事業を実施するのか（Why？）」が問われています。また、有効性と

は、「その事業によって何を成すのか（What？）」が問われています。この二つについて詳

しく見てみましょう。さらに効率性についても、事前評価の段階で記述すべき点を指摘し

ておきたいと思います。 
 

（１）必要性 

 事業の必要性を述べるためにはどのように考えるべきでしょうか。直接的な答えは、「事

業の正当性（rationale）」を論理的に展開することです。ある事業が必要であるという根拠

として、形式的な側面と本質的な側面の両方から述べることが必要でしょう。 
 形式的な側面とは、事業が実施主体の総合的な計画や政策の中でどのように位置づけら

れているかということです。これは、研究開発に限らず、政府の実施する事業は予算枠組

み（一般会計か特別会計か）、政策体系の中で形式的に位置づけられ、国会等の承認を得て

オーソライズされている必要があります。 
 本質的側面とは、形式的側面とは別に当該事業の意義を明らかにすることです。事業を

行う前提条件としての問題認識・背景等が明らかにされ、対策の必要性を述べることにな

ります。また、国として実施する必要性を別途記述しなければなりません。 
 図 1-15 は必要性に関するロジックの展開例です。「事業の正当性」は、「政策の中での位

置づけ」、「事業の意義」に大別され、それぞれがさらに論理展開されています。「政策の中

での位置づけ」は、「政策体系の中での位置づけ」と「歴史的経緯の中での位置づけ」に分

けられています。 
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出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 1-15 必要性のロジック展開（事前評価） 

 
 「政策体系の中での位置づけ」は当該事業が、1)総合政策・計画に包摂されているか？、

2)（省内の政策の中で）重複はないか？、3)（他省との政策と比べて）差別化されているか？

という点を述べることで網羅できます。 
 「歴史的背景の中での位置づけ」は継続・拡充事業において特に明記しなければならな

い点です。1)前身の事業は何か？、2)これまでの事業が一定の効果を上げているか？、3)
（これまでの事業と比較してどのように）高度化されているのか？という点を明らかにし

ます。 
 一方、「事業の意義」については、「問題認識・背景等」と「公的関与の必要性」に分け

られます。「問題認識・背景」では、1)（事業が前提としている）環境や状況の説明、2)施
策主体としての問題認識、3)政策手段としての事業の役割が明記される必要があります。 
 「公的関与の必要性」では、1)民間ではなく、国が実施する理由、2)地方ではなく、国が

実施する理由、3)官民の役割分担等が明記されます。 
 「事業の正当性」を述べることは、事業の目的を裏付けるための記述に相当します。事

業がフォーカスすべき目的がどこにあり、どのような役割が期待され、政策体系の中でど
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のように位置づけられているかを明記することで、実施事業の根拠が形成されます。 
 事前評価の段階で、必要性が明確に記述されていれば、中間評価や事後評価の段階で必

要性を再度評価する必要がなくなります。もし、中間評価の時点で事業の前提条件に大き

な変化があれば、改めて事業の意義を考える必要はありますが、研究開発に限らず、国の

実施する事業は中長期的視野の下で展開されていることが一般的ですので、そうそう見直

されるようであれば、政策評価のプロセスにおいて中止案件として議論の俎上に上がるこ

とになるでしょう。 
 
 
（２）有効性 

 事業の有効性を示すには、事業の目的と目標を設定し、そのために何を実施するかにつ

いて明らかにすることです。 
 事前評価の段階で本来明らかにしておかなければならない点は、実施事業によって何が

産み出され、どのような効果を国民生活にもたらすか、ということです。 
 この段階で、中間評価、事後評価、しいては追跡評価の際に検討されるアウトカムをど

のように捉えているかが中心的な問題になります。 
 図 1-16 は有効性のロジック展開を目的と目標、アウトカムとアウトプットの観点から見

ています。 
 「事業によって何を成すのか？」という問いかけに直接的に答えるものは、「事業の目的」

です。「事業の目的」では、事業の成果によってもたらされるであろう、国民生活や社会の

新しいイメージ（ビジョン）が記述されます。これは、実現を確約するものではなく、政

策担当者（部署）の願望・期待を込めた目的表現です。また、ここでの表現が、当然のこ

とながら上位の施策や総合政策・計画等とリンクしていなければなりません。 
 願望や期待だけでは当然のことながら困ります。事業実施主体として、何を実現させ、

実現させるために何をするのかを明確にしなければなりません。ここで「事業の目標」を

設定することになります。「事業の目標」とは、「事業の目的」で描いたビジョンを具体的

に検討し、「これくらいの成果が得られれば事業目的に対して十分寄与した」と考えられる

目標水準のことです。「事業の目標」は同時に、目標達成のための政策措置が及ぶ範囲を定

める行為に他なりません。すなわち、事業の責任範囲であり、その結果はアウトカムに相

当します。 
 「事業の目標」が設定されたら、その目標達成のために必要な活動を列挙します。事前

評価の段階ではまだアウトプットが出ていませんが、事業目標の達成に資するアウトプッ

トを想定し、そのための出力装置として事業の活動を設計することになります。 
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出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 1-16 有効性のロジック展開（事前評価） 

 
（３）効率性 

 事前評価の段階ではアウトプット、アウトカム等が得られていませんので、この評価の

観点を厳密に記述することは不可能です。しかしながら、事業の個々の活動において、ど

のような体制・仕組み、予算等で実施するかについての記述は可能です。ただし、これら

は事業を実施する段階において常に見直され、結果的に当初の体制や仕組み、予算配分で

行われないことが想定されますが、中間評価や事後評価の段階で、そのようなマネジメン

トの変更が有効であったかどうかを検証することができます。 
 少なくとも、事業全体の管理機能、執行体制や責任体制については、事前評価の段階で

明らかにしておくべき事項です。 
 さらに、事前評価の段階では、事業全体のコストパフォーマンスについて、ある程度の

比較考量を行う必要があります。他の研究開発手段と比較して、当該事業が目的達成のた

めに優れた手段であることを裏付ける根拠を示すことで、当該事業の目的に対する効率性

について述べることができます。 
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効率性記述の良い事例： 

 文部科学省平成 19 年度事業評価書（新規・拡充事業）より 

 「Ｘ線自由電子レーザー装置の利用開発」 研究振興局基礎基盤研究課 

 

【効率性の記述部分】 

 本装置は、大型放射光施設 Spring-8 に隣接して整備することで、世界で唯一、放射光施

設と X 線自由電子レーザーが共存する施設となり、２つの光を同時に用いる実験がここで

のみ可能となるほか、運用面でも効率化が実現される。 

 また、日米欧で熾烈な国際競争力が繰り広げられる中、我が国は高加速勾配加速管や真

空封止型アンジェレーターなど独自に開発した技術により、欧米に比べ全長４分の１以下、

総コスト２分の１程度と、コンパクト化と低コスト化を実現可能としている。 

 さらに、本事業のために開発した装置架台は、40 年前に開発された送電線用絶縁体を利

用することにより、従来用いられてきた架台の 20 倍という高い安定性を示しており、古い

技術に新しい応用をもたらすなど、効率的な技術開発が進められている。 

 
 
 
1.3.3.2.2  中間評価で重視すべき評価項目 

 中間評価の段階では、事業の成果の一部が出されていることが想定されます。特に、提

案公募型事業の場合、研究開発制度の下で採択された研究開発課題の一部は終了している

ことでしょう。 
 成果がある程度出現していることを前提に、中間評価において重視されるべき評価項目

とは何でしょうか。再び、「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点から、評価項目を検討し

てみましょう。 
 
（１）必要性 

 事業の正当性は事前評価の段階で確保されていると考えるのが妥当です。仮に、事前評

価の時点と中間評価の時点とで、事業が依って立つ問題認識に大幅な修正を加える必要が

ある場合、改めて事業の意義を考えることになります。 
 事前評価の段階で、事業が置かれている環境や問題の重要性等に関するデータを示して

おき、データのフォローアップを行っていれば、中間評価時において事業の問題認識が有

効であるかどうかの確認になります。 
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（２）有効性 

 中間評価の段階では、アウトプットがある程度出現しているため、「事業において何が行

われたか？」を確認することができます。ふたたび、有効性のロジック展開図 1-17 を見て

みましょう。中間評価で行わなければならないことは、事業の目標の達成状況を確認する

ことです。既出のアウトプットが設定している事業目標に貢献しているかどうかがチェッ

クされ、さらに事業全体で意図している結果（アウトカム）がもたらされそうかどうかを

評価することになります。 
 事業の目標達成状況が期待通り、もしくは期待を上回るものであれば、中間評価の評価

パネルの評点は高いものになります。一方、このままでは事業目標が達成できない、ある

いは、アウトカム実現の観点からより良い研究開発方法、実施体制へのサジェスチョンが

得られたら、個々の事業の活動を見直すことになります。この場合、評点は低いものにな

るでしょう。 
 ただし、中間評価はあくまでも途中段階におけるチェックであり、仮に評点が低くても、

中間評価時の評価パネルの意見を受け入れて、事業が改善されたのであれば、事後評価に

おいては当該事業は高く評価されなければなりません。この意味でも、研究開発実施者や

事業実施者にとって、中間評価は重要な意見交換の場であることが分かります。 
 

事業によって何を
成すのか？

（What?)

事業の目的
（objective）

事業の目標
（targets）

事業の目標
（targets）

事業の目標
（targets）

活
動
A

活
動
B

活
動
C

活
動
D

事業の目標の達成状
況からアウトカム実現
のために必要な措置を
サジェスチョン

既出のアウトプット
が事業の目標に
貢献しているかど
うかをチェック

活動の改善、見直し等

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 1-17 有効性のロジック展開（中間評価） 
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（３）効率性 

 中間評価の段階では、アウトプットの発生状況が確認できます。これらのアウトプット

を得る過程で、効率性の観点からチェックすべき点は、主に研究開発の実施体制の妥当性、

研究開発実施側ならびに事業実施側のマネジメントの妥当性、資金ショートの場合の措置、

研究開発方法等の見直しといった、主に事業運営に関わる項目となります。 
 効率性に関わる観点は、事業の目標達成状況と密接な関係があります。いくら研究開発

体制やマネジメントが優れていると評価されても、肝心の成果が思わしくないのであれば

評価した意味がありません。単純に、「マネジメントは妥当だったか？」と問いかけられて

も、目標の達成状況が計画どおりであれば、「妥当である」としか答えようがありません。 
 したがって、中間評価の段階で効率性の観点から評価する場合には、どのようにすれば

事業運営をより良く改善できるかという観点から実施されるべきです。 
 例えば、提案公募型事業の場合、提案書申請に関わる手続きの効率化、採択審査プロセ

スの改良等について制度実施期間中にどのような試みを行った結果、課題の応募数が増加

している等の裏付けが得られれば、マネジメントの改善を明確に示すことができます。 
 
 
1.3.3.2.3  事後評価で重視すべき評価項目 

 事後評価の段階では、事業終了に伴い、すべてのアウトプットが出揃っている状況にあ

ります。事後評価の段階では、研究開発実施者に対して研究開発の軌道修正や改善提案を

行う必要性がないために、その効用を疑問視する声もあります。 
 評価時期毎の意義の部分で解説したように、事後評価の一つの目的は当該事業の品質保

証を行うことにあります。 
 公的資金を投入した研究開発事業が、当初の目標を達成し、かつ、質的に優れていたか

どうかを検証する場が事後評価と言えます。 
 もう一つの目的は、事業実施主体のマネジメントに関わる問題です。当初の目標設定が

目的に対して妥当であったか、研究開発体制として不備はなかったか、資金量は適切であっ

たかどうかに関わる事後チェックとして機能し、後継の事業や、新規の事業展開のための

教訓を得る場となります。 
 ここでも、「必要性」、「有効性」、「効率性」の三つの観点から見てみましょう。 
 

（１）必要性 

 事後評価において事業の必要性を評価するということは、事業の目的とするものが有意

義であったかどうかを判断することです。 
 事後評価において事業の意義を再確認するという行為は、仮に有効性、効率性の観点か

ら当該事業が低い評価を受けたとしても、「事業目的に対して目標設定や研究開発方法、マ

ネジメントなどが適切でなかった」という問題点の特定化のために必要なことと言えます。 
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 また、事前評価の段階での状況と、事業が終了した段階での状況とを比較して、依然と

して事業の意義が失われていないのであれば、実施機関として次の施策展開を考える必要

があります。 
 
（２）有効性 

 事後評価においては、有効性の評価がもっとも重要になります。事後評価の段階で有効

性を評価するということは、事業の目標の達成度を評価することです。再び、有効性のロ

ジック展開図を見てみましょう。 
 まず、当該事業におけるアウトプットを悉皆的にリストアップすることから始めます。

このとき、事業として意図していない副次的な成果も含めます。 
 次に、それらのアウトプットが事業の目標に対して寄与しているかどうかを精査します。

ここで、事業の目標の達成状況が確認されます。 
 事業の目標の達成状況が確認されたら、事業の目的、すなわちアウトカム（意図した結

果）が実現しているか、あるいは実現しそうかについての評価を行います。 

 

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 1-18 有効性のロジック展開（事後評価） 
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（３）効率性 

 事後評価の段階ではすべてのアウトプットが出揃い、事業の目標達成度が明らかになり

ます。この段階において、はじめて社会経済的な効果について検討することが可能になり

ます。事業の目標がそのような効果に対して設定されていたとすれば、この段階において

効果の確認を必要とします。 
 しかしながら、市場導入や普及を伴うような効果の計測については、その可能性に対す

る精査が必要になります。市場関係者の意見聴取、開発された技術や試作品の引き合い等

の実績がなければ、多くの場合は絵に描いた餅となりかねません。 
 基盤技術、観測技術、計算科学技術等における開発の成果については、その後の利用計

画を明確にすることで、社会経済的効果を見積もることができます。 
 マネジメント等の評価項目に関しては、中間評価時の評価パネルからの提案を受け入れ、

改善努力をしている場合には、高く評価する必要があります。 
 
 
1.3.3.2.4  追跡評価で重視すべき評価項目 

 追跡評価では、事業終了から一定期間経過後、事業の目的が達成されているかどうかを

フォローアップすることがもっとも重要になります。ここで、事業の目的とはビジョンや

願望を含めた、「社会の新しいステージ」を意図したものです。 
 一般に、アウトカム評価では、ターゲットとする社会経済的な効果を指標のかたちで限

定し、その変化を見ることで、政策の効果を勘案します。厳密な因果関係はともかくとし

て、結果がよければ、施策として展開した各事業が意味を持っていたと考える検証の仕方

です。 
 例えば、ある技術開発プログラムの目的が、「技術開発を通じた新市場の創出と、企業競

争力の強化」といったものであった場合、プログラムに参画した企業の製品開発状況、市

場化の状況、収益の状況等の情報を収集し、プログラムに参画していない同業他社との数

値と比較するなどします。この結果によって、一定の効果が認められるようであれば、プ

ログラムは意味のあるものであったと解釈することができます。 
 科学技術の場合であれば、科学技術領域別の論文被引用度等のさまざまな指標に関する

国際ランキングをモニタリングし、わが国の科学技術政策の効果を論じることが可能です。 
 追跡評価で得られるデータはどのようなものであれ、今後の政策研究に必要なデータと

なります。 
 いかなる政策も単純に失敗だったということは断定できないでしょう。国が展開する政

策は何かしらの影響を持って、現実の社会を構成しているからです。しかしながら、どの

部分は効果的であり、どの部分では無効だったという点を整理し、次の政策につなげるよ

う、データを収集することは喫緊の課題です。「思いつき」のレベルの政策が「失敗だった」

と言われないよう、政策自体の高度化のために追跡評価は必要であると言えます。  
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1.4  研究開発評価に関わる専門人材 
 
 本節では研究開発評価に関わる専門人材（Who?）について学びます。 
 研究開発評価は単に大学の先生を呼んできて、評価パネルを構成し、審議してもらうだ

けでは成り立ちません。研究開発評価には、その役割に応じて専門的能力を発揮する高度

な人材が必要となります。 
 研究開発の評価活動に関わる人材は、その人材が担うべき評価機能により大別すると、

レビューア（reviewer）、プラクティショナー（practitioner）、アナリスト（analyst）の 3
種類に区分できます。 
 

表 1-9 評価人材の分類 

レビューア プラクティショナー アナリスト

reviewer (evaluator) practitioner analyst

評価パネルを構成し、評価対
象の質的側面を専門的観点

から明確にする。評価対象領

域の専門的人材であり、エバ

リュエータとも呼ばれる。

行政関連機関内部で評価の
実務や運営に携わり、評価運

営の実務的専門性を有する

人材。

評価対象を分析するための
高度な手法を活かし、評価対

象の実態を深く把握し、評価

作業を専門的見地から遂行

する人材。

ディシプリン内部の評価に携
わるピアレビューアと、学際的

ないし実務的内容に関する評

価 に 携わ るエ キス パー トレ

ビューアとがある。

行政一般を担ういわゆる「ジェ
ネラリスト」が、評価に係る組

織内でのOJTや外部での教

育・研修等の機会を経て評価

の実務的 専門 性を獲得 し、

「プラクティショナー」と呼ぶに

相応しい実務的評価人材に

成長する。

評価に係る「スペシャリスト」
であり、深い評価活動や経験

等の研鑽を経て、「プロフェッ

ショナル」と呼ぶに相応しい高

度な手法を駆使できるように

なる。

分　類

定　義

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

 
 本節では、特に欧州で通例的に使用されている人材分類の考え方に従って、研究開発評

価人材の役割とキャリア・パスについて解説します。 
 
 
1.4.1  レビューア 
 最初に、評価パネルを構成するレビューアについて解説します。 
 レビューアとは研究開発の質的側面に対して評価を行うことができる専門家です。多く

は、研究開発の成果が属する専門領域における専門家であり、大学等の研究者、研究機関

の研究者がその任を担います。 
 レビューアは採択評価の場合であれば、研究プロポーザルに目を通し、当該研究の新規

性、独創性等を評価します。中間・事後評価では、産み出された成果に対して専門家とし

ての評価を行います。 
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 レビューアは組織を代表する者であってはなりません。あくまでも個人が主体です。同

じ研究領域の発展、人材の育成のために社会的貢献活動の一端として、その役割を担う存

在といえます。したがって、レビューとはボランタリーベースで行われるものであるとい

う認識がレビューアと評価実施側双方に必要です。 
 また、レビューア自体の育成・蓄積については、何かしらの方法論があるわけではない、

ということも認識すべきでしょう。彼らは自分たちが属する専門領域でのプロフェッショ

ナルであって、レビュー・システムとはそうしたプロの観点からみた評価を重視するとい

う仕組みです。評価を行うための能力・見識はレビューアとなる前の段階、すなわち研究

者としてのキャリアによって育まれるものです。評価実施側ができることは、そのような

プロに対して、どのようなレビューを行って欲しいかの具体的な「依頼」をすることです。 
 
 
1.4.2  プラクティショナー 

（１）プラクティショナーとは 

 プラクティショナーとは行政関連機関（省庁、独立行政法人を含む）で研究開発評価の

実務や運営に携わり、評価運営の実務的専門性を有する人材であるのことです。典型的な

職種としては、プログラムの運営一般に携わる「プログラムオフィサー（PO）」 がこれに

該当します。（参照 コラム：プログラムオフィサー） 
 しかしながら、PO のすべてがプラクティショナーというわけではありません。行政関連

機関の内部職員は多くの場合、ゼネラリストであり、研究開発評価のための専門的人材と

呼ばれるためには知識と経験を必要とします。 
 表 1-10 は米国の州立研究機関のプログラムマネージャーの中途採用に関する募集要件で

す。プラクティショナーと呼ばれる人材の必要要件がどのようなものか参考にしてみま

しょう。 
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表 1-10 プラクティショナーの応募要件（評価マネージャーの中途採用例） 

 

出所：<http://www.monster.com/>より財団法人政策科学研究所作成 

職位 評価マネージャー（Evaluation Manager）

内容 研究開発評価ディレクターの下、機関の一つ以上の研究開発プログラムの評価を担当し 
ます。内部スタッフや外部協力者、研究開発実施者とともに、評価プランやモニタリング
システムの開発・改善を行います。 

必須条件
・社会科学、公衆の健康もしくは関連する領域における修士の学位を持つ者。
・プログラム評価の経験が３年以上あること。
・質的データかつ（もしくは）量的データの評価・分析手法に関する知識を持つ者
・質的データや量的データの分析経験を有する者。

【基本的な業務内容（責任分野）】
１．プログラム評価全般のマネジメント

a. ロジックモデルや評価プランの開発
b. データ収集ツールの開発
c. データ収集作業の調整
d. データ入力やデータ統合の管理
e. 量的・質的データの分析 
f. プログラムのモニタリングシステムの設計
g. 評価結果のフィードバックメカニズムやレポートシステムの開発
h. 評価手続きや評価方法論の一貫した適用

２．内部スタッフや外部協力者とともに、評価能力形成を支援する
a. 評価戦略やデータ収集、パフォーマンス計測に関する内部スタッフへの指導
b. 研究開発実施者に対する評価の技術的な支援を提供
c. 評価やデータ活用における能力開発の管理 
d. 内部スタッフに対し、政策決定や意思決定に評価データを活用するための指導 
e. 外部協力者との効果的な共同作業

３．評価スタッフと研究開発実施者のマネジメント
a. 評価スタッフの統括
b. 外部発注のマネジメント
c. 研究開発実施者との契約とモニタリング

４．監査と成果の普及啓発
a. 監査報告書の作成
b. 内部スタッフとの協働による出版物等の普及啓発の促進
c. 他の評価スタッフによる報告書の統括 

５．評価委員会メンバーとしての役割
a. 評価委員会への貢献
b. 機関ミッションに関するワークグループや戦略企画会議への参加 
c. 必要に応じて評価委員会と評価プランやマネジメントについて協議
d. プロポーザル開発や資金獲得業務への支援

６．望ましいスキル、知識、態度
1. 口頭ならびに文書によるコミュニケーション・スキル
2. チームワークと良好な対人関係
3. プロジェクト・マネジメントのスキルとグループの調整スキル
4. 細心の注意力 
5. 前向きな思考と自主的な働き 
6. 多種多様な業務をこなすことの出来る組織的スキル 
7. サーベイやデータ収集ツールの開発経験
8. SPSS や SAS などの主要な統計ソフトウェアを用いた分析経験
9. オフィスソフトを十分使いこなせるスキル

給与
マネージャー職：5000～6500 ドル／年
シニア・マネージャー職：6000～7500 ドル／年
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 上の例は、公衆の健康を改善するための研究開発プログラムを実施している州立研究所

のプログラムマネージャーに関する応募です。必須の要件として、公衆健康に関する修士

以上の学位を要求しているのはそのためです。一方で、公衆健康のような社会的インパク

トを評価するためには、社会科学の知識が不可欠です。したがって、社会科学の修士以上

の学位がまず第一に要求されています。 
 また、データ分析に関する知識と経験も要求されています。この州立研究所では、内部

スタッフ以外に外部の協力者と連携して評価業務を遂行していますが、データ分析を自前

でやるにせよ、外注するにせよ、データ収集、データ分析の方法論についての知識が必要

不可欠であることを示しています。これらの知識を教育・指導することも業務のうちに含

まれています。 
 当然のことながら、組織的業務を営むためのさまざまなコミュニケーションスキルも重

視されます。したがって、ある程度の経験を積んだ人材でなければ、プログラムマネー

ジャーは務まりません。必須条件にプログラム評価に３年以上従事した経験が盛り込まれ

ているのは、最低でもそのくらいの習熟期間を必要としている業務内容であるためです。 
 

（２）プラクティショナーのキャリア・パス 

 科学技術政策の先進諸国において、一般的にプラクティショナーと呼ばれる評価専門人

材はさまざまなバックグラウンドを持ちつつも、評価論に関する学習の機会を獲得し、評

価マネジメントに携わっています。学習の機会がどのようなものであるかについては、研

究開発マネジメントの発達に併せて変遷してきました。例えば、スウェーデンの研究開発

資金配分機関である VINNOVA（スウェーデン・イノベーションシステム庁）の評価部門

（実質的な戦略形成部門）は分析能力を備えた高度人材が集積していますが、彼らのキャ

リア・パスは世代によって異なっています（図 1-19 参照）。 
 VINNOVA のシニアクラスのマネージャー（もしくはディレクタークラス）は研究開発

評価の創世記から歩んできた世代と言えます。技術者・研究者としてのキャリアから、オ

ンザジョブトレーニング（OJT）等によって、試行錯誤を繰り返しながら評価専門人材と

してのキャリアへ転換を図りました。この世代の蓄積が、後に高等教育機関の専門コース

の土台となっています。 
 ミドルクラスのマネージャーは、ある時期に職場を離れ、高等教育機関の専門コースで

再学習し、評価専門人材としてのキャリア転換を図っています。専門コースでは、研究開

発マネジメント、経営学、経済学などの主に社会科学関連の修士以上の知識を習得してい

ます。 
 もっとも若手のマネージャーもしくはスタッフは、最初から社会科学関連の大学院を修

了し、専門職として採用されています。彼らの課題は、科学技術に関するバックグラウン

ドがないために関連する分野に関する知識を OJT で学ばなければならないことですが、研

究開発評価やマネジメントについての専門性は最初から身に付けています。 
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 OJTによる転換

プロセス

技術者・研究者としてのキャリア

評価専門人材としてのキャリア

高等教育機関の専門コースで
の再学習による転換プロセス

技術者・研究者としてのキャリア

評価専門人材としてのキャリア

最初から高等教育機関の専門コースで学習

評価専門人材としてのキャリア

最初から高等教育機関の専門コースで学習

評価専門人材としてのキャリア

第１世代

第２世代

第３世代

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 1-19 VINNOVA におけるプラクティショナーのキャリア形成パターン 

 
 また、学習の機会として現在でも非常に有益とされているのは、各国のプラクティショ

ナーが集う研究開発評価や科学技術政策（あるいはイノベーション政策）に関する国際会

議への出席と、そうした場における情報交換です。欧州やアメリカを中心に、このような

国際会議が年複数回開催されているため、人々は積極的に参加し、研究開発評価のネット

ワーク作りを行っています。 
 我が国においても、総合科学技術会議で評価専門人材の育成と蓄積が急務であることが

議論されました（「平成 16年度の科学技術に関する予算、人材等の資源配分の基本的方針」）。

研究開発評価を効果的を推進するためには評価を含めた研究開発マネジメントを担当する

専門人材の育成こそが重視されなければなりません。マネジメントに関する知識や経験は

外部から人を調達すればよいというものではなく、組織内部で自前で蓄積しなければ定着

しません。このような観点からすると、大学の研究者を PO として一定期間出向させるよう

な評価制度では、研究開発評価がおぼつかないだけでなく、地に足の着いた戦略形成もま

まならない状況が今後も続くと言わざるを得ません。 
 本テキストはプラクティショナーの入り口を示すための手引きとお考え下さい。 
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コラム：プログラムオフィサー 

プログラムオフィサー（PO）とはプログラムの運用に携わる者という意味です。PO の職

階が、プログラム・ディレクター（PD）とプログラムマネージャー（PM）です。 

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料  

図 1-20 プログラムオフィサー 

 

 PD は当該プログラムの責任者です。科学技術政策の先進諸国では通常、プログラム内部

に関わる予算執行等の決裁権限や PM の人事権を有しています。 

 PM は実務を遂行する専門職です。プログラム内で遂行されるプロジェクトの企画、公募、

採択、モニタリング、評価等の運用に携わります。 

 この他に業務を補佐するスタッフを含め、プログラム運営の人材を PO と総称します。 

 「競争的研究資金制度改革について」(平成 15 年 4 月 21 日総合科学技術会議)を踏まえて、

2004 年度に導入された我が国での PD・PO の呼称には、定義上の混乱があったと言えます。 

 また、我が国では政策のプログラム化が進んでいないこともあって、PD、PO の名称を

外部からプログラム運営のために招聘された者のみに当初用いられていました。その後、

PM に内部職員を充てるケースも出てきていますが、人事ローテーションのサイクルが早い

ため、評価の実務的経験を組織的なナレッジとして蓄積することの困難性が指摘されてい

ます。 

 例えば米国 NSF（National Science Foundation）では常時 600 人の PM が在籍してい

ますが、４割は１～３年の期限付きの大学研究者等からなる出向職員、６割がパーマネン

トの職員で構成されています。持続的、発展的なプログラム・マネジメントが実施される

ためには、内部職員からなる PM の集積が不可欠であると言えます。 
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1.4.3  アナリスト 
 アナリストとは、研究開発評価の対象となるさまざまな事象を、専門的なツールを用い

て分析することができる人材を言います。ある手法や技能についての専門性を有するだけ

でしたら、大学や研究機関の研究者もアナリストと呼べるかもしれませんが、研究開発評

価の戦略、目的、枠組みの中で評価手法を位置づけ、全体を俯瞰しつつ分析もできるとい

う点で、より職業的能力を発揮する人材がイメージとなります。具体的には、研究開発評

価を専門とする高等教育機関の研究者や公的機関の戦略形成部門の専門家、シンクタンク

の専門家などが相当します。 
 アナリストはプログラム評価やナショナル・プロジェクトの評価に貢献します。研究開

発のインパクトを分析の対象とすることが多いため、社会科学関連のバックグラウンド（経

済学、経営学、社会学等の PhD）を持った人材が主流です。彼らの駆使する分析手法は高

度にシステマティックであり、データ収集、データ分析、システム分析などに関する知識

が要求されます。また、評価の方法論だけではなく、政策措置（policy instrument）や科

学技術の知識についても造詣がなくては研究開発評価を分析面から担うことはできません。 
 アナリストは、一定の専門性を身に付けた上で研究開発評価の支援を行うため、その育

成方法は OJT によるものが主流となっています。 
 経験を積んだアナリストは「プロフェッショナル」と呼ばれます。 
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1.5  研究開発評価の方法論 
 
 本節では研究開発評価の方法論（How）についての概要を学びます。はじめに研究開発

評価の方法論の概要を把握し、次に効果計測の考え方や指標の見方について解説します。

さらに、研究開発の質に関わる評価方法として一般的なレビュー法の基本について解説し

ます。 
 
1.5.1  方法論の一般論 
1.5.1.1  調査＝分析＝評価のための方法論 

 研究開発評価を実施するためには、評価対象に関する情報やデータをまず収集し、これ

らを分析した上で、評価の俎上に載せる必要があります。正しい分析のためには綿密な調

査が必要であり、正確な評価のためには正しい分析が必要であるという意味で、これらの

プロセスは互いに密接に関係しています。しかしながら、このプロセスは機能としては独

立であり、研究開発評価の業務プロセスを考えた場合には区別しなければなりません。 

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 1-21 研究開発評価のプロセス 

 
 特に、研究開発に伴って得られる情報やデータのみに依拠し、評価の目的を構造化して

専門的な分析することをせず、レビューアに諮るような評価の仕方を「単純評価」と呼び

ます。我が国の例で言えば、科学技術研究費補助金（科研費）の個別課題に対する評価が

この方法であると言えます。 
 一方、単純評価で使用される情報やデータ以外に幅広く情報を収集し、評価の専門家（ア

ナリスト）がその専門性を発揮して分析を加え、その結果を下にレビューアに諮るような

評価の仕方を「複合評価」と呼びます。評価対象である研究開発プロジェクトやプログラ

ムが実施機関側の何かしらの政策目的やミッションに基づいて行われる場合には、効果計

測・分析のプロセスが必要になりますので、複合評価でなければ評価したことにはなりま

せん。 
 表 1-11 は調査＝分析＝評価のための方法論を体系的に示したものです。 
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表 1-11 研究科発評価の方法論 

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

 
 調査法には評価対象に関連する情報の質的側面に関する情報収集と、量的側面に関する

データ収集とがあります。情報収集として一般的なものが関係者に対するインタビュー調

査や、評価対象の関連分野における専門家へのヒアリング調査、アンケート調査などがあ

ります。また、同様の研究開発に関する国内外の事例調査、文献調査なども含まれます。

評価対象の目的が社会的インパクトや経済効果にある場合には、顧客調査（市場調査）や

社会調査が必要になるでしょう。 
 データ収集では、評価対象に関連する既往の公式統計や調査報告等に掲載されている

データにあたることが必要になります。データが存在しない場合にはデータ化するための

作業が必要になります。関係者に対するアンケート調査、マネジメント側が保持している

申請・管理のデータ、文献情報からのテキストマイニング、データマイニングなどを実施

し、望ましいデータを探索することになります。 
 データ収集に関して、特に対象の質的側面に対して何らかの測定基準を設け、その基準

に照らし合わせて測定し、データ化する手法を「メジャメント（measurement）」と呼びま

す。 
 分析法の多くは、評価対象についての仮説検証を行うためのツールです。特に、既に測

定されている統計データや数量データを加工し、評価対象の評価項目の内容を表すように

分析結果を示したり、評価項目との関係性を裏付けるようなデータを得るような定量的分

析手法のことを総称して「メトリクス（metrics）」といいます。メトリクスの多くは統計的

手法を用いるため、データサンプルが多くなければならないので、一般的には経年的、も

しくはプログラムのように複数のプロジェクトに横断的な分析において使用されます。 
 表中のケース分析は事例比較から傾向を抽出する定性的な分析法です。コンテント分析
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はテキストマイニングの結果から統計的推論を用いて構成概念の枠組み作りを行います。

計量文献分析（ビブリオメトリクス）は学術論文などを対象に成果の利用度指標を作成す

るのに用いられます。計量技術分析（テクノメトリクス）は特許データを対象に分析を行

います。計量経済分析（エコノメトリクス）はコストデータや売上、社会費用などの経済

データを分析の対象にする諸手法の総称です。計量社会分析（ソシオメトリクス）は社会

的影響に関する指標化のツールです。これらの複合的な利用と発展的な分析方法に、各種

多変量解析やシステム分析を組み合わせることになります。 
 メジャメントやメトリクスを活用するためには高度な専門知識を必要とするため、個別

手法に精通したアナリストが分析の任を担います。 
 評価法にもさまざまな手法がありますが、これらのどれを採用するかという問題は、最

終的な評価をどのようなかたちで行うか、という問題に置き換えることができます。一般

的には、評価パネルを構成し、そこでさまざまな情報、データ、分析結果を勘案し、評価

対象に総合的な評点をつけることになるでしょう。その意味では、表に挙げた定量的評価

の手法群は分析法に含まれるかもしれません。 
 研究開発評価においてもっとも重要な評価法はレビュー法、パネル法です。科学技術の

質的に深い側面を捉えるためには、ピアもしくはエキスパートの専門的知見による方法し

かありません。ただし、その運営は非常にデリケートであり、高度なマネジメントが要求

されます（第２章参考）。 
 評点法（scoring）は本来定性的な評価内容を評定区分に照らし合わせて採点する方法で

す。ここで注意しなければならないことは、評点（score）それ自体は絶対的な意味を持つ

数値ではないということです。これは、あるパネルの評点と別のパネルの評点を単純に足

して２で割ることに意味がないことを考えれば自明でしょう。評点法の導入は、評価結果

を明晰に示すことができるという点で望ましいものではありますが、評点そのものが重要

なのではなく、なぜそのような評点がついたのかという理由（コメント）を明らかにする

ことが重要であると理解して下さい。 
 定量的評価のうち、指標法は評価対象に関するさまざまな定量的表現を正規化し、指標

（indicator）を作成して他の評価対象と比較する方法です。単一のデータから指標を作成

する場合を単一指標、複数のデータを組み合わせて指標を作成する場合を複合指標といい

ます。 
 比較評価法は評価対象のパフォーマンスを相対的に評価する方法です。代替案がない場

合には、評価対象の対前年比や前後比較、あるいは対計画年比をとります。プロジェクト

やプログラムの関与が及ばなかったグループと比較して、評価対象のパフォーマンスを検

証するコントロールグループ・アプローチや、プロジェクトやプログラムがなかった場合

を想定して、それをベースラインとした時と比べてパフォーマンスがあったかどうかを実

証的に検証する非実施仮説比があります。 
 ランキングはある指標に関して、評価対象群を上位から並べて比較する方法です。ベン
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チマーキングはひとことで言うと「それまでのベスト」と比較してどうかを見るという評

価方法です。実験結果に関するチャンピオンデータなどのベストプラクティスを参照し、

評価対象の優秀性を判断するのに用いられます。ポートフォリオは評価対象について、２

つ以上の指標を用いて評価座標軸を作成し、評価対象群の偏りを見るための手法です。 
 
 
1.5.1.2  定性的評価と定量的評価 

 先の表に示した調査法、分析法、評価法においては定性的な情報を扱う手法と定量的な

情報を扱う手法とがあります。 
 評価に関わる誤解の一つに、「定量的評価＝客観的」、「定性的評価＝主観的」という考え

方が根強くあります。定量的手法は一般的に結果の明晰性が高く、情報伝達の際の任意性

が低いという面がありますが、反面、評価対象のある局面のみを限定的に切り取って数量

化しているという特徴があります。 
 定性的手法は結果の表現を主に文章による叙述に頼ることになりますが、事象の本質を

捉えることに関してはむしろ適切な場合の方が多いと言えます。 
 例えば、ワインの解説をする際に、ワインの甘辛度、酸味度、タン

ニン含有量、アルコール度等を指標化したところで、本当にそのワイ

ンが美味しいかどうかの判断材料にはなりません。むしろ、「ブラック

ベリーやプラム、カシスといった熟したフルーツの風味が・・・。」と

いうような表現にこそ、飲む人の嗜好を判断させるための本質的な内

容が含まれていると言えるでしょう。 
 
 通常、研究開発評価の俎上に上がるものは、 
・先行的事例に乏しく、比較不可能な事象を扱うケースが多い 
・一般化が困難で、マネジメントなどの経験的・学習的要素が多い 
・因果関係が明らかでなく、先行指標を得ることが難しい（妥当でない） 
というような問題を含む対象であることがほとんどです。 
 特に研究開発評価では、成果の質に関わる評価をピアレビューアやエキスパートレ

ビューアに委ねることになります。レビューアは彼らの知識や経験を総動員してコメント

を作成します。 
 したがって、「定性的評価だから主観的であり、客観性に欠ける（＝信頼性が低い）」と

いうことにはなりません。 
 むしろ定性的評価において重要なことは、「どのような文脈で語られているか？」という

ことです。歴史認識、比較対象、課題の喫緊性などが背景にあった上で、本質的な意味づ

けが行われることになります。  
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1.5.2  定量的評価法の基本 
1.5.2.1  比較考量の基本的な考え方 

 ある研究開発のパフォーマンスを定量的に示すためには、比較の視点が絶対に必要にな

ります。代替案（alternatives）が始めから存在していれば、比較は簡単でしょう。しかし

ながら、研究開発はプロセスの革新であれ、改良であれ、基本的に「これまでにない」モ

ノを作り上げる行為に他なりません。そのため、比較考量をどこに求めるかが大変重要に

なります。 
 研究開発評価においてパフォーマンスを比較する場合の基本的な考え方を以下にまとめ

ました。 
 

（１）チャンピオンデータ 

 研究開発のアウトプットの性能等を比較する際に、もっとも直感的で分かりやすい方法

は、当該分野のチャンピオンデータと比較するというものです。通常は、これまで世界一

だったスコアを大きく更新したという場合にこの方法が用いられます。 
 図 1-21 は地球シミュレータの演算性能を比較した図です。地球シミュレータがそれまで

世界最速であった米国のスーパーコンピュータ ASCI-White を実効性能で５倍も引き離し

た事実をもっとも雄弁に物語っています。 
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   出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 1-22 チャンピオンデータとの比較の例（地球シミュレータの演算性能） 

 
 また、世界一の更新でなくても、性能に関わる数値を費用対効果の指標として示すこと

で、コストパフォーマンスをチャンピオンデータと比較することもできます。 
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 他に比較可能な対象がある場合には、まずは性能指標等に関して直接比較を行うことが

原則であると言えます。 
 

（２）前後比較（"Before-After" comparison) 

 ある研究開発を実施する前と後とで、ターゲットにしている指標がどのように変化した

かを見る比較の方法です。例えば、ある技術開発プログラムに参加した企業の製品技術が、

プログラムに参加する前とした後で比較して、大幅に向上しているような場合に、それを

当該プログラムのパフォーマンスとして示す考え方です。 
 

1t 2t
t
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1P

 

   出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 1-23 前後比較の考え方 

 
 しかし、前後比較は当該技術分野に実績を有する企業がプログラムに参加している場合

などには、プログラムのパフォーマンスとしての因果関係を保証する比較の仕方ではあり

ません。その企業が元々行っていた研究開発の蓄積分や継続努力が結びついて性能を上昇

させている部分と、当該プログラムによって研究開発が加速された部分とを切り分けて考

えないと、本来のプログラムのパフォーマンスを示したことにはならないからです。 
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（３）非実施仮説("With-Without" comparison) 

 前後比較が観測される性能指標のある一定期間内の向上分を示しているのに対して、非

実施仮説による比較考量は、当該プログラムの「真の貢献」部分を示します。 
 先ほどと同じ例で考えてみましょう。技術開発プログラムに参加している企業は、当該

技術分野における研究開発の蓄積があり、ある時期から国が実施しているプログラムに

よって研究開発資金を助成してもらい、研究開発を実施したとします。 
 ここで、当該技術開発プログラムの寄与度はどのように考えたらよいでしょうか。もし、

その企業が技術開発プログラムに参加せず、自前で研究開発を継続したとしたら、製品の

性能指標はどのように推移していたでしょうか。これを推計するための基本的な考え方が

「非実施仮説」です。図 1-24 を用いて非実施仮説によるパフォーマンスの計測方法を解説

します。 
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   出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 1-24 非実施仮説の考え方 

 
 仮にそれまでの性能指標のトレンドがデータから得られたとしましょう。この時、企業

が自前で研究開発した場合の達成したであろう性能指標の値は P*2 になります。一方、観

測された性能指標の値は P2 です。P*2 と P2 の差は、技術開発プログラムに参加したこと

で、当該企業の研究開発が加速された部分と解釈できます。つまり、この差を技術開発プ

ログラムのパフォーマンスとして示すことができます。 
 非実施仮説による比較考量は、継続性のある事象の評価では不可欠です。「もし、研究開

発プログラムに参加していなかったら（Without）」という状況を、BAU （Business As 
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Usual)ケースと呼びます。BAU で推計される指標と、「プログラムに参加した場合（With）」
の現実の指標との差が、非実施仮説における比較考量となります。 
 

（４）コントロールグループ・アプローチ 

 非実施仮説では、文字通り実施しなかった場合を想定することで比較考量としています

が、実施しない場合を現実のサンプルに求めることもできます。この比較考量の求め方を

コントロールグループ・アプローチと呼びます。このもっとも代表的な例が、新薬の治験

（臨床試験）で行われる「比較試験」です。 
 新薬の治験では、プラセボ（偽薬）を用いて薬理効果を検証します。 新薬を投与する患

者のグループと、全く治療効果が無い「プラセボ」を投与する患者のグループ（プラセボ

群）に分けて、それ以外は全く同じ条件で治験を実施し、それによる臨床データを測定し、

両者のデータを比較して治療効果を確かめます。プラセボは新薬と見た目も味までも同じ

に製剤されているので、患者はもちろんのこと、投与する側の医師ですら区別することが

できません。偽薬の投与によっても症状が改善してしまうというプラシーボ効果すらも

データのバイアスとして考慮した非常に厳密な比較試験です。 

 

   出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 1-25 コントロールグループ・アプローチの考え方（例：新薬の比較試験） 

 
 このとき、新薬を投与されたグループは対象群（コントロールグループ）と呼ばれ、プ

ラセボを投与されたグループは非対象群と呼ばれます。対象群と非対象群との間に統計的

な明確な差異が認められたとき、新薬の薬理効果が実証されるのです。 
 研究開発評価においてコントロールグループ・アプローチを使用する場面はサンプルを

多く必要とするプログラムレベルでの評価に限定されると考えられます。例えば、プログ

ラムに参加した企業と参加していない企業との間にどのようなパフォーマンスの差異が

あったかを追跡調査等で明らかにするような場合が相当します。 
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1.5.2.2  数値データはどのように扱うべきか 

 私たちは普段気にすることなく、数値化されたものをデータと呼んでいます。しかし、

データには種類があり、それらを理解しなければ誤った活用をしてしまうことになります。

まずはデータの種類を学びましょう。 
 データには大きく分けて質的データと量的データとがあります。質的データは数値で

あっても四則演算が適用できないデータのことです。それに対して量的データは四則演算

が可能なものといえます。 
 

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 1-26 データの種類 

 
 質的データはさらに名義尺度（nominal scale）と順序尺度（ordinal scale）に分かれま

す。名義尺度とは、カテゴリーの分類に使用されるデータのことで、その数値の順序、大

きさには全く意味のない情報のことです。データベースのコード番号なども名義尺度の一

つです。順序尺度とは大小関係や順位の相対的な比較に用いられる判定条件に対応した

データです。研究開発評価における評点は順序尺度になります。順序尺度は数値の値その

ものに意味があるわけではないので、平均値を取ることができません。しかしながら、最

頻値（mode）や中央値（median）を取ることで代表性を表現することが可能です。 
 量的データも間隔尺度（interval scale）と比例尺度（ratio scale）に分かれます。間隔尺

度は距離尺度とも呼ばれますが、数値の差にのみ意味があるデータです。もっとも一般的

なのは例えば 0～1 の範囲で正規化された指標です。つまり、パーセンテージ（％）で示さ

れるデータです。間隔尺度では数値の相対的な距離を定めているだけですので、比を取る

ことができません。「＋4 ポイント」という表現はできても、「3％上昇」という表現はでき

ません。 
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 量的データのうち、比例尺度になってはじめて、四則演算の全てが適用できます。比例

尺度のデータとは絶対的な値を持つデータのことです。つまり、比が定義できる絶対零点

を持つデータです。 
 

表 1-12 データの４分類 

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

 さて、データの種類について理解が深まったところで、研究開発評価における数値デー

タ活用の例を見てみましょう。 
 

（１）評点の場合 

 研究開発評価の評点について考えてみましょう。ここでは、新エネルギー・産業技術総

合開発機構における評点法の適用例を見てみましょう。この場合の評点と評定区分の定義

は以下のようになっています。 
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表 1-13 新エネルギー・産業技術総合開発機構の評定区分 

・非常に重要 →A
・重要 →B (1) NEDO、産総研の事業としての妥当性
・概ね妥当 →C [ a b c d ]
・妥当性がない、又は失われた →D (2) 事業目的の妥当性 [ a b c d ]

・非常によい →A (1) 研究開発目標の妥当性 [ a b c d ]
・よい →B (2) 研究開発計画の妥当性 [ a b c d ]
・概ね適切 →C (3) 研究開発実施者の事業体制の妥当性
・適切とはいえない →D [ a b c d ]

(4) 情勢変化への対応等 [ a b c d ]

・非常によい →A (1) 目標の達成度 [ a b c d ]
・よい →B (2) 成果の意義 [ a b c d ]
・概ね妥当 →C (3) 特許の取得 [ a b c d ]
・妥当とはいえない →D (4) 論文発表・成果の普及 [ a b c d ]

(5) 標準化（産総研担当分） [ a b c d ]

・明確に実現可能なプランあり →A
・実現可能なプランあり →B (1) 成果の実用可能性 [ a b c d ]
・概ね実現可能なプランあり →C (2) 波及効果 [ a b c d ]
・見通しが不明 →D (3) 事業化までのシナリオ [ a b c d ]

考慮事項（参考）
４．実用化・事業化の見通しについて

考慮事項（参考）

考慮事項（参考）

考慮事項（参考）

判定基準
１．事業の位置づけ・必要性について

２．研究開発マネジメントについて

３．研究開発成果について

 

出所：新エネルギー・産業技術総合開発機構作成資料 

 上の評定区分に従って、評価委員会の各委員が評点を付けます。その結果が下のような

図で開示されています。 

 

出所：新エネルギー・産業技術総合開発機構作成資料 

図 1-27 新エネルギー・産業技術総合開発機構の評定結果の例 
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 このような結果を得るためには、前提条件として、順序尺度である評点に対して間隔尺

度を適用しているという点が指摘できます。つまり、評点 A と B の差は C と D の差に等し

いという解釈を前提としています。また、個人の評点の差についても、個人間で互いに等

しいという解釈を前提としています。 
 評価結果を明示的に表すにはこのような表現方法もやむを得ないと思われます。しかし

ながら、より重要なことは、このような評価結果を得るに至る評価委員会でのマネジメン

トの在り方となります。本来、個人の順序尺度である評点を、評価委員会共通の間隔尺度

として用いるためには、評点を導くための評定区分に対する理解が委員会で共有される必

要があります。評定区分に対して解釈の個人差が大きく生じないように、評価シートが設

計されていなければなりません。 
 また、こうした評点を示すとしても、各委員の評点（素点）がどのような分布になって

いるかを補助的に示すことが大切になります。平均値だけを見た場合、分布が平均値の周

辺に集まっている場合と、極端に評点が割れている場合との違いが判別できないからです。 
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出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 1-28 平均値が同じでも分布が異なるパターンの例 

 

表 1-14 経済産業省の技術評価結果（３点満点）の例 

 

出所：経済産業省平成 18 年度技術評価報告書より抜粋 
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 したがって、NEDO 技術開発機構の例のように、各評価委員の素点を示すか、経済産業

省の実施している研究開発プロジェクトの技術評価のように、平均点の他に標準偏差（値

が大きいほど評点が割れている目安になります）を示すなどの工夫が必要となります。 
 

（２）費用便益比の場合 

 研究開発評価において、費用便益比を計算することは極めて難しいと言えます。事業終

了直後では研究開発投資の効果が出現していることはほとんど希だからです。また、さま

ざまな効果を金額換算する方法も用意されてはいますが、一律に適用できるような換算値

は存在しません。しかし、何らかの予測を立て、かつ高度な金額換算手法を用いて便益が

計算できたとすれば、研究開発投資費用に対する便益比が計算できます。 
 問題は、このような比率の持つ数値的意味です。費用便益比は当該プロジェクトの経済

性効率（パフォーマンス）を見ているだけであって、利益の大きさを見るものではありま

せん。また、分子と分母がそれぞれ独立に計算されているものを対比した複合指標である

ため、他のプロジェクトとの比較において絶対基準を持ちません。したがって、非常に高

度な計算を行い、定量的分析を厳密に行っているように見えても、比較の観点からは、費

用便益比は間隔尺度と同じと言えます。 
 つまり、プロジェクトが経済効率的（この言葉の意味も本来は深く考える必要がありま

すが）に実施されたかどうかについて、他のプロジェクトとの相対的な比較の観点なしに

「大変効率的に実施された」、「ある程度効率的に実施された」、「効率的に実施されたとは

言い難い」というような評定区分を客観的に数値化したということと同じ意味合いしか持

ちません。 
 費用便益比を比較可能な数値として意味づけるためには、「投資の機会費用」という考え

方が不可欠です。つまり、投資の一部を金融機関からの借り入れで賄う場合、かつ、事業

に財務的収入が事業の想定している計画年限に見込める場合においてのみ意味を持ちます。

なぜならば、この場合、費用便益比（あるいは内部収益率）が大きいほど、投資の回収期

間が短い、つまり収益を生みやすいという説明になるからです。ですから、民間の研究開

発投資のために試算することには一定の意味があります。 
 翻って、国が行う研究開発投資においてすべからく費用便益比を計算する意味がどこま

であるでしょうか。個別の研究開発プロジェクトの目的にもよりますが、おそらくは計算

する労力が大きいだけで、実務的な意味合いからは全くないと言っても過言ではないで

しょう。あるとすれば、事業管理主体の財務当局へのエクスキューズか、財務当局自身の

国民へのエクスキューズという意味合いしか残らないでしょう。そうした数値が保証する

ものは、「お金を無駄に使ったわけではない」という意味であって、「どれほど役に立った

か」を明らかにしていないからです。 
 心ある経済学者は費用便益分析よりも費用効果分析を推奨しています。費用効果分析で

は、効果に相当する数値を物理量であらわすため、単純に何に役に立ったかを明らかにし
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やすいからです。例えば、温暖化対策のための研究開発投資であれば、成果がもたらす CO2
削減量１トンに対する投資額が明確になります。3,000 円／t-CO2 という数値であれば、他

の研究開発プロジェクトとその効果を比較することができるからです。この場合の数値は

比例尺度である言えます。 
  
 
1.5.3  研究開発の「質」に関わる評価法 
 一般的に、研究開発の「質」を評価するためのもっとも有効な方法はピア、エキスパー

トによるレビューです。我が国の研究開発評価の制度は、早くから外部の専門家、有識者

等による評価を導入し、評価委員会や評価分科会などの評価パネルが研究開発評価の主軸

を担ってきました。 
 しかしながら、レビュー評価法は研究開発の、とりわけ成果の「質」については有効な

評価方法ですが、その他の評価項目に関して万能に機能するわけではありません。また、

その「質」に関しても、ある単独のディシプリン内の評価で済むものから、学際的な評価

が必要な場合、社会経済的影響が大きいものについては、関係者の意見が反映されなけれ

ばならないものまで、さまざまです。 
 つまり、学識経験者や有識者と呼ばれる方々を単純に配置すれば良いのではなく、評価

対象の特性に応じてレビューの仕方やレビューアの構成を考えなければなりません。また、

評価パネルを設置し、委員長を任命したら自動的に審議と評価が行われるのではなく、パ

ネルの運営も重要な仕事になります。 
 ここでは、原則論としての評価パネルの在り方を考えてみましょう。 
 
1.5.3.1  評価対象に応じたレビューの仕組み 

 評価対象である研究開発事業の目的に応じて、構成されるレビューアのタイプが異なり

ます。 
 一般に、レビューアのタイプにはピア（Peer）とエキスパート（Expert）があります。

ピアの原義は、「仲間内、同業者」という意味です。研究開発評価においてのピアレビュー

の意味は、あるディシプリン（学問の一分野）内における専門的知識を持った研究者仲間

内での評価ということになります。 
 一方、エキスパートは「有識者」と言えば良いでしょうか。単一のディシプリンだけで

なく、複数の学問分野、あるいは技術領域、法制度、経営、マーケティング等に関する幅

広い知識を持ち、研究開発の成果に対して複眼的なものの見方ができる人材が相当します。

これを担うのは研究者だけでなく、実業家、専門家、行政職等の人材であり、これらの人々

が研究開発事業等の目的に応じて配置されます。 
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表 1-15 ピアとエキスパートの適用区分 

科学技術的価値
の側面を重視

社会経済的価値
の側面を重視

単一ディシプリン
・ピアレビュー
・ピアパネル

複合的ディシプリン
・エキスパートレビュー
・エキスパートパネル

・エキスパートレビュー
・エキスパートパネル
・エキスパートボード

※ディシプリン（Discipline）の原義は「しつけ」。学問領域毎に専門的知識を
見つける「しつけ」や「訓練方法」が異なるため、それらが機能する「特定の
研究領域」の意味に用いられるようになった。  

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

 上の表 1-15 はピアとエキスパートの適用区分についてまとめたものです。研究開発成果

の科学技術的価値を重視した評価を行うことを前提に考えてみましょう。単一ディシプリ

ンの場合でしたら、研究開発の成果は当該分野の研究者内でのレビューをもとに評価を行

うことしかできません。一方、複合的ディシプリンの場合、さまざまな領域の専門家が集

い、お互いの評価について話し合うことが重要になります。学際的領域や新領域について

は、異なるディシプリンの専門家が集い、各々評価を行うにせよ、パネル・リーダーはそ

れらの言い分に理解のある、幅広い見識を持った人材（エキスパート）でなければなりま

せん。 
 また、社会経済的価値の側面を重視した評価を行う時には、単一ディシプリンのピアレ

ビューは原則として意味を持ちません。社会経済的価値そのものが、さまざまな学問分野

の関心領域だからです。むしろ、ここで問題となるのは、より評価の難しい、社会的イン

パクトが大きいと考えられる事業やプログラムの評価において、専門家の判断だけによら

ない評価の枠組みが新たに必要となる点です。表中、エキスパートボードとあるのは、評

価に最終的な責任を負うことの出来る、意思決定者により近い存在の有識者の集まりです。 
 エキスパートによるレビューでは、パネル構成やレビューアの選出方法がマネジメント

の重要な点になります。これについては、次の章で詳細に見ていくことにします。 
 
1.5.3.2  パネル運営 

 レビューアを一堂に会し、レビューアからなる委員会（パネル）を組織し、民主的なプ

ロセスに従って評価を行う方法をパネル評価と言います。 
 評価パネル方式では、異なる専門家の意見を聞くことが前提ですので、もっぱら学際的

研究か、新領域の研究、もしくはミッション型の研究開発が評価対象となります。つまり、

評価パネル方式では少なくともエキスパートが参画することが前提となります。 
 ここでは評価パネルの運営の原則を学びましょう。以下の図 1-29 の流れでは、次のよう

なアクターが登場します。 
 評価委員会は、評価パネル（パネルリーダーを含む）と、評価事務局、そして評価され
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る側である、被評価者（研究開発実施者ならびに事業推進者）から構成されます。 
 評価パネルは評価事務局から示される評価項目・評価基準に従ってプロジェクトの評価

を行います。そのために必要な情報やデータ、場合によってはヒアリングや現地見学等か

ら得られた情報を下に評価を行います。評価事務局は評価パネルの選定、委員会招集のロ

ジスティクス、評価項目・評価基準の作成を行います。また、被評価者に対しては評価方

針の事前説明や、評価結果の通知を行います。被評価者は、評価に先立ち、事業の成果報

告書を提出し、さらに評価が公正に行われるように評価委員会に対して評価に必要なデー

タの提供を行ったり、評価理由に異議がある場合の申し立てを行うことができます。 

評価パネル

評価事務局 被評価者

委員の選定

評価委員会の招集

評価方針，評価内容
の説明

評価方針，評価内容
の説明

評価結果の公表

成果報告書等の提出

評価に必要なデータ
の提供

評価結果に対する意
義申し立て評価に必要な

調査・分析等の
要請

意見聴取・現地
見学等

評価に必要な
データの要請

パネルリーダー

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 1-29 評価委員会のアクター 

 
 

（１）レビューアの選定 

 評価パネルのレビューアを選定します。評価対象の科学技術領域や社会経済領域にした

がって、学識経験者、民間の技術者、その他のステークホルダーを選定します。 
 その他のステークホルダーとしては、より広い見知から意見のできる科学ジャーナリス

トや技術開発であれば関連技術領域の企業人等が相当します。 
 この中で、専門領域を別にして、評価経験の有無からおおよそのレビューアの構成を考

えます。例えば、７人のレビューアを選定するとしたら、５人程度は評価経験がある人材、

２人程度は初めて評価を担当する人材というように配置します。 
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 これには、レビューア自身も評価経験を積むことで、より有効なレビューを行うことが

できるという理由と、レビューアのパイを増やして、研究開発評価のレビュー人材の厚み

を増す必要があるからです。 
 新人のレビューアは、過去の評価対象から優秀な評価を受けた研究者等や、他の有識者

からの紹介というかたちで発掘することができます。 
 

（２）パネルリーダーの選出 

 評価事務局としては、選定したレビューアの中から、評価経験の豊富で、かつ、幅広い

知見を有した人材（エキスパート）に対して予めパネルリーダーの任を担ってもらうよう、

依頼をする必要があります。そして、第１回目の評価委員会において、他のレビューア全

員から承認を受けるかたちでパネルリーダーを正式に選出することが望ましいでしょう。 
 パネルリーダーはさまざまな意見に耳を傾け、議論の方向性が評価の観点とずれている

ようであればこれを修正するなどのファシリテーターの役割があります。また、最終的な

評価がレビューアの中で割れてしまった場合には、パネルリーダーの権限で評点を決定す

るなど、他のレビューアに対して、評価パネルをコントロールする立場にもあります。 
 したがって、民主的な手続きを踏まえて選出されることが原則として必要です。 
 

（３）評価方針等の説明 

 第１回目の評価委員会において評価事務局からレビューアに対し、どのような評価を

行って欲しいのかについてのレクチャーをする必要があります。ここで、評価事務局とし

て評価方針の説明、評価対象に関する評価項目・評価基準を記した評価シートの説明を行

います。 
 評価シートに対する委員からの疑問、修正要望等があれば、この段階で修正し、評価委

員会において共通の理解を得る必要があります。 
 

（４）評価対象の説明と情報・データの確認 

 第１回目以降の評価委員会で、評価対象の説明を被評価者が行います。研究開発事業で

あれば、事業推進者が施策担当者の立場から説明をし、研究開発実施者が活動の内容、成

果の内容についてデータを踏まえ説明します。 
 評価パネルは評価項目や評価基準に照らして、判断に必要なデータに不足があれば、被

評価者にデータや情報の提供を求めます。また、アウトカムに関する指標や分析結果が必

要であれば、評価事務局に対して調査・分析の要請を行います。 
 研究開発事業によってはオンサイトの評価を実施する必要があります。拠点形成や実験

設備、大型の研究開発基盤に関わる評価であれば、現地の見学やヒアリングが不可欠でしょ

う。 
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 なお、評価パネルは評価委員会で得た情報・データ等を他者に教えてはならないなどの

ルールが必要な場合があります。特に、特許などの知的財産に絡むような成果を扱う場合

には、あらかじめ、そのようなルールを設定し、レビューアに誓約してもらうことが重要

です。 
 

（５）審議 

 評価委員会を何回か経て、評価パネルによる最終的な審議を行います。審議の段階では、

被評価者は退席し、委員の間で意見交換をした後に評点付けなどの作業に移ります。パネ

ルリーダーが主導的な役割を果たすのはこの段階です。何回かの意見交換の後、やはり評

点が付けられないようであれば、時間的な制約もあるため、パネルリーダーに一任するな

どの措置が採られる場合もあります。 
 

（６）評価報告書の作成 

 評価事務局は評価結果である評点の集計と、コメントの集約作業を行います。通常、評

価報告書案を作成した後、被評価者と評価パネル双方に対して報告書案を開示します。被

評価者は評価報告書に記載された事実関係に間違いがある場合、その内容によって評価結

果に影響をもたらしていると考えられる場合には、評価パネルに対して異議申し立ての機

会を与えられて然るべきでしょう。評価パネルも評価報告書に記載されたコメントが誤っ

て解釈されていないかどうかをチェックし、双方合意の上で承認され、評価報告書が完成

します。 
 

（７）評価報告書の公表 

 評価報告書案が承認された後、Web 等で評価報告書として公開します。評価報告書には、

評価パネルの氏名や肩書きが明記されているので、評価事務局のみならず、評価パネルも

評価結果に対して責任を負う立場にあります。 
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2  従属型プロジェクトの評価 

 
 本章からは評価対象毎に評価論のポイントを解説していきます。各評価対象に共通の問

題は前章で既に解説しましたので、評価対象に固有の問題に焦点を当てることになります。

まずは、評価対象としてもっとも案件の多い、従属型プロジェクトの評価について学んで

いきましょう。 
 
 
2.1  従属型プロジェクトのマネジメント 
 
 従属型プロジェクトとは「ある一定の枠組み（＝プログラム）の下で展開される個別の

研究開発課題のことです。具体的には、競争的研究資金による研究開発制度の個別課題、

府省・資金配分機関等が実施する提案公募型事業の個別プロジェクトが相当します。 
 従属型プロジェクトの特徴は、プロジェクトの研究開発目的、研究開発領域・分野等の

基本的な方向性が、上位の枠組みである制度によって規定されていることです。したがっ

て、プロジェクトの評価の観点（必要性、有効性、効率性）は制度の目的に合致するかど

うかで判断されます。 
 評価の枠組みが上位の施策によって規定されている場合、個別プロジェクトの評価では

研究開発方法、研究開発成果の質などの内容的側面をいかに充実させるかが中心的課題に

なります。そのためには評価だけではなく、プロジェクトの採択から最終的な評価までを

一連のマネジメントとして捉え、より良い成果が生み出されるように工夫をすることが重

要になります。 
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出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 2-1 従属型プロジェクトのライフサイクル 

 
 図 2-1 は従属型プロジェクトのライフサイクルを描いたものです。 
 通常、制度全体の応募規定や公募要領に従い、公募を開始します。研究開発実施者は申

請書と研究計画書を作成し、公募期間内に提出します。 
 制度実施側は申請書・計画書を受理した後、審査に移ります。ここで、採択評価のため

のマネジメントが発生します。レビュー方式、レビューアの選定が行われ、レビューが行

われます。一方、制度実施側は資格審査や倫理規定に違反していないかどうかの判断をし、

レビュー結果と付き合わせて最終的な採択の判断を行います。 
 採択・助成が開始されたら、各種契約手続きが始まります。近年では、競争的研究資金

の受給に伴い、研究者の所属機関に一定のオーバーヘッドを認めていますので、契約の対

象は所属機関と結ぶことが一般的となってきました。不正使用問題などの教訓から、今後

は所属機関側の管理体制がより一層、問われることになるでしょう。 
 研究開発がスタートしたら、モニタリングを実施する必要があります。中間報告会など

でアドバイザリーボードとの意見交換をするなどの機会を設けても良いでしょう。 
 研究開発が終了したら、研究開発実施者は成果報告書を提出し、これに基づいて課題の

終了評価が行われます。採択評価と同様、レビューアを配置し、評価結果を導くためのマ

ネジメントが必要となります。 
 このような従属型プロジェクトのライフサイクルを踏まえ、以下では、各段階でのマネ

ジメントの工夫、レビュー評価に関する理解を深めることとします。 
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2.1.1  公募実施のための準備 
 従属型プロジェクトの公募に際して、制度実施側が最低限行わなければならないことは、

次のような点です。 

 公募要領の作成 

 採択評価の評価項目・評価基準の作成 

 公募方法・時期等の検討 

 採択評価の方法 

 採択結果の通知 

 
 このうち、公募要領の作成については、大筋のものは制度（プログラム）設計の段階で

行われています。プログラムにおいて研究開発領域や課題設定が行われている場合には、

それに対応した詳細な公募要領を作成する必要があるでしょう。 
 採択評価の評価項目・評価基準は、研究開発領域毎、設定されているテーマ領域毎に作

成される必要があります。これらの評価項目・評価基準については、公募要領等に記載し

て、申請者にも十分に通知しなければなりません。 
 公募方法・時期等については、もっとも工夫の余地がある部分です。現状では、一部の

資金配分機関において年複数回公募などの取り組みも行われていますが、さらなる工夫が

考えられます。例えば、欧米の資金配分機関で行われているような２段階公募方式（Ａ４

２枚程度のプレプロポーザルを提出・審査した後に、審査に通った申請者のみがフルプロ

ポーザルを提出できる仕組み）や、通年で申請を受け付ける仕組み等があります。研究者

の申請作業と制度実施側、ならびにレビューアの負荷を軽減しつつ、より良い研究課題を

募集する仕組みについては、海外の資金配分機関に学ぶべき点が多いように思われます。 
 採択評価の方法はレビュー評価法が採られます。レビュー評価では適切な仕組みとマネ

ジメントの構築が不可欠です。従属型プロジェクトにおいてレビュー・システム、レ

ビュー・マネジメントは中心的な要素になりますので、節を改めて詳細に見ていくことに

します。 
 採択結果の通知については、採択が決まった申請者に対してよりも、不採択となった申

請者に対する配慮が必要です。我が国では、科学研究費補助金の採択結果の通知システム

が先進的な事例と言えます。 
 
 
 
 
 

72 

コラム：科学研究費補助金（基盤研究等）の審査 

 科学研究費補助金（基盤研究等）の審査では、ピアレビューによる２段階審査が実施さ

れています。審査期間中は審査委員が誰であるかを公表しないブラインドレビュー方式を

採っています。 

 第１段審査の評定要素は、①研究課題の学術的重要性・妥当性、②研究計画・方法の妥

当性、③研究課題の独創性及び革新性、④研究課題の波及効果及び普遍性、⑤研究遂行能

力及び研究環境の適切性の 5 つが設定されています。これにその他の評価項目を加え、総

合評点を付けるようになっています。各要素における評定基準は以下の通りで、それぞれ

に評点区分が設定されており、4 段階で評点を付します。 

①研究課題の学術的重要性・妥当性 

・学術的に見て、推進すべき重要な研究課題であるか。 

・研究構想や研究目的が具体的かつ明確に示されているか。 

・応募額の規模に見合った研究上の意義が認められるか。 

②研究計画・方法の妥当性 

・研究目的を達成するため、研究計画は十分練られた物になっているか。 

・研究計画は遂行する上で、予期される問題点に付する配慮、問題が生じた時の対応など

が検討されているか。 

・研究期間や経費配分は妥当なものか。 

・公募の対象としていないような研究計画に該当しないか。 

③研究課題の独創性及び革新性 

・研究対象、研究手法やもたらされる研究成果等について、独創性や革新性が認められる

か。 

④研究課題の波及効果及び普遍性 

・当該研究分野もしくは関連分野の進展に対する大きな貢献、新しい学問分野の開拓等、

学術的な波及効果が期待できるか。 

・科学技術、産業、文化など、幅広い意味で社会に与えるインパクト・貢献が期待できる

か。 

⑤研究遂行能力及び研究環境の適切性 

・従来受けた研究費での研究経過・研究成果を評価するとともに、これまでの研究業績等

から見て、研究課題に対する高い遂行能力を有していると判断できるか。 
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・複数の研究者で研究組織を構成する研究課題にあっては、組織全体としての研究遂行能

力は十分高いか、また各研究分担者は十分大きな役割を果たすと期待されるか。 

・研究課題の遂行に必要な研究施設・設備等、研究環境は整っているか。 

 第 2 段審査では、第 1 段審査委員の審査結果をもとに、「総合評点」に重点を置きつつ、

各要素の評定結果およびコメント等も勘案してより広い立場から総合的な審査が行われま

す。「総合評点」および上記の 5 つのの評定要素については、各第 1 段審査委員の評点を研

究種目（審査区分）ごとに平均点と標準偏差をそろえるように電算処理が行われ（T スコア

化）、各審査委員の素点と T スコア化した評点が合議審査（第 2 段審査）の資料として提出

されます。また、その他の評価項目については、各第 1 段審査委員の評定結果がそのまま

合議審査（第 2 段審査）の資料として提出されます。合議審査を経て、採択・不採択が決

定されます。 

 応募者が応募時に審査結果の開示を希望すれば、応募した細目における不採択課題のう

ちのおおよその順位や評定要素毎の平均点等が通知されます。この開示情報により順位や

どの評価項目が低かったかについて事後的にチェックができますので、次の応募時の反省

材料にすることができます。 

 なお、審査終了後に、審査委員の氏名等は独立行政法人日本学術振興会（JSPS）のホー

ムページ及び印刷物で公開されます。 
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2.2  レビュー評価 
 
 本節ではレビュー評価の全体像を概観します。最適なレビュー評価というものはなく、

実施するプログラムの目的・性格によって、さまざまな仕組みが考案されています。しか

しながら、単に仕組みだけ作れば良いというものではなく、実務者のマネジメント努力が

発揮されてはじめて有効なメカニズムとして機能します。 
 ここでは、レビューアをどのように選定するか、レビュー・システムをどのように構築

するか、レビュー・マネジメントとはどのようなものかについて解説します。 
 
 
2.2.1  レビューア 
 レビューアは専門家の立場からプロジェクトの内容について審査する評価人材です。あ

る特定のディシプリンの内部で評価する場合にはピアレビュー、複数の領域に跨って、あ

るいは新領域を評価する場合にはエキスパートレビュー方式が採用されます。 
 レビューアは組織や国から独立した存在であることが要請されます。つまり、個人の能

力・資格によって評価に対して責任を全うするものであって、組織や国の代理人であって

はなりません。非常にパブリックな存在であると言えます。 
 
2.2.1.1  レビューアの確保 

 レビューアは基本的にその国の研究者のストックに依存しますが、基礎研究や応用研究

等の研究プログラムであれば、国外の研究者をレビューアとしてストックすることも可能

です。例えば、EU が実施しているイノベーション促進研究開発プログラム（Framework 
Programme：FP）では欧州域内 15 ヶ国の研究者をレビューアの対象としています。 
 レビューアの確保は、海外の資金配分機関でも悩みの種となっています。資金配分機関

のプログラムマネージャーは自分の担当する科学技術領域の学会誌に目を通し、国際学会

や関連学会に頻繁に出席し、研究者の中からレビューアとして有望な人材をリストアップ

することに余念がありません。例えば、米国国立科学財団（National Science Foundation：
NSF）は毎年約 42,000 件の研究提案を受け付け、そのうち、審査によって高い評価を受け

た約 11,000 件に対し研究資金を提供していますが、このような大量の申請を捌くためには

常時 50,000 人の評価者を動員しています（１つの申請提案に対して、最低３人のレビュー

アが審査に関わります）。このうち、毎年 10,000 人程度が申請審査を初めて経験するよう、

リストの更新が継続的に図られています。 
 レビューアをストックする機能を資金配分機関の外に配置している事例もあります。ド

イツ学術振興会（DFG）では、ピアレビューアの選定は DFG のプログラムマネージャーが

行いますが、ピアレビューアのリスト化や能力保証についてはドイツ学術アカデミー連合

などのサイエンスコミュニティが担っています。 
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 研究者の立場からレビューアを引き受けるとはどういうことでしょうか。先ほどの NSF
の例ですと、多い人で年間 30 本程度のプレプロポーザルに目を通し、20 本近いフルプロ

ポーザルを読み、かつパネル評価にも参加します。フルプロポーザルのレベルになると、

学術論文を読むのと変わらないほどの労力を要します。 
 しかしながら、多くの研究者は NSF のレビュー依頼に対して、よほどの場合がない限り

NO とは言いません。科学技術の振興、特に若手研究者育成のためという社会貢献の一環と

して評価への参画が社会的に認知されているからです。また、レビューができるというこ

とは研究者として一流であることの証でもあります。したがって必要な経費と若干の謝礼

が支払われるとしても、多くの研究者は基本的にはボランタリーでレビューアを引き受け

ています。 
 我が国の場合ですと、予算規模がもっとも大きいプログラムである科学研究費補助金（基

盤研究等）の審査委員はデータベースに登録されている人材としては 40,000 人ですが、第

1 段審査委員は 4,100 人です。一方、科研費の応募件数は約 10 万件であり、研究種目毎に

１課題あたり 3 人又は 6 人が審査を行い、1 人当たり平均 100 件の審査を担当しているこ

とになります（多い人で 200 件を超えることもあります）。 
 この数字は研究者のボランタリーのレベルを超える負荷として、関係者の間で認識され

ています。科研費制度を持続的に発展させるためにも、ピアレビューの質と量の確保は急

務であると言えます。 
 
2.2.1.2  レビューアの選定 

 日本の科研費やNSF の研究・教育プログラムでは審査委員が誰であるか分からないよう、

匿名性を保持したブラインドレビューと呼ばれる審査方式が採られます。審査委員は研究

領域毎にリスト化され、一定の申請数を割り当てられるように決めていきます。 
 一方で、申請者が自ら審査してもらいたい研究者を１名選択できるようなシステムもあ

ります。英国工学・自然科学研究会議（EPSRC）の産学共同研究プログラムでは、申請者

が利害関係のない範囲で審査委員（レフリーと呼ばれます）を１名指名することが義務づ

けられています（その他に、EPSRC のプログラムマネージャーが大学、研究機関等から３

名のレフリーを選出します）。これは、先端的な研究領域という特徴もあり、申請者が自分

の研究内容について、最先端の研究者に興味を持ってもらうための措置でもあります。 
 レビューアは通常、１課題につき３～４名程度が担当になります。論文の査読審査と同

じ体制と考えてよいでしょう。各レビューアはプログラム実施側が用意する評価項目・評

価基準に基づき、採択評価を行います。 
 
 
2.2.2  レビュー・システム 
 レビュー・システムとは、プロポーザルに対するレビュー評価を採択審査の中でどのよ
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うに位置づけ、結果を活用するかという仕組みのことです。 
 ここでは、欧州委員会（EC）の実施しているイノベーション促進プログラムであるフレー

ムワークプログラム（FP6)を例に、レビュー・システムを解説します。 
 図 2-2 はプロジェクトの提案（プロポーザル）の受理から採択（融資の決定）に至るまで

の手続きをフローチャートにしたものです。 
 プロポーザルが受理されると、まず資格審査に移ります。ここで FP6 の資格要件を満た

していないものは自動的に不採択になります。 
 資格審査を通りますと、サブプログラム（研究開発領域）毎のエキスパートが個人的に

審査をします。審査はダブル・ブラインドレビュー方式（採択者・申請者双方が匿名）で

行われます。FP6 のエキスパートは欧州域内 15 ヶ国に点在しているため、メールレビュー

が基本となります。FP6 では 2006 年の公募でおよそ 3,400 名のエキスパートが審査に関

わっています。 
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プロポーザル

資格審査

レビューアによる
個別審査

レビューアによる
合議審査

一次採択

ヒアリング

評価パネル

倫理審査

プログラム実行委員会によるランキング

不採択

交渉

交渉結果

プログラム実行委員会からの
コンサルテーション

採択
（融資決定）

（必要に応じて）

（必要に応じて）

（必要に応じて）

 

出所：<http://www.cordis.lu/fp6/>より財団法人政策科学研究所作成 

図 2-2 欧州フレームワークプログラム（FP6）のレビュー・システム 
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表 2-1 FP6 のレビューアの数 

プログラム分野
エクスパート

の人数
1. Life sciences, genomics and biotechnology for health 603             
2. Information society technologies 349             
3. Nanotechnologies and nanosciences, knowledge-based
multifunctional materials and new production processes and
devices
4. Aeronautics and space
5. Food quality and safety 191             

6. Sustainable development, global change and ecosystems 400             

7. Citizens and governance in a knowledge-based society 66               
8. Policy support and anticipating scientific and
technological needs 326             

9. Horizontal research activities involving SMEs, research
and innovation ※1

10. Specific measures in support of international cooperation 77               

11. Support for the coordination of activities ※1
12. Support for the coherent development of policies ※2
13. Human resources and mobility, research infrastructures 1,149          
14. Science and society 158             
15. Euratom 33               
Total 3,383          
※1 2006年の応募実績なし
※2 "7. Citizens and governance in knowledge-based society"と共通

31               

 

出所：<http://cordis.europa.eu/fp6/experts2006.htm>より財団法人政策科学研究所作成 

 
 個別審査が終了すると、同一課題に対して選出されているレビューア間でのパネル審査

に移ります。ここで、一次採択としての評価結果をプログラムの実行委員会に提出します。 
 次に、オプション的な扱いになりますが、申請プロジェクトによってはヒアリング（オ

ンサイトもしくはオフサイト）が実施され、一次審査のレビューアの他に数名のエキスパー

トを加えた評価パネルが構成されます。評価パネルはヒアリングの結果も踏まえ、最終的

な評価点をプログラム実行委員会に告知します。 
 プログラム実行委員会は評価パネルが導いた各プロジェクトの評点をランキングし、採

択候補を絞り込みます。その後、契約手続きに移る段階で、申請者との細かい交渉が始ま

ります。 
 また、FP6 ではプログラムにおいて各種倫理規定が設けられています。プロジェクトの

内容が倫理規定に抵触しないかどうかは採択評価のさまざまな段階で確認されます。 
 交渉の結果、プログラム実行委員会は申請者に対して、研究開発体制やプロジェクト管

理体制、予算、倫理規定や支払規定に関するコンサルテーションを実施し、合意が得られ
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れば、融資が決定されます。すなわち、申請は最終的に採択されることになります。 
 このように、採択評価の段階で、幾重にもエキスパートがレビューを行い、場合によっ

てはヒアリングや現地見学等を実施するなどの工夫を重ねて、最終的な評価が行われます。

ここまでの労力を採択評価に費やしているからこそ、その後の評価のプロセスがより合理

的に実施されることにつながっています。 
 例えば、FP6 ではプロジェクトに関して中間評価のような制度化された評価は存在しま

せん。FP6 のプロジェクトは３～５年の研究開発期間が与えられますが、各プロジェクト

の実施者は、オープンな年次報告会等を開催し、広く意見聴取を行うなど、独自の活動に

よって自らの研究開発の進捗状況や研究開発の方向性を確認する機会を積極的に作ってい

ます。最終年度にはファイナルレポートを提出しますが、直後の事後評価も制度化されて

おらず、本格的な評価はプログラムレベルでの事後評価（終了後２年以内に実施）か、追

跡評価（終了後５年以上の期間を置く）に委ねられます（ただし、財務状況の確認等、定

型書式による年次報告は義務づけられています）。 
 
 
2.2.3  レビュー・マネジメント 
 レビュー・システムを円滑に機能させるためには、さまざまな運営上の工夫が必要です。

この工夫をレビュー・マネジメントと呼ぶことにしましょう。 
 レビュー・マネジメントはレビュー・システムの各段階で必要となります。ここでは、

Kostoff (1997)を参考に、ピアレビューの質的向上のための８項目とそれに関連した留意事

項を紹介したいと思います。 
 
2.2.3.1  レビューアの所属機関に対する配慮 

 レビューアは大学や研究開発機関に所属する研究者であることがほとんどです。レ

ビュー作業は、研究者に対して一定の労力を強いるため、プログラムマネージャーがレ

ビューアの所属する機関の上司に対して明確なコミットメントをしなければなりません。 
 コミットメントの内容は、レビューアに評価を依頼するプロポーザルの数、評価内容、

委嘱期間、パネルとしての参加、パネルの開催回数・時間、交通費等の支給の有無など、

通常の委員委嘱と同様の手続きが明記されるべきでしょう。 
 また、レビュー作業が公益に資するものとしての認識をもってもらい、所属組織におけ

る研究者の評価を高めるよう、配慮しなければなりません。大学や独立行政法人のように

交付金で運営されている機関に対しては、所属の研究者が国の実施する研究開発において

レビュー機能を提供しているという事実は、機関評価の重要な側面として認知されるべき

点でもあります。 
 Kostoff はレビュー・マネジメントのもっとも重要な手続きとして、この項目を一番に挙

げています。 
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2.2.3.2  評価パネルの運営 

 評価パネルを設定した時に、評価実施側はパネルを上手にファシリテーションする必要

があります。ピアパネルのレベルでは、１課題につき３人程度ですので、パネルリーダー

を選出し、運営を任せるよりも、プログラムマネージャーが直接ファシリテーションした

方が効率的であるとも言えます。 
 これに先立ち、プログラムマネージャーはレビューアを選出する段階で、パネル評価の

結果が偏らないように恣意的でない方法でレビューアを選ばなくてはなりません。 
 また、事後評価における評価委員会のような場においても、委員の質疑応答を先導し、

彼らのコメントを要約し、評価レポートを作成するのは、ひとえにプログラムマネージャー

の力量に掛かっていると言っても過言ではないでしょう。 
 レビュー・システムが上手く機能するかどうかは、裏方であるプログラムマネージャー

のモチベーションと能力に掛かっていると Kostoff は指摘しています。 
 
2.2.3.3  レビューアの能力と客観性 

 第３に重要な要素として、Kostoff はレビューアの能力と客観性を挙げています。ピアレ

ビューアといえども、担当分野の専門的能力だけではなく、研究対象の複合的な側面、例

えば隣接研究分野、研究により潜在的に影響を受ける技術・システム、プログラムのミッ

ション等に対する理解がなければ、評価の役に立つことは出来ません。 
 一方で、プログラムマネージャーもレビューアに対して、評価内容を専門分野に限定す

るのではなく、プログラムの目的や評価対象となるプロジェクトの最終的な目的にまで拡

張して評価してもらうように配慮しなければなりません。このことによって、レビューア

は評価経験を積み、革新的な提案についても公正な評価を行えるだけの潜在的能力を身に

付けることができます。 
 
2.2.3.4  パネル間、分野間の正規化 

 レビュー・システムの採択判断に近い段階では、複数のテーマやプロジェクトを比較検

討し、ランキングによって採択評価を行うなどの措置が採られます。そのため、評価パネ

ル間、もしくは分野間の正規化を図るようにレビューアの構成を設計する必要があります。 
 ある程度類似性を持つ分野については、幅広いバックグラウンドを持つレビューアを共

通に配置することで評価の正規化が図れます。極めて異なる分野については、プログラム

実施機関の当該分野に関する戦略的価値を反映し、採点の厳しさや偏向性の補正が必要に

なります。その場合においても、レビューアのうち１名は幅広いバックグラウンドを持つ

エキスパートを配置し、評価内容の正規化を図るように努めるべきと、Kostoff は指摘して

います。 
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2.2.3.5  評価項目としての総合評価 

 レビュー評価を行う場合、設定された各評価項目の他に総合評価の項目を設けている

ケースが多く見られます。なぜ各評価項目の評点の和や平均点を用いず、別途、総合評価

の評点を付けなければならないのでしょうか。 
 第１に、各評価項目に対するウェイトがレビューアによって異なるという点が指摘でき

ます。これについては、より適切な評定区分の表現を工夫することで、ある程度の問題の

解決にはなります。 
 第２に、より重要なことですが、プロポーザルを評価するための評価項目以外に、レ

ビューアが重要と考える要素が必ず存在するからです。例えば、当該プロポーザルが国の

研究開発よりも産業内の研究開発課題として相応しいと評価者によって判断された場合に

は、技術的な評価項目の評点が高くても、総合評価の評点が低くなる可能性があります。 
 このような可能性がある限り、個別の評価項目・評価基準以外に総合評価の欄を設ける

ことは有用と考えられます。 
 
2.2.3.6  評価の匿名性 

 レビュー評価を行う際に重要な要素として、評価の匿名性が挙げられます。通常、レ

ビューアについては採択審査の期間中は匿名性が保持されます。一方、申請者のプロポー

ザルを匿名とすべきかどうかについては、プログラムの特徴によって判断されるべきで

しょう。 
 例えば、学術研究のために広く助成されるようなプログラムでは、ダブル・ブラインド

レビュー（申請者も匿名）が推奨されます。性別、国籍、年齢、所属機関名などに対する

偏見を排除し、純粋にプロポーザルの中身について審査する方が学術研究の機会を提供す

るという面では大きなメリットになります。 
 一方で、応用研究や実用化研究などのプログラムの場合には、レビューアが評価項目と

して重視するのは、研究開発の実施体制や実績です。このようなプログラムでは、申請者

を匿名とするメリットはあまりないでしょう。 
 
2.2.3.7  ピアレビューのコスト 

 レビュー・システムは研究者がボランタリーベースで参加する仕組みとはいえ、多大な

時間コストの上に成り立っているシステムです。研究者がレビューに費やす時間は、１申

請あたり１時間だとしても、割り当てられるプロポーザルが多ければ、とてつもない負荷

になります。 
 また、申請する研究者もプロポーザルを作成するには、その何十倍もの時間を掛けてい

ることでしょう。我が国の申請メカニズムのように、最初から各種申請書類と同時にフル

プロポーザルを提出しなければならない場合には、研究者は１回の公募に全身全霊を掛け

て望まなければなりません。たとえ他に申請できるプログラムの機会があったとしても、
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競争的研究資金制度においては重複申請が禁止されているために、審査結果が出るまでは

申請することができません。完全なアイドル状態に陥るわけです。 
 そのため、公募型の研究開発プログラムが発達している諸外国では、２段階公募方式を

採用している資金配分機関が少なくありません。１段階目では各種申請書類と簡単なプレ

プロポーザルを提出し、レビューアはプレプロポーザルの中から有望な研究開発課題をス

クリーニングします。プレプロポーザルはせいぜい、A4 で１～２枚程度に収まっています

ので、割り当てられたプロポーザルの件数が多くても、時間コストを削減することができ

ます。 
 一方、申請者の側も、プレプロポーザルの作成にはそれほど時間を掛けずともよく、さ

らに一次審査の結果が下りるまでは他のプログラムへの申請も同時並行的に可能です。フ

ルプロポーザルを書くにあたっても、一次審査のレビューアからのコメントで、どこを詳

しく書いて欲しいかの指示を受けていますので、より具体的なプロポーザルの作成が可能

となっています。 
 こうしたレビュー・システムが成立するためには、十分な人員とマネジメントが不可欠

といえます。 
 
2.2.3.8  評価の倫理基準 

 より良く設計されたレビュー・システム、配慮の行き届いたレビュー・マネジメントが

あったとしても、最後に問題となるのはレビューアの倫理観です。 
 人が人を評価するということは、ある種の特権が与えられるということです。評価のプ

ロセスにおいてはさまざまな利害の衝突が想定されます。またレビューアがその気になれ

ば、秘密情報の流出、違法行為などの可能性がないとはいいきれません。 
 どのような文書にレビューアが署名したところで、最終的な拠り所になるのは、真の評

価者たらんとする研究者の美意識・モラルです。それを支えているのは研究者コミュニティ

の自己規制しかありません。 
 レビューアが審査の段階ではなはだしい倫理規定の逸脱に及んだ場合、レビューアとし

ての資格取り消しや当該プログラムの申請停止処分といった対処だけではなく、学協会に

おける会員資格の剥奪や職場での減棒等、厳しい対応が必要と考えられます。 
 また、それを行うに判断の拠り所となる倫理規定と罰則をあらかじめ作成しておくこと

が重要になります。 
 
2.2.3.9  その他の留意事項 

（１）パネリストの入れ替え 

 評価パネルの委員候補が固定化してしまうと、既得権益が生まれたり、評価組織が硬直

化するなどの弊害が予想されます。一方で、すべての委員を毎回入れ替えてしまうと、評

価の継続性がなくなり、レビューアの学習効果が発揮されなくなってしまいます。したがっ
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て、一般的にはパネリストの一部を毎年更新することが望ましいマネジメントになります。

例えば、評価委員の任期が４年であれば、毎年４分の１を入れ替えるなどの工夫が考えら

れます。 
 

（２）利益相反（利害関係者の排除） 

 評価者がプロポーザルに対して利害関係を持つ場合、プロポーザルの審査から外れるよ

う配慮しなければなりません。しかしながら何をもって利害関係と認めるべきでしょうか。 
 科学研究費補助金（基盤研究等）では次のように利害関係を定義し、審査委員自らが該

当すると判断した場合には当該研究課題の評価に加わらないこととしています。 
 

表 2-2 科研費の利益相反の取扱 

  

出所：独立行政法人日本学術振興会「平成 18 年度科学研究費補助金第１段審査の手引」より抜粋 

 
 重要なのは（２）の規定です。審査員がこの部分の規定に抵触するかしないかというこ

とが直接的な問題なのではなく、審査員の倫理規範上、審査に関わるのが望ましくないと

判断するかしないかが問われています。例えば①について言えば、親族関係と同等の親密

な個人関係とは、具体的にどのような関係なのかは人によって様々な解釈があり得るで

しょう。しかしながら、親密な個人関係にあるから甘い評価をするということでないかぎ

り、本来は問題ないことです。 
 Kostoff が評価は倫理の問題であるといったのは、このように評価のメカニズムが個人の

価値判断に依って立つ部分が大きいからです。 
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（３）守秘義務 

 利益相反とならんで、評価者に課せられる倫理規定の一つが守秘義務です。採択評価の

進捗状況や、成果物に関する情報等の漏洩は重大な守秘義務違反の例です。 
 例えば、アウトプットに関する守秘義務が守られないと、研究開発実施者側はその後評

価に必要なデータをパネルに提出しなくなることが予想されます。企業の研究開発が絡む

場合には、情報漏洩は重大な経済的損失を生む恐れがあるため、単にレビューアが罰則を

適用されたというだけでは済まない問題となるでしょう。 
 形式的には守秘義務に関する誓約書（罰則等を含む）にサインをしてもらうという手続

きが必要ですが、重要なことは評価者の倫理規定として、科学技術コミュニティに広く認

知してもらうということに尽きます。 
 

（４）オブザーバー 

 評価パネルにおいて、評価者、被評価者でもなく、事務局の側に立つ者でもない外部的

な存在として機能する人材にオブザーバーがいます。オブザーバーの役割は、評価セッショ

ンの進行の仕方、公正性、公平性、手続きを改善する方法や、評価項目・評価基準に対し

て独立した意見を述べることにあります。オブザーバーはプロポーザルや成果報告書に対

する意見を述べるのではなく、評価という手続きが公正かどうかを見る者です。 
 評価者も被評価者も、また評価事務局もオブザーバーの存在を意識することで、評価セッ

ションを客観的に運営できることになります。ある程度規模の大きい事業については、評

価委員会を公開し、オブザーバーを配置するなどの工夫が必要となります。 
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2.3  レビュー評価の手続き 
  
2.3.1  レビュー・システムの設計 
 最初に、自らが実施する従属型プロジェクトのレビュー・システムを設計する必要があ

ります。プロジェクトのプロポーザル提出から採択までのフローの中で、どのようにピア

レビュー等を位置づけ、意思決定に役立てるかについて明らかにする必要があります。 
 前節の FP6 の採択評価のフロー図 2-2 を参考に、レビュー・システムのフロー図 2-3 を

作成しましょう。基本的な枠組みを先に作成し、オリジナルな試みについて加えていくこ

とが頭の整理に役立ちます。 
 

ピアレビュー

採択審査

採択

要検討

不採択

申請

ヒアリング

書類審査

再提出

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 2-3 採択評価のフローの基本形 

 

 上の図 2-3 にさらに必要な情報は、誰がどのような役割を果たすのかという責任分担に関

する情報です。採択評価の責任分担を考えながら、実施体制を記載しましょう。 
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ピアレビュー

採択審査

採択

要検討

不採択

申請

ヒアリング

書類審査

再提出
事
務
局

事
務
局

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 2-4 採択評価の手続きと役割分担 

 
 こうして作成したレビュー・システムを公募要領等に掲載し、申請者やレビューア等へ

の採択審査のプロセスに対する理解を促す説明資料として役立てます。 
 
 
2.3.2  レビューア・データベースの作成 
 評価に協力してくれるレビューアをどれだけストックしているかが、資金配分機関の資

産といっても過言ではないでしょう。レビューアに関する情報はデータベースの形式で情

報を蓄積し、資金配分機関内で共有することが一般的です。 
 データベースはフィールド（データ項目）の設計に情報収集の仕方、情報の活用の仕方

がすべて反映されます。プログラムマネージャーはレビューアに関する必要な情報がすぐ

に取り出せるよう、メンバー間で十分に協議した上でデータベースを設計しなければなり

ません。 
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 下の表 2-3 では、専門分野等に関するデータとして、メニュー形式での入力を設定してい

ます。資金配分機関がどのような専門分野のレビューアを欲しているかという観点から、

活用のしやすい分野・領域の区分を設定し、レビューア候補者を分類していくことになり

ます。 

表 2-3 レビューア・データベースのフィールドの設計例 

フィールド名 データ種別
氏名 テキスト

生年月日 日付データ
性別 ２値データ
所属 テキスト

現住所 テキスト
Tel & Fax リンク

e-mail リンク
略歴 テキスト

主たる専門分野 メニュー形式
扱うことのできる隣接分野 メニュー形式
当機構における評価経験 テキスト

当機構のプログラム申請経験 テキスト
委嘱状等送付先住所・宛名等 テキスト

委員委嘱中 ２値データ
備考欄 テキスト

謝金ランク メニュー形式
謝金等先支払口座 テキスト

源泉徴収書等送付先住所 テキスト
支払履歴 日付データ

最終更新日 日付データ
最終更新者 テキスト  

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

 
 作成したデータベースからピアレビューやレビューパネル等の審査員候補として抽出し

ます。データベースはメンテナンスが重要になりますが、特に審査経験等のデータを反映

することで、レビュー人材の拡充を資金配分機関が定型的な業務の一環として図っていく

ことが可能になります。 
 例えば、毎年レビュー審査に関わる人材の１割を、レビュー経験のない新しい人材でま

かなうという基本方針を固めることで、どの分野のレビュー人材がどれだけ必要となるか

という具体的な情報収集戦略が立てられます。こうすることで特定のレビューアに審査業

務が集中しないよう、マネジメントができるようになるだけでなく、レビュー人材の層を

厚くすることにも貢献します。 
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出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 2-5 レビューア・データベースの活用と更新 

 
2.3.3  レビュー評価指針の作成 
 レビュー人材に審査を依頼する際に重要なことは、どのような審査をして欲しいかとい

うことを具体的に示した文書を作成することです。 
 レビュー評価指針はおおよそ次のような構成を持ちます。 

1) プロジェクトが属するプログラム，サブプログラムの目的 

プログラムの目的に則したプロジェクトの採択についての理解を促します。 

2) 審査スケジュール 

レビュー評価の期日を定めます。 

3) 利害関係者規定の説明と該当した場合の対処 

プロポーザルの申請者と利害関係にあると判断できた場合、審査を辞退してもらうこ

とになります。 

4) レビュー審査の評価項目・評価基準・評定区分 

プロポーザルをどのような観点，基準から評価するべきかを明らかにします。 
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5) 総合評価点の評定区分 

総合的な評価点を付けてもらいます。また、その評価点の理由をコメントのかたちで

記載してもらうことが必要です。 

6) 倫理規定に関わる方針3 

プログラムに関係する科学倫理規定の適用を考慮して、倫理規定に抵触する怖れがあ

ると判断される場合にはその旨を記載してもらいます（最終的な判断はプログラムの

実行委員会等で決定されます。） 

 
 これらの中で我が国のレビュー評価システムの質的向上を図るためには、評定区分の定

義をしっかりと示すことがもっとも重要です。 
 

評定区分の悪い例 

（１）社会的・経営的ニーズ 

５：基礎研究の技術は社会的・経営的ニーズとピッタリ合致している 

４：基礎研究の技術は社会的・経営的ニーズと合致している 

３：基礎研究の技術は社会的・経営的ニーズとある程度合致している 

２：基礎研究の技術は社会的・経営的ニーズから若干外れている 

１：基礎研究の技術は社会的・経営的ニーズから外れている 

出所：長広仁蔵（1995）「評点法による研究開発の進め方と評価」日刊工業社． 

 
 上の評定区分の設定の仕方には２つの問題点があります。まず一つは、「社会的ニーズ」

と「経営的ニーズ」という異なる評価の観点を同じ評価基準に同居させて評定区分を定め

ていることです。二つめには、「ピッタリ合致している」、「合致している」、「ある程度合致

している」、「若干外れている」、「外れている」といった表現に対する判断基準が用意され

ていないことです。 
 このような評定区分の設定の仕方では、レビューアは「社会的ニーズはあるものの、経

営的ニーズを満たしていない」場合や、合致している度合いについて何を基準にすれば良

いか分からない場合には評点を付けることができません。 
 評定区分の設定には次の２つの原則を心掛けるようにして下さい。 
 
                                                   
3 文部科学省であれば、科学技術･学術審議会生命倫理・安全部会の指針「ライフサイエンス分野における

生命倫理に関する取組」＜http://www.lifescience.mext.go.jp/bioethics/seimei_rinri.html＞，厚生労働省

であれば、「医学研究に関する指針」＜http://www.mhlw.go.jp/general/seido/kousei/i-kenkyu/index.html
＞等が最新の倫理規定となる。 
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・ 異なる評価基準を同じ文章に持ち込まない。 

・ 優劣に対する判断基準を必ず文章中に記載する。 

 
 
2.3.4  レビューアへの委嘱手続き 
 レビューア候補者は大学や公的研究機関、民間企業の研究所等、組織に所属している研

究者がほとんどです。彼らに対して一定以上のエフォートを要求する以上、所属機関に対

して正式な委嘱の手続きを踏まえる必要があります。 
 委嘱状は次のような内容を備えている必要があります。 

1) 当該プログラムの審査員として委嘱する研究者への評価 

レビューアとして相応しい経験・見識を有した候補者である旨を所属機関の上長に伝

えます。 

2) 当該プログラムの審査に関わることの公益性に関する説明 

所属機関側が研究者をレビューアとして参加させることの社会的意義を説明します。 

3) レビューアの負荷に関する情報 

レビューアが何本のプロポーザルの審査を、いつまでに実施しなければならないかに

ついての情報をコミットします。 

4) その他、謝礼・経費支払い等に関する情報 

審査員に対して支払われる謝礼ならびに、必要経費についての情報を明確にします。 

 レビュー・システムは科学技術政策を振興する上で必要不可欠な仕組みです。審査員と

してさまざまな組織の研究者が参加しやすいよう、研究者の所属機関に対して最大限の心

配りをする必要があります。 
 
2.3.5  評価パネルの設計 
 メールレビューなどの評価方法だけでなく、パネル評価を実施する場合には、評価パネ

ルの人数、構成、権限等に関する設計を行う必要があります。 
 従属型プロジェクトの評価パネルの平均的な人数は 5～7 人程度です。評価パネルの人数

は奇数で構成する方が、パネルリーダーの判断の責任を明確にすることにつながります。

例えば、採択評価においてメンバー間で票が割れた場合、通常はパネル間での意見調整を

行うことで票を集約させられることが考えられますが、結論が出ずにパネルリーダーに一

任というかたちで最終的な判断を出す場合も想定できます。奇数で評価パネルを構成して

おけば、最後の１票がパネルリーダーの責任として明確になります。 
 評価パネルの構成はプログラムの目的にも依存します。社会経済的なインパクトを目的
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に含むプログラムであれば、プロジェクトを評価するレビューアにはエキスパートが含ま

れていなければなりません。少なくとも、パネルリーダーは視野の広い、複合領域につい

て扱えるエキスパートである必要があります。 
 また、評価パネルにまったく評価経験のない人材を最低１名は毎回組み入れる必要があ

ります。これは、パネル評価を通じて評価人材を育成・蓄積するためにも必要な措置です。 
 
2.3.6  採択の判定 
 プロジェクトの採択結果がまとまったら、プログラム運営主体は採択結果を速やかに申

請者に知らせる必要があります。採択／不採択の結果は単純に総合評点（スコア）を知ら

せれば良いというわけではありません。なぜ、採択／不採択となったかの理由を文書にし

て明らかにするととともに、評価項目・評価基準毎の評点も明らかにすることが望ましい

措置となります。 
 従属型プロジェクトはプログラムが存続する限り、何度でも申請の機会が設けられてい

ます。また、一定数の申請者が存在しなければ、本来、競争的資金制度のような研究開発

施策は成り立たない制度であると言えます。申請者にプログラムのリピーターとなっても

らうためにも、とりわけ不採択の理由・評価結果の詳細情報を明らかにし、より良いプロ

ポーザルを次の機会に申請してもらうことが、結果的にはプログラムの質を高めることに

なります。 
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3  プログラム（施策・制度等）の評価 

 
 政策評価やマネジメントが対象としているプログラムの定義を Web 等で調べると、二つ

の意味で用いられていることが分かります。 

 A collection of projects that are directed toward a common goal 

 A broad framework of goals to be achieved, serving as a basis to define and plan 
specific projects 

 前者はシステムとして機能しているプログラムです。共通の目的のために、さまざまな

政策ツール（instruments を組み合わせ、それぞれが補完的に機能しているようなイメージ

です。後者は、幅広い枠組みとしてのプログラムです。計画や特定のプロジェクトを定義

するために、大きな括りとしての政策領域です。 
 政策評価にとって重要なのは前者の意味でのプログラムです。評価対象がシステムとし

て把握できなければプログラムではありません。 
 我が国の政策の基本単位は事業ですが、プログラムとして評価すべき対象か、プロジェ

クトとして評価すべき対象かは事業の目的と構成によります。 

 プログラムとしての事業：事業の目的が組織のミッションに資するものであり、かつ、

中長期的には社会的改善をもたらすもの。また、全体が複数のテーマ、プロジェクトか

ら構成されるもの。（例：研究開発助成制度、拠点形成、人材育成、技術移転等） 

 プロジェクトとしての事業：より具体的な研究開発目的があり、短期的に達成されなけ

ればならないもの。（委託研究開発事業等） 

 プロジェクトとしての事業に関しても、本来であれば大きな政策的枠組みの中で手段と

して位置づけられている必要があります。これを政策のプログラム化と呼びます。米国で

は政策の基本単位（予算単位）がプログラムとなっていますので、プログラムを評価する

ことが財務当局との取り決めになっています。そのために、PART（Program Assessment 
Rating Tool）と呼ばれるプログラム評価方法に従って、評価が行われます。 
 政策のプログラム化は我が国にとっても重要な課題のひとつですが、本テキストでは研

究開発プログラムの評価に限定して、特に競争的研究資金による研究開発制度をイメージ

して解説します。 
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3.1  プログラムを評価するとはどういうことか？ 
 
 プログラムの例として競争的資金による研究開発制度を考えてみましょう。プログラム

の政策目的にもよりますが、プログラムの存在意義とは基本的には良質な研究開発課題を

集約し、プログラム自体も改善を重ね、持続的に発展し、多くの優れた研究開発成果を生

み出す仕組みとして機能することと考えられます。 
 プログラムはこの意味で、ある一定期間内に成果を出さなければならない従属型プロ

ジェクトや独立型プロジェクトとは性格を異にするものです（もちろん、プロジェクト型

のプログラムも多く存在します）。 
 しかしながら、仕組みとしてのプログラムはよほど上手く設計され、マネジメントされ

ていなければ機能しません。また、課題設定についても時事の環境の変化を受け入れ、研

究開発のトレンドを踏まえたものでなければ、応募枠の申請数を一定数維持することは難

しいでしょう。採択評価の手続きも申請者の立場に立ったものでなければ、プログラムの

リピーターが減ることにもなります。 
 ここで具体的なデータを見てみましょう。図は独立行政法人科学技術振興機構の実施し

ていた「独創的シーズ展開事業」の申請数と採択数の推移に関するものです。 
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出所：文部科学省データより財団法人政策科学研究所作成 

図 3-1 独創的シーズ展開事業の申請数と採択数の推移 

 上の図 3-1 ではプログラムの応募枠毎の採択率が描かれています。募集年度によって、採

択率にかなりの変化が見られます。新規課題や継続課題が一緒になっている、あるいは課
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題の質も年によってバラツキがあることを考慮すると、こうした数字の推移だけで何かを

説明することは難しいですが、ここで確認しておくべきことは、プログラムは必ずしも計

画通りに実施することができない、という点です。 
 例えば上の図 3-1 にあるように、年度によっては申請数が半減しているというような状況

をプログラムの計画時に見通すことできるでしょうか。このような状況を想定せず、相対

評価による採択率の目安をプロジェクトの採択に関して設定しているとすれば、年によっ

て採択された案件の質が大きくバラつくことになり、プログラム全体のパフォーマンスに

も影響を及ぼすことになるでしょう。 
 このように、プログラムは本質的に初期最適の発想では設計できない、という特徴を強

く持っています。初期最適化ができないということは、プログラム・マネジメントが必須

であり、プログラムを評価するということは、プログラムのマネジメント・サイクルを評

価するということになります。 
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3.2  ＲＯＡＭＥＦの設定 
 
 1990 年代後半に、イギリス貿易省（DTI）であるプログラム評価が実施されました。1983
～88 年に実施された情報通信技術開発に関する産学連携プログラム、"Alvey Programme"
の追跡評価です。Alvey Programme に対する評価結果は「失敗」でした。失敗のもっとも

大きな原因は、目的・目標設定が妥当でなかったことと、目標を達成するための措置を政

策として上手く設計できていないことが挙げられています（企業の参加が期待していたよ

りも少なく、効果が十分に挙げられなかったためです）4。 
 しかしながら、この追跡評価はその後の英国のプログラム設計・運用方法に重要な知見

をもたらしました。いわゆる"ROAMEF"と呼ばれるプログラム・マネジメント・サイクル

の原則です。ROAMEF とは、Rationale（政策的位置づけ）、Objectives（施策の目的、目

標）、Appraisal（事前における規定類・基準類の策定）、Monitoring（実施段階における情

報収集）、Evaluation（施策の事後評価・追跡評価）、Feedback（政策のノウハウベースの

獲得、次の施策策定への知見）からなる一連のマネジメント・サイクルの頭文字をとった

ものです。 
 

 Rationale

Objectives

Appraisal

Monitoring

Evaluation

Feedback

 

図 3-2 ROAMEF サイクル 

 
 ROAMEF は、評価のみを対象としているのではなく、プログラムのライフサイクルの各

段階においてどのような観点を持ってマネジメントにあたるか、ということを重視してい

ます。わが国の研究開発評価の３つの観点（必要性、有効性、効率性）と比較すると、

ROAMEF の位置づけは次のようになります。 

                                                   
4 <http://www.bopcris.ac.uk/bopall/ref22284.html> 
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表 3-1 ROAMEF と評価体系の論理構造 

 

 

56

全体的な視点から妥当か

先見的な視点から妥当か

戦略

Rationale

計画に包接されているか上位の計画理由

ロードマップは定められているか

見直し制度を内包しているか

制度体制

他と比較して優位であるか

管理費用は低く抑えられているか

コスト

責任体制は的確か

外部とのネットワークに配慮されているか

人・組織

Objective

明確に定められているか

目標は低すぎないか

目的は妥当であったか

目的What
（有効性）

期待される成果はコストに比し大きいか

得られた成果は計画を上回っているか

最終的に得られた成果は他の場合に比し大きいか

成果

重複はないか

バランスはとれているか

施策体系

対象固有の項目

他

その他

Appraisal

Monitoring

Evaluation

Feedback

評価方法が具体的に定められているか

評価方法は目的に適合しているか

関連する活動主体にインセンティブを与えているか

手段How
（効率性）

高度化が図られているか施策展開

位置づけ

Why
（必要性）

評価基準小項目評価項目

 

 出所：平澤泠，「平成１７年度研究開発評価研修」配付資料 

 
 Rationale はプログラムの必要性を政策的位置づけによって説明するものです。この段階

では、政策体系の中で当該プログラムがきちんと位置づけられているかを明らかにします。

したがって、政策体系が規定されているのであれば、プログラムの根拠は妥当であると判

断されます。わが国の政策評価の枠組みで言えば、上位施策との関連を述べることで、研

究開発制度の必要性を上位施策が決定された段階において既に担保している、と考えるこ

とに相当します。仮に当該制度が上位施策との関連性を直接的には表現できないような場

合においても、当該制度の持つ「意義」を上位施策の目的と関連して説明すれば、Rational
であると説明することができます。この「Rational である」という説明が、「なぜプログラ

ムを実施するのか？（Why）」に対する回答となり、すなわち、当該制度の「必要性」を明

確にすることと同義となります。 
 Objectives はプログラムの中身を説明するものです。プログラムの目的・目標を明確に

すること、それはすなわち、社会的・経済的インパクトをも事前の段階で想定しておくこ

とに他なりません。わが国の政策評価の枠組みで言えば、事前評価の段階であれば研究開

発制度の目的・目標を明記すること、中間・事後評価の段階であれば得られた成果や目標

達成度を明記することに相当します。そして、パフォーマンスの評価とは別に、当該制度

がどのような社会的・経済的インパクトをもたらすかについて、定性的に記述することが
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重要になります。この objectives を明確に記述することが、「プログラムで何を行うのか？

（What）」に対する回答となり、それは当該制度の「有効性」を明確にすることにつなが

ります。 
 Appraisal からFeedbackまではプログラムの運営に係わるチェック項目と言って良いで

しょう。ここで Evaluation が一連の手続きに位置づけられているのは、Evaluation そのも

のは、プログラムにおいてあらかじめ計画されていた内容が真に達成されていたかどうか、

について分析等を通じて理解する行為だからです。したがって、わが国で使用される「評

価」という言葉の範囲と、英語の「Evaluation」という言葉の範囲は必ずしも一致せず、

むしろ「評価」が「Evaluation」を内包していると理解した方がわかりやすいかもしれま

せん。Appraisal から Feedback までの内容を明確にすることは、「どのようにプログラム

を運営するのか？（How）」を明らかにすることです。このことはわが国の政策評価の枠組

みで言えば、「効率性」の観点から研究開発制度を評価することになります。 
 ROAMEF サイクルが優れている点は評価体系として各要素が独立の構造となっている

点ばかりでなく、プログラムの実施に係わる一連の手続きとして、目的＝手段関係が個々

の要素に関して成立している点です。このことは ROAMEF を逆に読むとよく分かります。

すなわち、Feedback を得るためには Evaluation が必要であり、Evaluation のためには

Monitoring による情報収集が必要であり、Monitoring する項目を決めるためには

Appraisal が必要であり、Appraisal で規定すべき内容は Objectives が明確にされていなけ

ればならず、Objectives を政策として展開するためには Rationale である必要があるからで

す。つまり、プログラムの改善（Feedback）という最終的な目的のために各手続きが位置

づけられていることになります。 
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図 3-3 ROAMEF サイクルと制度の運用 

 ◆Rationale：

制度の政策的位置づけを規定。

◆Objectives：

制度の目的・目標を規定。

◆Appraisal：
テーマの採択基準を規定。

◆Monitoring：

テーマの進捗状況の把握。

◆Evaluation：

制度の事後評価・追跡評価。

◆Feedback：

制度の改善、次の施策展開を規定。

それぞれの段階がきちんと実
施されていないとEvaluation
ができない！

Rational

Objectives

Appraisal

Monitoring

Evaluation

Feedback

目的の連鎖

手段の位置づけ

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

 
 プログラムのマネジメント・サイクルを評価するためには、ROAMEF サイクルがもっと

も参考になります。現在、ROAMEF サイクルは英国のみならず欧州各国の科学技術政策、

イノベーション政策の重要な指針として、機能しています。 
 以下では、ROAMEF サイクルを原則としつつ、プログラムの評価時期においてどのよう

な評価項目を重視すべきか、評価のために必要な手続き等について解説します。 
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3.3  プログラム評価のための準備 
 
 わが国において制度評価が本格的に実施されるようになったのは、ここ数年のことです。

多くの場合には現在実施している、あるいは、過去において実施した研究開発制度をどの

ように評価したらよいかということが中心的な問題になります。 
 また、府省に関しては政策評価法に基づき毎年実施事業の事前評価書を提出する必要が

あります。継続事業や拡充事業というかたちで、研究開発制度を見直す際にも、再設計の

手続きは必要になります。 
 評価時期毎に留意すべき点は後に詳細に見ていくとして、アウトカムを産み出すための

システムとしてプログラムを再設計するための考え方を挙げることにします。 
 
3.3.1  プログラムの再設計 
3.3.1.1  必要性の再設定 

 ROAMEF に従えば、まず最初に行わなければならない点は対象となるプログラムの

Rationale を定義することです。これは必要性を明確にすることです。 
 必要性の再設定を行うためには以下の作業が必要となります。 

 政策体系の整理 

 制度の意義を裏付けるデータ（仮説の根拠） 

 政策体系の整理については、当該制度に関する上位施策からの位置づけと、類似制度と

の差別化が必要になります。制度の意義を裏付けるデータについては、制度が関心を持つ

事象の特徴や推移を示すデータを用意し、制度が中長期的な目標としてどのような効果を

実現するためのものかについての説明を行います。 

 

図 3-4 プログラムの意義の示し方 
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3.3.1.2  有効性の再設定 

 ROAMEF の Objectives を明らかにします。必要性のところで述べた意義、つまり中長

期的な目標と制度実施期間内に達成すべき短期的目標との因果関係や影響の大きさを考慮

して設計されなければなりません。 
 ここで、陥りやすいのが次のようなロジック展開です。 

●●分野における
日本のランキング

の向上

想定される
総合的取り組み

研究資金面

人材・
ネットワーク面

インフラ・設備面

システム面

競争的研究資金
による補助

既存施設の
有効活用

研究開発人材
育成拠点の形成

シーズとニーズの
マッチングを重視

中長期的な目標 プログラムの意義 具体的な取り組み

評価機能面
国際的基準に

よる評価  

図 3-5 陥りやすいプログラムの設定の仕方 

 
 中長期的な目標、つまり問題となっている状況の改善の方向を示したとして、プログラ

ムによる総合的な取り組みの必要性を訴えるまでは十分な根拠と問題認識を示すことがで

きます。しかしながら、なぜ個別の取り組みが必要かについての考察がプログラム起案者

の経験的な知識から設定されているだけであって、具体的な根拠がありません。 
 プログラムの再設計のために本来なすべきことは、課題となっている状況の分析です。

上の事例では、なぜ諸外国と比較して日本のランクが下がったのかに対する分析が必要と

されています。諸外国の科学技術政策の動向、予算の重点化のトレンド、人材開発のため

の仕組み・工夫、良質な研究開発課題の採択の仕方など、参考とすべき点を踏まえている

かどうかがまず抑えられていなければなりません。また、国内固有の条件として良質な成

果を生み出すためのリソースが充足しているかどうかの検討も必要です。関連研究領域の

研究者の数、学会の動向、ネットワークの形成状況、インフラ・設備面の充足状況など、

どこにボトルネックがあるかについての分析も必要です。つまり、政策研究が不可欠であ

るということです。 
 このような分析を踏まえなければ、具体的な取り組みとして掲げた項目の達成目標が議
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論できません。つまり、中長期的な目標に対するプログラムによって改善されるべき個別

の施策目標が議論できないだけでなく、いつまでにどの程度の改善を図るべきかの目標水

準の議論ができなくなってしまいます。 
 

 

図 3-6 プログラムの有効性の再設定の仕方 

 
 政策研究についてはプログラム実施機関が自ら調査・分析しても、適切な他の分析事例

を参照しても構いません。審議会等の議論だけでなく、国や独立行政法人が実施している

数々の調査分析の報告書がこのようなロジック展開においてレファレンスとして活用され

ることで、政策がオープンに議論され、政策研究自体の質も向上すると考えられます。 
 さて、上のようなロジック展開を行うと何が見えてくるでしょうか。中長期的な目標、

つまりプログラムの目的は「●●分野における日本のランキングの向上」です。これは中長

期的なアウトカムといってよいでしょう。次に、目標水準の項はプログラムの実施期間中

であればアウトプットとして把握できます。原因やボトルネックの部分は、それぞれプロ

グラムが達成すべきアウトカムといって良いでしょう。プログラムの所掌範囲はこのアウ

トプットとアウトカムであり、その結果を通じて果たして日本のランキングが上がるかど

うかはプログラムのコントロールの範囲外ということになります。しかし、範囲内のアウ

トプット、アウトカムについては確実に実現しなければなりません。 
 このようにプログラムの所掌範囲を明確にし、かつ実現すべきアウトカム（プログラム

の目標）を論理的に定めることが、ROAMEF の Objectives を明らかにするという行為な

のです。 
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 こうしたロジック展開の他に、政策の有効性を示す方法としてはインパクトアセスメン

トと呼ばれる方法があります。インパクトアセスメントはある程度需要予測がつく政策領

域に関して適用される方法論です。例えば、規制の影響、公共事業の経済性評価、教育プ

ログラムや保健衛生プログラムなどの影響が相当します。インパクトアセスメントでは、

プログラムの恩恵を受けるユーザーがどれだけいるか、ユーザーがどのような恩恵を受け

るかを推計し、その影響（インパクト）の大きさでプログラムの有効性を明らかにします。 
 研究開発プログラムの場合でも、市場化や普及啓発までを視野に入れたプログラムにお

いては、有効性のロジック展開をインパクトアセスメントの手法にしたがって行う必要が

あります。 
 
3.3.1.3  効率性の再設定 

 プログラムの意義、目的・目標が定まったとして、それをどのように展開するかは政策

手段としてのプログラムの中身を明らかにしなければなりません。今度はプログラムの設

計図を作る作業に移ります。これがなければ、個別課題の採択（Appraisal）や情報収集

（Monitoring）、中間･事後評価（Evaluation）ができません。 
 プログラムの設計図に必要なのは次の要素です。 

 時間軸 

 リソース 

 アクター 

 メカニズム 

 時間軸については説明の必要がないでしょう。研究開発制度の多くは予算執行上、事業

の形態をとるために３年ないしは５年といった一定予算年度の枠が最初から決まっていま

す。より詳細なタイムテーブルはプログラムの詳細が設計された後に実現可能なスケ

ジュールを検討することで作成されます。 
 リソースについてはさまざまなものが考えられます。設計しようとしているプログラム

の事業予算だけではなく、研究開発に携わろうとしている多様な参加主体のリソースが投

入されてはじめてプログラムが実施可能となります。例えば地域における研究開発拠点の

形成を目的としたプログラムでは、大学、企業、公設試験機関などがどのようなリソース

を持ち寄り、持続可能な拠点形成メカニズムを提案するかが問われることになります。こ

こでのリソースとはポテンシャル（潜在的能力）といっても良いでしょう。 
 アクターとはプログラムの枠の中で活動する組織や個人を指します。プログラムがどの

ような参加主体による活動を経て、最終的な裨益者（beneficiary）にどのような効果をも

たらすのかを特定しなければなりません。 
 メカニズムとは、いかなるアクターのどのようなリソースを用いてどのような活動を経

てアウトプットやアウトカムをもたらすかという、プログラムの仕組みのことです。 
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 以上の要素を整理して、次のような大まかなプログラムのロジックモデルを考えてみま

しょう。 

大学

公設試験機関

研究開発独法等

シーズ

地域内の企業 ニーズ

マッチング
コーディネート

機関

製品試験
等

研究開発

試作品
開発

権利化

域
内

域
外

企
業

製
品
の
普
及

社
会
経
済
的
効
果

裨
益
者

プログラムの所掌範囲

資金配分機関

リソースの
賦存状況

地域中核機関

アクティビティ アウトプット アウトカム インパクト

プロジェクトの
採択 中間・事後評価

アクター

モニタリング

時間軸

追跡評価

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 3-7 プログラムの時間軸・リソース・アクター・メカニズム 

 
 図 3-7 はある特定の技術開発分野に関する拠点形成プログラムをイメージしたものです。

参加するアクターは大学、研究開発独法、コーディネート機関（TLO 等）、地域内の企業、

都道府県等の公設試験機関です。さらに研究開発の成果のユーザーとしては、域内・域外

のプログラム非参加の企業、最終的な消費者が想定されます。プログラムではこのイメー

ジに適合的な地域オリジナルの仕組みの提案を受け、採択した場合には中核機関に対して

プロジェクト予算を配分するものとします。 
 メカニズムとしては、TLO 等のコーディネート機関が地域内企業のニーズと大学・研究

開発機関等のシーズをマッチングし、課題を特定した後に研究開発を促進させ、得られた

研究開発成果の権利化を行います。同時に、公設試験機関等を利用し、実用化研究を同時

に進め、企業に試作品の開発までを請け負わせます。権利化・実用化された技術は、地域

内外の企業からの引き合いを受ける段階で付加価値化され、市場での普及を通じて一定の

社会経済的効果をもたらします。これらの効果も重要ですが、拠点形成により、こうした

仕組みを持続的に発展させていくことがこのプログラムの主たる目的になっているものと
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します。 
 ここで、プログラムの所掌範囲は、研究開発拠点から生み出された技術等が権利化され、

ロイヤリティを生むまで、あるいは試作品・実用化技術等が企業の引き合いを受けるまで

となっています。 
 以上のような状況を想定しつつ、効率性の再設定を行ってみましょう。 
 まず、プロジェクト採択（Appraisal）についてです。プロジェクトの採択に関わる評価

では、プログラムの目的・目標を達成するに十分なポテンシャルを有しているかどうかと

いうことが最大のポイントです。ここで、リソースの賦存状況に関して精査が行われなけ

ればなりません。図の例であれば、リソースの賦存状況として確認すべき点は次のような

ポイントが挙げられるでしょう。 

 研究開発能力（実績等） 

 地域内企業の特性，産業基盤等 

 コーディネート人材の適切性 

 コーディネート機関の業務執行能力 

 利用可能な地域内のインフラ・設備等 

 中核機関におけるプロジェクト管理執行能力 

 次にプロジェクトの進捗状況の管理（Monitoring）について考えてみましょう。採択評

価の折に、中核機関におけるプロジェクトの管理執行能力を条件として挙げているのは、

必要な時に必要な情報としてプロジェクトのデータが得られることを期待してのことです。

プログラム評価はプロジェクト評価よりも広い観点から評価されます。例えば、競争的研

究資金の枠組みであれば、ポストドクターの採用状況などがプログラムレベルで集計でき

なければなりません。中核機関の管理能力が低ければ、プロジェクト予算でどこの研究室

がポストドクターを何人採用したかどうかすら把握していないことでしょう。大学教員等

のエフォート管理も重要です。 
 管理能力がしっかりしているということは、必要なデータがすぐに提出できるというこ

とと同義です。データの蓄積方法については何かしらの指導が必要だとしても、プロジェ

クト業務の遂行中にデータを蓄積可能な人員・体制を確保していなければ、管理能力に問

題があるということになります。 
 モニタリングとは、資金配分機関とプロジェクト実施機関との間にあらかじめ定められ

た項目についての情報供出に関わる契約があって、業務遂行中にデータを蓄積し、報告す

れば良いだけの評価手続きです。モニタリングデータの推移に資金配分機関側として問題

を見出すようであれば、プログラムのアドバイザリーボード等の意見を聴取し、必要に応

じてプロジェクトの責任者に対して指導を行うことができます。 
 中間・事後評価（Evaluation）の段階ではどのような再設定が必要でしょうか。アウト
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プットについてはモニタリングで情報を蓄積していれば、特に追加的にデータの提出を要

請する必要はありません。上の事例であれば、アウトカムについてもデータ化することが

可能でしょう（ライセンシング件数、技術のオファー数等）。プロジェクトから得られるこ

れらのデータを集計するために、プログラムレベルで集約可能な類型化が必要となります。 
 また、拠点形成プログラムのような取り組みでは、その仕組み（システム）が持続的か

どうかという点が重視されなければなりません。拠点が形成されたことにより、マッチン

グファンドによる企業との共同開発が進んだ、優れた研究開発が他の競争的資金の発展課

題として採択された、というような事例があれば、それらを類型化して他のプロジェクト

と共通に実績を評価する必要があります。地域におけるネットワークの活性化を評価する

場合でも、活性化を示す指標を他のプロジェクトと共通で指定する必要があるでしょう。 
 このように、プログラムの評価では個別プロジェクトから得られるデータをプログラム

レベルで集計するために、またポートフォリオのようなかたちで分析するために、データ

の類型化（カテゴライズ）が必要になります。この作業は、本来、プロジェクトの成果報

告書を作成する際に共通の仕様を課していれば済む問題ですが、プログラム評価よりも前

にプロジェクト評価を先に実施している場合には、プロジェクトにより提供されている

データの量、範囲等が異なっている場合がほとんどです。こうした場合には、プロジェク

ト評価書のメタ評価（共通の枠組みで比較すること）を前提に、データを収集しなおさな

ければなりません。 
 ROAMEF サイクルではプログラムレベルでの評価のためにプロジェクトの評価が位置

づけられており、Monitoring や Evaluation に活用されるデータをあらかじめ設定してお

くことがプログラム・マネジメントであることを示しているのです。 
 
 
3.3.2  ロジックモデルの作成 
3.3.2.1  プログラムとロジックモデル 

プログラムとは中長期的な目的の達成のために設計される政策手段のパッケージです。

研究開発に限らず、プログラム化された政策は特定の問題解決のために、さまざまな政策

手段を組み合わせ、その複合的な効果を問題解決のために集約させるために設計されてい

ます。 
 ロジックモデルはさまざまな政策手段の意図した効果をどのように最終的な問題解決に

結びつけるかを描くためのツールです。 
 下の図 3-8 は一般的な問題解決のためのプログラムに関して、想定される因果関係を包括

的に示したロジックモデルの例です。 
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出所：T. J. Chapel (2005) "Integrating Program Planning and Evaluation Using Logic Models"より抜粋 

図 3-8 包括的なロジックモデルの例 

 
 ロジックモデルでは、通常、「意図した結果（アウトカム）を導くために何が必要か？」

という問いかけを繰り返し、プログラムのすべての活動に至るまで因果関係を展開してい

きます。 
 ロジックモデルの作成で重要なことは、プログラムの所掌範囲がどこまでかを明確に定

義することです。上の図では、効果（Effects）で括られている部分の最初の列のボックス

が短期的アウトカム（Short- term outcomeｓ）として挙げられています。通常、プログラ

ムによって実現される効果はこの部分までで、後は社会がプログラムの影響を受けながら

変化していき、最終的な目的（意義に相当）である長期的アウトカム（Long-term outcomes）
を実現するであろうという期待を示しています。 
 しかしながら、長期的アウトカムの実現のためには、中期的アウトカムが先に実現され

る必要があり、さらにそれに先だって、短期的なアウトカムが実現されなければならない

という、因果関係を示している点で、ロジックモデルは大変有用なコミュニケーションツー

ルとなります。 
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3.3.2.2  ロジックモデルの作成の仕方 

プログラムの実施者側は、評価の専門家とロジックモデルの開発について一緒に仕事を

することを考えなければなりません。ロジックモデルに関する経験を持つ評価の専門家と

プログラムマネージャーの対象分野に関する専門知識を組み合わせることにより、ロジッ

クモデルをより効果的に構築することができます。 
 ロジックモデルを構築するためには、次の構成要素を明らかにする必要があります。 

 活動（activities）：そのプログラムの下で、関係するアクターが従事する主要な活動は

何か。すなわち、アウトカムの達成に貢献する主要な活動は何か。 

 アウトプット（outputs）：主要な活動のアウトプットは何か。すなわち、活動が着手さ

れたことを示すものは何か。アウトプットはアウトカム実現のための活動の水準であり、

目に見えて（tangible）、数えられる（countable）ものとして把握される。 

 短期的アウトカム（short-term outcomes）：活動やアウトプットから生じる短期のアウ

トカムである。ロジックモデルにおいてアウトカムは、概して「増大した」とか「改善

した」というようなアクションワードを持っており、活動やアウトプットの結果を示し

ている。プログラムの所掌範囲として最低限責任をもつべき結果として把握される。 

 中期的アウトカム（mid-term outcomes）：短期的アウトカムの連鎖における次のつな

がりは何か。逆に、プログラムの意義でもある長期的なアウトカムの実現に必要な条件

は何か。これらのアウトカムは、中期的アウトカムであると解釈される。 

 長期的アウトカム（log-term outcomes）： 政策の最終的なアウトカムは何か。どうし

てこれらの活動が行われているか。これらは、一般に実感されるより長い時間がかかり、

政策自身を超えた影響を仮定し、より戦略的なレベルにあることがらである。 

 しかしながら、ロジックモデルにも記述しづらいプログラムの構成要素もあります。例

えば、 

 どのようにプログラムが実施されるかについての、特定のマネジメント上の詳細事項 

 組織経営、設備運用、業務のプロセスに焦点をあてたもので、スタッフ雇用、装置の購

入、ドキュメントのやり取りのような活動。 

これらは、重要なプログラムの活動ですが、通常、ロジックモデルに入れることはでき

ません。 
 ロジックモデルを開発するためにはプログラムの主要な構成要素を特定する必要があり

ます。一つの効果的なアプローチは、評価の専門家のサポートを受けながらグループディ

スカッションによってモデルを開発することです。プログラムに対してさまざまな視点を

持つ個人は、ロジックモデルの開発に貢献できます。 
 まず最初に議論すべき事は、下の表 3-2 のように、活動、アウトプット、アウトカム（短

期的～長期的）に該当する要素をリストアップすることです。 
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表 3-2 ロジックモデル作成の第１段階 

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

 
 長期的アウトカムの欄については、プログラムの意義の部分で説明された、改善したい

状況がそのまま入ります。中長期的アウトカムの欄については、関心となっている状況の

分析から得られた、個別要因の改善目標が入ります。短期的アウトカムの欄については、

それらにつながるプログラムが直接的に及ぼし得る対策の結果が入ります。ここまでの議

論では、プログラムの有効性を明らかにした際の問題認識がそのまま適用できます。 
 プログラムのアウトプットについては、短期的アウトカムに寄与するであろう活動の水

準が列挙されます。アウトプットは形式的には数値データとして把握可能なものとなりま

す。 
 活動の欄にはアウトプットを生み出す仕組みとして何を実施するのかの説明がリスト

アップされます。 
 次に、上の表 3-2 をフローチャートとして表現し、因果関係を考察していきます。 
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活動
（activities）

アウトプット
（ｏｕｔｐｕｔｓ）

短期的アウトカム
（short-term outcomes）

中期的アウトカム
（mid-term outcomes）

長期的アウトカム
（long-term outcomes）

既存施設の

利用開放

インフラ・設備の
高度化のための

技術開発

科学技術コーデ
ィネータによる
シーズとニーズ

のマッチング

マッチング課題
の発展的研究

開発の実施

各種普及

啓発活動

施設の利用者
増加、利用者属

性の多様化

若手研究者の

参加数

科学技術コーデ
ィネータによる

マッチング件数

優れた実験設備
等へのアクセス

の向上

普及啓発の

活動水準

海外共同

研究者の参画

インフラ・設備の
高度化

達成水準

インフラ・設備の

高度化・拡充

マッチング課題
の

研究開発成果

海外共同研究

者の参加数

海外評価者
によるパネル

評価

既存施設のアク

セスの多様化

若手研究者の

参入

良質な課題に対
する研究資金

の増加

産業界との共同

研究の拡充

海外評価者の

参加件数

海外からの成果

引き合いの増加

ナレッジの増加

オープンなコミュ

ニティの形成

●●分野における
日本のランキング

の向上

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 3-9 ロジックモデル作成の第２段階 

 
 表 3-2 でリストアップした項目をボックスで配置し、それぞれの因果関係を矢印で結びま

す。原因となるボックスから結果となるボックスに対して→の矢印を引きます。上の図で

は、「ナレッジの増加」と「オープンなコミュニティの形成」が双方向の矢印で結ばれてい

ますが、このような関係は共益関係です。お互いがお互いの実現に対して影響し合うよう

な場合には双方向の矢印で結びます。 
 ここまでの図 3-9 をプログラムマネージャー間で議論して作成したら、評価の専門家に見

てもらうことが重要です。 
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3.3.2.3  ロジックモデルのチェック 

評価の専門家は因果関係に誤りがないか、必要な要素が抜けていないかをチェックしま

す。特に、アウトカムのロジック展開に関するフローに着目してチェックします。 
 アウトカムのロジック展開で重要な点は次の２点です。 

 あるアウトカムは意図するアウトカムの直接的な因果関係を持つか？ 

 アウトカム同士の関係はいつでも成り立つか？ 

前者の質問に対する検討内容は、「アウトカムの実現に対して媒介的な機能（mediator）
が抜け落ちていないか？」ということです。例えば上の図では、「産業界との共同研究の拡

充」と「海外からの成果引き合いの増加」が「良質な課題に対する研究資金の増加」とい

う中期的アウトカムをもたらしていますが、このような因果関係が直接的に成立するで

しょうか。 

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 3-10 ロジックモデルにおける媒介的機能（mediator）の例 

 
 直接的に、つまり放っておいても因果関係が成り立ちそうであれば、ロジック展開とし

ては問題がありませんが、何かしらの媒介的機能がなければロジック展開に無理があると

考えられる場合には、具体的な媒介的機能を検討することになります。上の例では、プロ

グラムの次の措置として新たなファンディング・システムの導入の必要性を検討していま

す。 
 また、後者の質問に関する検討内容は、「アウトカムの実現に対して、社会経済的環境の

変化が決定的に作用しないかどうか？」ということです。もし、アウトカムの実現に対し

て環境の変化が大きいようであれば、ロジックチャートにおいて、外的要因を調整的機能

（moderator）として考慮する必要が出てきます。例えば作成したロジックモデルの図 3-11
で、「施設利用者の増加、利用者属性の多様化」と「既存施設のアクセスの多様化」の因果

関係において、施設利用料金（コスト）が施設運営機関の事情で高騰した場合には、限ら

れた研究開発実施者しか利用できないということになり、多様化が促進されるとは限りま

せん。 
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出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 3-11 ロジックモデルにおける調整的機能（moderator）の例 

 
 アウトカムが、環境要因が変化しないという前提で設定されている場合、政策担当者と

してどこまでのリスク要因をプログラムの運営上考慮しているかという点がチェックの対

象となります。 
 このような修正を経て、ロジックモデルは適宜見直される必要があります。 
 
 
3.3.3  パフォーマンス指標の設定 
 ロジックモデルでアウトカムを示した後に重要なことは、アウトカムが達成されている

かどうかを判断するための評価指標を特定することです。 
 ここでは、ロジックモデルにも転用が可能なインディケーターの例として、米国行政管

理予算局（OMB：Office of Management and Budget）が採用している PART（Program 
Assessment Rating Tool）の業績評価指標を紹介します。米国では OMB が５年毎に省庁の

行政プログラムの評価を行っており、PART と呼ばれるプログラム評価ツールを採用してい

ます。PART とは、次のような特徴を持っています。 

 行政プログラムの業績（パフォーマンス）を測定し、業績を予算審議に反映させる 

 以下の4つのセクション（合計25個）の共通質問事項から構成される： 

 １．プログラムの目的とデザイン 

 ２．戦略的プランニング 

 ３．プログラム管理 

 ４．プログラム結果／説明責任 

 省庁側は単に質問に答えるだけではなく、その答えの根拠となる証拠書類を提示するこ

とが求められる。 

 PART が導入された結果、省庁側は自らのプログラムの業績を定量的に測定するために、

プログラムのアウトプットやアウトカムに対してインディケーターを設定し、パフォーマ
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ンスの計測を行うようになっています 。 
 ここでは、米国エネルギー省（DOE）の風力エネルギープログラムのインディケーター

の設定の仕方について紹介しましょう。 
 

事例：米国エネルギー省（DOE）風力エネルギープログラムのインディケーター 

 

【プログラムの目的】 
 風力エネルギープログラム（Wind Energy Program）は DOE のエネルギー効率・再生

可能エネルギー局（EERE：Office of Energy Efficiency and Renewable Energy）により

運用されるプログラムであり、風力エネルギーの実現可能性およびその利用レベルの向上

を目的としています。このプログラムは、より大きな枠組みである風力・水力発電技術プ

ログラム（Wind and Hydropower Technologies Program）の構成要素の 1 つであり、次の

ような構造を持っています。 

技術の実現可能性 技術の活用

低風速技術

主な活動内容：
・官民パートナーシップ

‐ コンセプト
- コンポーネント
- システム

分散型風力技術

主な活動内容：
・官民パートナーシップ

‐ コンセプト
- コンポーネント
- システム

システム・
インテグレーション

主な活動内容：
・モデル
・補助費用

・ユーティリティ・ルール
・送電計画
・技術シナジー

技術の受容

主な活動内容：
・州でのアウトリーチ
・郊外での風力開発
・アメリカ先住民
・電力パートナーシップ
・利害関係者との協働

目標A
2012年までに、大型システ
ムによる電力コスト（COE）
を、分類4の風速で、陸上
3￠/kWh、海上5￠/kWhに
する

目標C
2012年までに、国の（風力
に対する）エネルギー需要
を不都合なく満たすために
必要な次の諸活動を完遂
する：電力市場のルール、
接続の影響、運用戦略、
システム計画

目標B
2007年までに、分散型風

力システムによる電力コス
トを、分類3の風速で、 10
～15￠/kWhにする

目標D
2010年までに、少なくとも
100MWの発電容量を有す
る施設を30州に配置する

支援研究及び実験

主な活動内容：
・実現研究
・設計レビュー及び分析
・実証支援

支援技術及び分析

主な活動内容：
・標準及び認証
・フィールド実証実験支援
・テクニカルな課題分析及び

コミュニケーション

プログラムの目標

 

 
出所：EERE Web サイトより財団法人政策科学研究所作成 

図 3-12 米国エネルギー省（DOE）の風力エネルギープログラム 

 
【プログラムの目標】 
 プログラムの目標には次の４つが掲げられています。 
・2012 年までに大規模な風力システムを用いた発電コストをクラス４の風で 3￠／kWh（陸
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上）またはクラス３の風で 5￠／kWh（海上）まで下げる。 
・2007 年までに分散型風力システム（distributed wind system）を用いて現在クラス 5 の

風力で得られている 3￠／kWh のコストをクラス 3 の風力で達成する。 
・風力が国のエネルギー需要に支障なく貢献できるよう、2012 年までに電力市場ルールや

相互接続影響、運営戦略、系統計画等の整備をプログラムの活動の一環として完了させ

る。 
・2010 年までに少なくとも 30 の州で最低 100MW クラスの風力エネルギーの利用が行わ

れるよう普及啓発事業を展開する。 
 
【プログラムのインディケーター】 
 風力エネルギープログラムのアウトプット・インディケーターには次のような発電単価

が目標値ならびに実績値として示されています。 

 陸上クラス４の風速地域における発電
単価の目標値
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 海上クラス３の風速地域における発電
単価の目標値
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 家庭用（3～10キロワット）の分散型エネ
ルギー活用のクラス３の風速地域にお

ける発電単価の目標値と実績値
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 商業用（100キロワット）の分散型エネル
ギー活用のクラス３の風速地域におけ

る発電単価の目標値と実績値
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出所：EERE データより財団法人政策科学研究所作成 
図 3-13 米国エネルギー省（DOE）風力エネルギープログラムのアウトプット・インディケーター 
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 また、アウトカムのインディケーターとしては、次のような指標が目標値ならびに実績

値として示されています。 

 

 最低20MWクラスの風力発電設備を導
入した州の数

0
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 最低100MWクラスの風力発電設備を導
入した（する）州の数
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出所：EERE データより財団法人政策科学研究所作成 
図 3-14 米国エネルギー省（DOE）風力エネルギープログラムのアウトカム・インディケータ 

 
 ここで注意しなければならないことは、PART では、改善しようとしているアウトカム指

標に対して、どれだけ当該プログラムが具体的に貢献したかどうかの寄与率等は示されて

いないということです。また、アウトカム指標である風力発電設備の導入州の数について

は、本来であれば州の特性（人口、風況、既往電源の構成、送電網等の整備状況）の差な

どを考慮して、単純に集計できそうもありませんが、プログラムの目標として大型風力発

電設備の導入目標（2010 年までに 30 州）を掲げているため（また、そのための普及啓発

事業もプログラムの活動の範囲となっています）、このようなかたちでプログラムのパ

フォーマンスを示しています。 
 この理由は、PART ではプログラムが対象とする特定の社会経済的状況が、プログラム実

施期間中もしくは終了後一定期間中に結果として改善されていれば良いという立場に立っ

ていて、インディケーターの設定の焦点はどれくらいパフォーマンスが向上しているかと

いうことを目標値と実績値とで比較して定量的に把握することに当てられているためで

す。 
 PART のアプローチはある程度の合理性を持っていると考えられます。政策展開において

大切なことは、国民に結果を目に見えるかたちで示すことであり、結果が良ければプログ

ラムの妥当性は担保されるというものです。また、プログラムの内部に結果を導くための

政策的措置が組み込まれていることで、正確な寄与率は判断できなくても、一定の寄与が

あったとプログラム実施者側は主張することができます。PART の厳密な点は、こうしたパ

フォーマンス指標をプログラムの予算折衝の段階で実施側から提供することを要請してい

る点です。つまり、後から「いいとこ取り」ができないよう、最初から政策の効果を「約

束」させているのです。 
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3.4  プログラムの事前評価 
 
 わが国の場合、プログラムの事前評価に相当するのは、概算要求時に府省が作成する毎

年の事前評価書において記述される研究開発制度等の自己評価です。 
 研究開発制度等のプログラムは複数年度展開されることが一般的で、かつ、発展的に継

続される場合が少なくありません。つまり、プログラムの事前評価では、プログラムの循

環的改善に関する記述が中心となります。 
 循環的改善とは、目標を明確に定め、モニタリングによる達成度評価の結果を毎年の事

前評価の指標に用いることです。 
 ここでは、プログラムの事前評価書で特に記述すべき内容について解説します。 
 
 
3.4.1  プログラムの目標 
 プログラムの意義、アウトカムの設定の仕方についてはすでに見てきました。ここでは、

プログラムの目標について考察してみましょう。 
 プログラムの目標とは何でしょうか。事前評価書に記載すべき内容としては、成果に関

わる内容と実施機関側のマネジメントに関わる内容が抑えられている必要があります。 
 
3.4.1.1  成果に関わるプログラムの目標 

ミッション型のプログラムにおいては、アウトカム（意図した結果）が得られているか

どうかを示すことが目標達成状況を確認する手段となります。学術研究や基礎研究、応用

研究等への助成を目的としたプログラムでは、優れた成果の輩出が目的であるため、成果

の評価軸におけるポートフォリオから期待した成果群が出現しているかどうかを示すこと

が目標となります。 
 例えば、応用研究への研究開発助成プログラムの評価結果をこのような図 3-15 にして示

すことができるとします。評価軸は当該技術の実用化に関する評価項目と、市場性に関す

る評価項目です。それぞれの評価項目に関する評点を軸にして、研究開発課題の評価結果

をプロットすると、ポートフォリオを描くことができます。 
 実施しているプログラムがポートフォリオのどの領域における研究開発課題の発掘を行

うべきかの戦略的意図（＝目標）があれば、課題の終了評価の結果を毎年プロットしてい

くことで、戦略的目標の達成度を視覚的に示すことができます。 
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出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 3-15 成果の評価軸による課題のポートフォリオ 

 
3.4.1.2  マネジメントに関わるプログラムの目標 

提案公募型研究開発事業においては、プロジェクトの採択審査から終了評価まで一連の

マネジメントが不可欠になります。マネジメントの改善目標をバランススコアカードのよ

うな方法で示すことで、毎年の事前評価書におけるプログラムの目標を記述することがで

きます。 

 

表 3-3 マネジメントに関わるプログラムの目標 

視点 内容 単位 目標 H17 H16
財務の視点 事業費の推移 金額／年

事業費全体に占める管理費用 ％
事業担当者の人数 人

顧客の視点 応募申請数の伸び 申請数
顧客満足度 ％
Ｗｅｂ閲覧数の伸び（プログラムの認知度） 閲覧数
評価報告書のダウンロード数 DL数

内部業務プロセスの視点 十分な審査体制（１課題あたりの審査人数） 人／課題
採択審査の決定から助成契約までの期間 日

イノベーションと学習の視点 担当者の研修日数 日／人
担当者のOff-JT機会 回／人
中間評価におけるプログラムマネジメントの評点 評点

実績と目標を
記載

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 
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プログラムの事前評価では、モニタリング等で得られるプログラムに関わるデータを活

用し、循環的にプログラムを改善していくことで目標設定を行うことになります。 
 
 
3.4.2  評価システムの運用 
 プログラム・マネジメントを循環的に改善していくことの目的は、より良質な研究開発

課題を見いだし、研究開発を促進することで優れた成果を生み出すことです。良質な課題

や優れた成果は、プログラム自身が評価システムを内包し、評価システムを運用すること

で見いだされるものです。 
 したがって、事前評価の段階でプログラムの評価システムをきちんと明記しておく必要

があります。評価システムとは、評価の体制、評価の仕組み、評価結果の活用方法に関す

る一連の取り決めのことです。 
 
3.4.2.1  評価の体制 

評価の体制とは評価から意思決定に至る実施体制のことです。採択評価であれば、次の

ような実施体制と役割が描けるでしょう。 
 

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 3-16 評価の体制と評価のフロー 

 
 プログラムマネージャーは一連の審査のサポートを行います。最初にプロポーザルに対

し、形式的な資格審査（formal examination）を行います。次に、ピアレビューを実施す

るため、レビューアの選出を行います。選出されたレビューアはレビュー評価を実施しま

す。ピアレビューの結果から一次採択案が提出されると、それらについて専門家や有識者

からなる評価委員会がランキングを行い、採択評価を行います。プログラムマネージャー

はパネル運営に関わり、パネル評価が円滑に行われるようコントロールします。評価委員
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会は一時採択案のランキングを行い、最終的な採択結果の案をとりまとめます。最後に、

プログラムの責任者であるプログラム・ディレクターが承認して採択結果が決定されます。 
 このように、評価における実施体制と役割、あるいは責任体制をあらかじめ明確にして

おくことが重要です。 
 
3.4.2.2  評価の仕組み 

 評価の仕組みとは、具体的にどのような評価項目・評価基準でプロポーザルが評価され

るかを明らかにすることです。また、必要に応じて、ヒアリングや現地見学などのオプショ

ンを実施するなどの措置についても明確にしておきます。 
 
3.4.2.3  評価結果の活用の方法 

 中間評価ならびに事後評価の結果について、どのように活用するかについて評価システ

ムを設計する段階で明らかにしておきます。例えば次のような活用の位置づけが考えられ

ます。 

 中間評価では、プログラム・マネジメントの妥当性について評価し、事後評価段階での

プログラム実施側のマネジメント改善の判断材料とする。 

 中間評価における成果の出現状況を踏まえ、毎年の採択評価のあり方を検討する際の材

料とする。 

 事後評価における成果の出現状況から、後続プログラムの企画立案、マネジメントのあ

り方の判断材料とする。 
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3.5  プログラムの中間・事後評価 
 
 研究開発プログラムの中間・事後評価についてはどのように考えるべきでしょうか？プ

ロジェクトの場合と異なり、研究開発実施者への助言を得ることはありません。 
 むしろプログラム実施側のマネジメントを評価することが中心的な問題になります。こ

こでは、プログラムレベルでの目的・目標とは何か、プロジェクトのデータをプログラム

として評価するための考え方などを学びます。 
 
 
3.5.1  中間・事後評価の意義 
 プログラムが５年程度の中期にわたる実施期間を定めている場合、中間年において中間

評価を実施し、プログラム・マネジメントの適切性を評価することが重要になります。 
 プログラム・マネジメントが上手く機能しているかどうかは成果の出現状況と、マネジ

メント固有の目標設定に対して達成されているかどうかという二つの面から判断されます。 
 
 
3.5.2  プロジェクトの実績のデータ 
 プログラムにおける成果とは、プロジェクトの実績をプログラムレベルで集計可能な

データとしてとりまとめ、類型化したり、ポートフォリオを組むことによって示されます。 
 つまり、プロジェクトのデータを要素としてプログラムの全体像を描く作業が必要にな

ります。以下では、プログラムのロジックモデルとも適合的になるように、インプット、

アウトプット、アウトカムのデータの整理の仕方を考察します。 
 
3.5.2.1  インプットデータの類型化 

プロジェクトのインプットに関わるデータを集約します。インプットには、プログラム

による投資額・助成額の他に、マッチングファンドであれば民間企業の出資額、投入要素

としての研究者数、プロジェクト従事者等の人材、利用設備等の情報が必要になります。 
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表 3-4 プロジェクトのインプットデータの例 

データ
事業費 公的資金 円

民間資金 円
事業費内訳 人件費 円

直接経費 設備費 円
消耗品費 円
データ・ソフトウェア等
購入費

円

旅費 円
その他 円

間接経費 円
人材 研究者 男性 人

女性 人
プロジェクト従事者 男性 人

女性 人

インプット

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

 
 これらのデータから、プログラムレベルでの集計を行います。事業費のような連続的な

データは、階級区分を行うことで度数分布にして示すことができます。また、多くのデー

タはプロジェクト間でデータラベルを統一（詳細なものは統合し、大まかなものは内訳を

調べ）して円グラフにすることで、全体的な傾向を示すことができます。 
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出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 3-17 プログラムレベルでのインプットデータの集計例 

 

3.5.2.2  アウトプットデータの類型化 

 アウトプットについてもプロジェクト間で集約可能なように類型化を行う必要がありま

す。 

表 3-5 プロジェクトのアウトプットデータの例 

データ
論文数 海外査読付き 本

国内査読付き 本
ＤＰ 本

学会報告 招待講演 回
学会発表 回

国際学会・シンポジウム等 招待講演 回
学会発表 回

技術報告書 本
特許 IPC分類別出願数 件
ワークショップ開催数 回
報告会開催数 回

アウトプット

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

 アウトプットデータについては、把握可能な活動の水準を悉皆的に収集しなければなり

ません。アウトプットの数値自体に意味があるのではなく、どのような活動を行ったのか

という類型に意味があります。プロジェクト報告書では、個別具体的な活動が列挙されて

いますが、それらを類型化し、プロジェクト間で比較可能なデータに落とし込む作業が必

要になります。 
 また、特許データなどは、単に件数を集めても意味がありません。当該特許の IPC
（International Patent Code）４桁分類程度の情報を併せて収集すれば、プログラムによ

るパテントマトリクスなどが描けるため、後々の分析に有用です。 
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3.5.2.3  アウトカムのデータ 

 アウトカムのデータについては、プログラムの目的・目標に依存するために、一概に述

べることはできません。一部の社会経済的効果（市場化、商品化、起業化等）をプログラ

ムの主たる目的に据えている場合には、そのようなデータをプロジェクトの追跡調査から

収集しなければなりませんが、中間報告や事後報告の段階で満足に得られるかどうかは不

確定です。 
 中間評価や事後評価の段階では、プログラムレベルでの集約化されたアウトカムを評価

するためには、アウトカムのポテンシャルについてデータ分析するしかありません。 
 ここでは、高度な分析手法を用いずとも、アウトカムのポテンシャルを評価する方法を

例示します。 
 プログラムの目的・目標は、プロジェクトの評価項目・評価基準にも反映されていなけ

ればなりません。プロジェクトの評価項目・評価基準はパネル評価等によって、スコア化

されるケースが一般的です。例えば以下の評定区分によって、アウトカムのポテンシャル

が評点付けされているとしましょう。 
 

表 3-6 アウトカムに関連する評価項目・評価基準・評定区分の例 

評価項目 評価基準 評点 評定区分
研究開発成果の経済的効果は認められるか？

成果は実用化の水準に達しているか？ Ａ
実証試験の結果も良好で、十分に実用化の
水準に達している

Ｂ
実用化のためには、まだ実証試験の継続が
必要である

Ｃ
実証試験段階まで達していないので実用化
を判断できない

成果の市場化の可能性はあるか？ Ａ
革新的な性能向上と製造プロセスの両立が
可能であり、十分に市場化の可能性がある

Ｂ

・革新的な性能向上は認められるが、製造プ
ロセスの大幅な更新が必要であり、量産効
果が得られなければ市場化は難しい
・製造プロセスの流用が可能だが、性能向上
の幅がまだ大きくなく、引き続き開発の必要
性を認める

Ｃ
一定の性能向上は認められるが、既存の製
造プロセスを踏襲できないため、コストが高く
市場性が低い  

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

 上の表 3-6 の評定区分にしたがって、各プロジェクトが評点付けされているとしましょう。

ここで、評点Ａを３点、Ｂを２点、Ｃを１点と定義してスコア化します。すると、研究開

発成果の経済的効果というアウトカムに対して、「実用化」と「市場化」の二つの評価軸で

プロジェクトのポテンシャルを評価することができます。 
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出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 3-18 ポートフォリオによるアウトカムのポテンシャルの示し方 

 
 このようなポートフォリオを作成し、アウトカムのポテンシャルを視覚的に示すために

は、アウトカムをパネルに評価してもらうための評価項目・評価基準、特に重要なものが

評定区分の設定の仕方になります。プログラムの意図した結果であるアウトカムが、どの

ような条件をクリアすれば実現可能かについて考察し、プロジェクト評価の際に、その可

能性を検討してもらうことが必要です。評価パネルが評点を付けるのに混乱するような評

定区分の設定の仕方は厳に慎むべきです。 
 
 
3.5.3  プログラム固有のデータ 
 プログラム固有のデータとは、プロジェクトの活動や成果とは独立したデータのことで

す。例えば、申請数などは、プログラム全体のデータとしてしか把握されません。 
 プログラム固有のデータをできるかぎり悉皆的に把握し、蓄積することでマネジメント

の改善に資する要因を検討することができます。以下はプログラム固有のデータの例です。 
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表 3-7 プログラム固有のデータの例 

プログラム固有のデータ 単位
プログラム全体の予算 円／年
公募説明会実施回数 回
公募説明会実施会場数 箇所
公募説明会参加人数 人
年間公募回数 回
電子申請の導入の有無 －
公募申請数 件
公募に際して必要な書類の数 種類
レビュー審査数 件
１課題あたりの審査員数 人
採択案件数 件
採択率 ％
プロジェクト中止案件数 件
研究開発期間の延長申請数 件
プログラム事業費に占める資金配分機関の管理費用 ％
プログラムマネジャーの人数 人
評価に関わるコスト
　（プロジェクトの終了評価、プログラムの中間・事後評価）

円／年
 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

 
 プログラム固有のデータをいくら眺めても、すぐれた研究開発課題やプロジェクトが生

み出されるわけではありませんが、プログラム全体のマネジメントを考える上での参考情

報として整備しておく必要があります。 
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4  独立型プロジェクトの評価 

 
 独立型プロジェクトとは、総合政策・計画の特定の目的を達成するための独立した研究

開発プロジェクトのことです。大綱的指針の分類では、予算規模が比較的大きく、重点的

資金や基盤的資金による研究開発課題が相当します。 
 特に、総額が約 300 億円を超える研究開発投資については、総合科学技術会議が必要に

応じて専門家・有識者を活用し、府省における評価結果も参考として調査・検討を行い、

その結果を受けて評価を行い、その結果を公開するとともに、評価結果を推進体制の改善

や予算配分に反映させることとしています。 
本章では、国が実施する研究開発のうち、比較的大型の独立型プロジェクトの評価につ

いて、重視すべきポイントを解説します。 
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4.1  独立型プロジェクトに要求されること 
 
4.1.1  プロジェクトと創造のプロセス 
 大型の研究開発、基盤開発等でもっとも要求されることは、プロジェクトの目的・目標

を計画年度内に確実に達成し、成果の運用を図っていくことです。そのためには、確実な

実施体制や実効的なマネジメントが不可欠になります。また、全体を統括する強いリーダー

シップが必要となります。 
 ここで、技術開発プロジェクトにおける「創造のプロセス」を図式化したものをご紹介

しましょう。「創造」は今日的には「イノベーション」と置き換えて構わないでしょう。 
 

実行 コンセプト

モデル意思決定

ビジョン

ソリューション

【目的の明確化】

プロジェクトに対する期待は何か？

【目標の設定】

全体として、どのような
成果を得るべきか？

どのようなプロダクツを
作るべきか？

【方法論に関する検討】

全体最適の観点から、
どのような研究開発方
法、プロダクツの仕様
を採用すべきか？

ビジネスモデルとして
成り立つか？

【ソリューションの選択】

利用できるソリューションは何か？

すべてのソリューションを自前で開発す
べきか？

【リーダーシップ】

意思決定をすぐに実行
に移せるか？

計画の変更、契約先、
パートナー等の変更等
を迅速に行うことができ
るか？

【体制・マネジメント】

プロジェクトの環境の変
化、進捗状況等に応じ
て、適切な意思決定を
行えるか？

全体の観点から判断で
きる人材がいるか？

 

出所：宮田秀明(2004)「理系の経営学」を基に財団法人政策科学研究所作成 

図 4-1 技術開発プロジェクトにおける創造のプロセス 

 
 この図 4-1 は民間企業の製品開発を想定すると非常に分かりやすくなります。例えば、

Apple 社の携帯音楽プレイヤー「iPod」を当てはめてみましょう。「ビジョン」には製品企

画段階における究極的な目的が入ります。初期の iPod の開発ビジョンは「ユーザーの CD
コレクションを丸ごと持ち運べる携帯音楽プレイヤーを開発する」というものでした。 
 続く「コンセプト」では製品のスペックを決定します。要求される開発目標水準を具体

的なスペックに落としていく作業が発生します。このプロセスには、デザイン性、質感等

の感覚的要求水準も含まれます。 
 「コンセプト」が固まったら、どのように開発するか、商品展開するかビジネスモデル
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として成り立たせるか、という具体的な「モデル」の設計を行います。iPod の場合、開発

当初から iTunes との連携を前提に設計されていましたが、2005 年からはネット音楽配信

ビジネスと組み合わせることで新しいビジネスモデルを創出しました。 
 「モデル」が決定したら後は「ソリューション」を選択することになります。ここで言

う「ソリューション」とは、与えられたビジネスやサービスのモデルを実行するためのや

り方（実行手段）のことです。iPod や iPhone では「ソリューション」からプロダクツの

発想を得るのではなく、先にプロダクツのコンセプト、モデルがあって、必要な技術を外

部調達するというアプローチが採られています。音楽プレイヤーを作ったことのない企業

だから採用できた開発戦略であると言えます。 
 大型プロジェクトが失敗する事由のひとつとして、「ビジョン」からいきなり「ソリュー

ション」への発想のパスが挙げられます。いわゆる「シーズ型」の発想でプロジェクトを

企画しても、結果としてイノベーションに至らないという事例は、「コンセプト」や「モデ

ル」の検討が十分になされていないことが多いと言えます。 
 ここまでの開発戦略が立てられていたら、後はマネジメントをしっかりと行うことです。

この段階で非常に重要なことは、「意思決定」と「実行」に関する権限が研究開発実施者側

に委ねられているかどうかということです。開発の段階では予期しないことが発生します。

状況に応じて適切な判断を全体的な観点から行える人材がいて、それを実行に移すリー

ダーシップが要求されます。 
 国が実施する大型の研究開発プロジェクトも、最終的なプロダクツが商品か、公共的基

盤を有するものかという違いはあっても、創造のプロセスという観点から見れば民間企業

のそれと変わりはありません。例えば、上の創造のプロセスに地球シミュレータ開発プロ

ジェクトを当てはめて考えてみましょう。 
 地球シミュレータは高度科学演算へのニーズが高まってきたことと、バブル後遺症に悩

む我が国において高性能計算機の技術維持・発展を図る観点から、1997 年に当時の科学技

術庁主導で開始されました。プロジェクト計画期間は 5 カ年、総額 600 億円の巨費を投じ

られています。 
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写真出所：地球シミュレーションセンター提供資料 

図 4-2 地球シミュレータの創造プロセス 

 
 地球シミュレータ開発プロジェクトでは、「世界最速のコンピュータを開発する」という

ハード上の開発目的と、「仮想地球を実現し、気候変動、地殻変動等のシミュレーションを

行う」という利用目的が設定されていました。こうしたビジョンを実現するための開発基

本コンセプトとしては、「気候シミュレーション等の科学技術計算に特化した性能要件を満

たす」というものでした。 
 地球シミュレータの開発モデルは当時、世界の高性能計算機の主流であったスカラー型

プロセッサによるグリッドシステムではなく、ベクトル型並列処理方式でネットワークを

組むという選択をしています。この基本的方針を受け、ソリューションとしては、開発を

請け負った NEC のメインフレーム SX-5 を１チップ化し、集積度を高めるという研究開発

が実施されました。 
 ここまでの開発方針をとりまとめ、精力的に研究開発マネジメントを展開し、リーダー

シップを発揮したのが故三好甫博士（地球シミュレーション研究開発センター長）でした。

三好博士は地球シミュレータの完成を見ることなく他界されましたが、佐藤哲也博士（地

球シミュレータセンター長）がシステムアップと基幹ソフトの改良を引き継ぎ、完成させ

ました。 
 地球シミュレータは 2002 年 4 月に LINPACK ベンチマークで実効性能 35.86TFLOPS
を記録しました。この数値は当時最速であった米国のスーパーコンピュータ ASCII-White
に実行速度で 5 倍以上も上回るものでした。 
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 地球シミュレータの成功要因は、2 位以下のスカラプロセッサ超並列コンピュータと比較

し、ベクトル計算機特有の高速高バンド幅のメモリシステムおよび単段クロスバーネット

ワーク接続による低レイテンシ（データ転送の遅延速度）によるものと分析されています。

つまり、創造のプロセスにおける「コンセプト」と「モデル」とが正しかったことの証明

です。 
 独立型プロジェクトでは、このように研究開発評価の前提として、プロジェクト自体の

設計がきちんと行われているかどうかという点が大変重要になります。公的資金を巨額に

費やす独立型プロジェクトでは、何よりもプロジェクトの目的・目標が意図した通りに実

現しているかが最も重要であり、それを担保するためのコンセプトやモデル、正しいソ

リューションが選択されているかという点がチェックポイントになります。 
 逆に、プロジェクトの意義を事後的に解釈するのは厳に慎まなければなりません。プロ

ジェクトが失敗だったかどうかの判断を分けるのは、プロジェクトの当初の目的が果たさ

れたかどうかの１点です。むしろ、なぜ失敗したのかの原因解明を評価のプロセスによっ

て明らかにし、新しいプロジェクトへの知見の集積をもたらすようにすることが研究開発

評価の本来のあり方です。 
 
 
4.1.2  プロジェクトの経済性 
 予算規模の大きい独立型プロジェクトでは、公的資金を投入することに対する説明とし

て、プロジェクトの経済効果がどれだけあるか、またプロジェクトが経済効率的であるか

が財務当局ならびに国民の重要な関心事項となります。 
 したがって、プロジェクトの全体としての目的がいかなる社会経済効果をもたらすか、

コストパフォーマンスがどれくらいなのかについての客観的予測が評価の一方の課題とな

ります。 
 社会経済的効果については基本的に次のような価値を貨幣換算することで示すことがで

きます。 

 財務的便益：プロジェクトの成果が商品化され、市場において普及した際に得られる収

益 

 経済的便益：従来の製品や技術と比較して、時間短縮、省エネ、省資源、である場合の

コスト削減便益。もしくはコスト一定で比較した場合の大幅な性能向上による便益。 

 社会的便益：プロジェクトの成果が普及することによってもたらされる国民への便益。

排出物削減、事故リスク削減、健康影響の低減等に関わる便益 

 オプション価値：現状の事業環境下では財務的便益が得られなくても、為替レートや原

油価格が大幅に変化した場合には価格競争力が得られる場合の価値。 
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 図 4-3 は大型実験施設を例にした場合のプロジェクトの経済性評価の枠組みを示したも

のです。 

CBA

CEA

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 4-3 大型実験設備開発プロジェクトの経済性評価の枠組み 

 
 プロジェクトの経済性評価を行うには、まずプロジェクトによって何がもたらされるの

かを定量的に評価する必要があります。 
 もっとも基本となるのはコスト要因です。大型実験設備の開発プロジェクトではプロ

ジェクト全体の事業費はコストにはなりません。実験設備のライフサイクルに伴う運用費、

バックエンドコストが考慮されていなければ、作った後のことは「知らぬ存ぜぬ」という

無責任なことになってしまいます。また、民間企業の参画を条件としている場合には、民
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間企業の持ち出し部分も費用として考慮しなければなりません。 
 次に、実験設備のような研究基盤の開発であれば、建設しようとしているインフラの仕

様が定まっていることが前提条件となりますので、設備の性能がある程度把握可能です。

つまり、設備の技術的特性を性能指標によってできるだけ客観的に評価する必要がありま

す。性能指標を効率よく、システマティックに行う一般的な方法論は存在しません。技術

領域における専門的知識と経験による勘といった「目利き」の要素も大変重要です。しか

しながら、当該技術をどのように評価するかという観点がある程度共通の認識としてあれ

ば、その代理指標を専門家が選ぶことは可能です。例えば「高性能」といった場合には「出

力」や「応答速度」などが考えられるでしょう。 
 また、設備の用途についても評価する必要があります。利用計画に基づいた個々の研究

プロジェクトの成果利用の面から、あるいは産業利用による民間の研究開発促進の効果、

実験設備が所在する地域への効果（雇用、財政等）を示すことも重要です。 
 最終的には、そのような個々の研究開発プロジェクトがもたらす社会的便益、経済的便

益まで評価することができれば経済性評価として申し分ないわけですが、これについては、

設備を利用する研究開発プロジェクト群が具体的に定まってからでないと評価できません

ので、評価時期に依存すると言えます。 
 こうした枠組みと経済性評価手法との関係について述べておきましょう。 
 まず、開発目標と仕様が定まっていればどの段階でも確実に適用できるのが費用分析

（CA: Cost Analysis）です。上の図で言えば、実験設備の性能指標に対していくらの建設

費用が掛かるかという指標が作成できます。こうした指標が他の類似設備の指標と比較し

たとき、どれだけのコストパフォーマンスを有しているかで一定の経済性評価が可能とな

ります。 
 次に、実験設備を利用した研究開発プロジェクトが利用計画として具体的に選定されて

いれば、これらの研究開発プロジェクトが目標としている成果から社会経済的影響が推計

されます。この時、社会経済的影響が物理量で示される場合には、費用効果分析（CEA: Cost- 
Effect Analysis）が適用されます。費用効果分析では、ある効果（例えば CO2 排出削減量）

に対していくら費用が掛かるのかを明らかにします。費用はこの場合、当該設備のライフ

サイクル・コストが相当しますが、ある特定の研究開発プロジェクトが当該設備を全て利

用する訳ではないので、何かしらの配賦基準（利用時間数等）で割り引く必要があります。

また、個別の研究開発プロジェクト自体の費用も考慮しなければなりません。計算される

指標は、○○円／効果（例：2000 円／t- CO2）という限界費用の形式で表されます。限界費

用は他のプロジェクトや施策による効果と比較するための指標です。CO2 排出削減効果で

あれば、予算制約に応じて限界費用の低い対策から順次実施するという戦略が展開できま

す。 
 社会経済的影響が何かしらの価値評価を反映して貨幣換算価値で示される場合には、費

用便益分析（CBA: Cost-Benefit Analysis）を適用します。実務的には、費用便益分析はもっ
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とも労力を要する経済性評価になります。貨幣換算係数は非常に高度な推計手法を要しま

す。また、その不確実性も大きいため、費用便益比も本来は一意には決まらないことに留

意する必要があります。費用便益比は、効果（円）／費用（円）の形で表現されます。通

常、費用便益比が１を超えていれば、社会的便益が費用を上回るため、プロジェクトの実

施が社会的に望ましいという結論になります。 
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4.2  独立型プロジェクトの評価とは 
 
 独立型プロジェクトは予算規模が大きく、複数年度に渡って展開されることが一般的で

す。また、プロジェクトの全体が複数の研究開発ステージに分けられていたり、平行した

サブ・プロジェクトを内包し、全体での研究開発目標の達成のために位置づけられていま

す。 
 このような特徴を持つ独立型プロジェクトを評価する場合、プロジェクト全体をごろり

と評価することはできません。プロジェクトをいくつかの要素（サブ・プロジェクト）に

分け、その要素についての評価を積み上げることが重要です。つまり、独立型プロジェク

トの階層化を行い、階層化された個々の要素について評価することが重要になります。評

価対象をシステムとして捉えることで、当初の研究開発目標が達成されたかどうかについ

ての評価が行われます。 
 また、独立型プロジェクトには多くの人材、組織が参画します。これらの統括的な実施

体制や研究開発マネジメントがプロジェクトの成否を決定的に左右します。したがって、

他の評価対象と異なり、研究開発実施者側の体制・マネジメントがもっとも重要な評価項

目として検討されなければなりません。 
 これ以外にも、独立型プロジェクトは先端的な領域、フロンティア領域において研究開

発が実施される場合が一般的であるため、新しい知の発見、ナレッジの拡大、ネットワー

クの形成、スピルオーバー等の副次的な効果が期待されます。こうした項目についての情

報を整理することが非常に大切になってきます。 
 以下では、独立型プロジェクトの評価で特に重要な点を評価時期毎に指摘します。 
 
 
4.2.1  事前評価の段階 
4.2.1.1  プロジェクトの事前評価項目 

 独立型プロジェクトの事業計画はどのように策定されるでしょうか。多くのプロジェク

トは、定型的もしくは非定型的な情報を下に、事業推進部署が原案を作成することになり

ます。プロジェクトの原案に対して、有識者等による外部評価を実施し、プロジェクト原

案を修正するプロセスが入る場合もあります。ここでの有識者とは多くの場合、プロジェ

クトにおいて展開される研究開発領域の専門家が内容をチェックするために配置されます。 
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出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 4-4 政策形成プロセスと事前評価プロセス 

 
 修正されたプロジェクト案が大型案件（総額約 300 億円以上の重点的課題）であれば、

総合科学技術会議においてさらに評価が実施されます。ここでの議論で必要性について評

価されることは稀でしょう。上の図 4-1 にある通り、プロジェクトのビジョンそのものはさ

まざまな情報を勘案し、プロジェクトの意義について十分に検討されているからです。 
 むしろ、評価専門委員会での議論では、独立型プロジェクトの予算案に対する有効性な

らびに効率性に関わるポイントの明確化が事業推進部署に対して要求されます。特に、プ

ロジェクトの目的に対する明確な目標水準の設定、ならびに研究開発方法、事業推進体制、

事業推進上の権限の設定等が重視されます。 
 
4.2.1.1.1  プロジェクトの目的・目標 

 独立型プロジェクトの目的を設定することはプロジェクトから得られるアウトカムを明

らかにすることです。しかしながら、独立型プロジェクトでは、プロジェクトの目的につ

いて「○○構築を通じた次世代技術の習得」や「△△関連分野における科学技術人材の育成」

といった派生的な部分の記述が目立ち、現実に投資の対象となる研究開発の中身や技術開

発目標と掲げられたプロジェクトの目的とが対応していないような印象を受けるものが少

なくありません。 
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プロジェクトの目的はけしてお題目ではなく、全体として何を達成すべきかを明確にコ

ミットするものでなくてはなりません。そのためには、プロジェクトの中で実施される研

究開発の目標水準や技術水準が目的達成のための最適な手段であることを担保するような

記述になっていなければなりません。 
 独立型プロジェクトの場合には、予算年度が終了した時点で明確に目的達成の評価がで

きるよう、具体的なプロジェクトの目的を設定する必要があります。この目的が達成され

たかどうかでプロジェクトの失敗・成功が客観的に分かるように事前評価の段階で措置し

ておくことが重要になります。誤解を恐れずに言えば、プロジェクトは失敗しても構わな

いのです。およそ研究開発を実施して失敗しないということはあり得ません。ただし、「な

ぜ失敗したのか」に対する教訓を得ることに対して努力がなされなければ本当に「税金の

無駄遣い」で終わってしまいます。 

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 4-5 プロジェクトの目的・目標の設定 

 
 独立型プロジェクトの目的・目標の設定では、何を以ってプロジェクトの失敗／成功な

のかをあらかじめ明らかにしておくことがプロジェクト・マネジメント上もっとも重要な

ことです。意義と目的を混同してはいけません。 
  
4.2.1.1.2  プロセスの設計 

 研究開発目標を達成するための手段として、研究開発や事業実施の方法を明記しなけれ

ばなりません。このとき、目標に対する手段としてなぜそれが最適なのかについての判断

情報が必要になります。 
 研究開発目標が設定されたら、いきなり研究開発方法の各論に移るのではなく、プロジェ

クトのモデルが検討される必要があります。サブテーマの構成やサブテーマ毎の予算規模、
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全体スケジュールなどを、全体最適の観点と持続可能性の観点から検討します。 
 プロジェクトのモデルが設定されたら、ようやくソリューションについて検討します。

技術シーズとして何が採用可能か？、研究開発方法等のプロセスは何が最適か？、研究開

発方法等の見直しも含め、サブテーマの目標を達成するためにどのようなスケジュールで

研究開発を実施すべきか？といった内容を詰めていきます。 
 

 

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 4-6 プロジェクトのプロセスの設計 

 
 プロジェクトによってはコアとなる技術シーズを発展させることでビジョンを描く場合

も想定されるでしょう。しかしながら、目的・目標表現ならびにプロセスの設計では、常

に、「目的＝手段」関係を優先させなければなりません。そうすることで、プロジェクトの

意義から個別の研究開発課題までを一貫した論理で説明することができるからです。独立

型プロジェクトの事前評価では何よりも理由付けが重視されます。逆に、こうした論理展

開が難しい場合には発展させようとしているシーズに問題があると考えなければなりませ

ん。 
 
4.2.1.1.3  体制・マネジメントの設計 

 ソリューションのレベルまで詰めることができたら、後は具体的な研究開発の実施主体

を割り当てます。また、プロジェクト全体の統括的立場の責任者（個人名が望ましい）を

指定することが重要です。統括的立場の責任者は、プロジェクト執行上の全権限を持って

いることが重要です。 
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4.2.1.2  プロジェクトの構造化とロードマップ 

 大型研究開発案件である独立型プロジェクトでは、プロジェクト内の各研究開発やその

他のプロセスを構造化して、プログラムのように設計する必要があります。つまり、プロ

セス別に目標を定め、プロジェクト全体の目的・目標に対してどのような手段（寄与）関

係にあるのかを明記する必要があります。  
 図 4-7 は米国エネルギー省のプログラム、「炭素隔離プログラム（Carbon Sequestration 
Program）」のうちの一つのプロジェクトである、炭素捕捉（Carbon Capture）研究開発

プロジェクトの内容を構造化したものです。 
 

 

出所：米国エネルギー技術研究所（NETL）"Carbon Sequestration Technology Roadmap and Program Plan 2006"よ

り、Carbon Capture Project の概要図 

図 4-7 大型プロジェクトの構造化とロードマップの例 

 
 図 4-7 では、プログラム（DOE の政策）に対して炭素捕捉研究開発プロジェクトがどの

ように位置づけられ、プロジェクト内の各サブ・プロジェクトが目的別に配置されていま
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す。全体の流れとしては、エネルギー転換プロセスの中で取り組むべき研究開発（緑字）

と、本流である炭素捕捉プロセスの研究開発が推進され、研究開発の進捗状況によって最

適な組み合わせや技術の切り替えなどを検討する段階（cross cut pathway）を経て、プロ

グラムの達成目標にコミットするという展開になっています。その他にも、上位政策であ

るプログラムの補助事業によって民間が取り組むべき課題（赤字）、プログラム期間中に呼

び検討されている課題（青字）が補完的に配置され、当該研究開発プロジェクトだけで目

標年次における CO2 排出量の削減が達成されるわけではないということが理解できます。 
 この事例で重要な点は、最終的な目標達成年次は定めていても、プロジェクト内の研究

開発テーマについて詳細なスケジュールは設定されていないことです。それはプロジェク

トの最終段階で「切り替え経路（cross cut pathway）」が用意されていることからも分かる

ように、研究開発課題が必ずしも期待通りに実施されるという保証がないため、予め複数

の代替的手段を同時に走らせて、ある時期に取捨選択をするという意思決定プロセスを組

み込んでいるからです。 
 つまり、プロジェクトの初期段階ではあらゆる可能性を模索しつつも、一定の時期にモ

ノにならない研究開発課題については、積極的にコントロールし、最終的なプログラムの

目標に寄与するものだけを残すという、「意思決定→実行」の創造のプロセスが機能してい

ます。このプロセスを反映して、米国エネルギー技術研究所では、上のプロジェクト概要

図を毎年更新しています。 
 上位のプログラムの目標年次は、プログラムのロードマップによって定義されています

が、科学技術先進国のロードマップは基本的にアウトカム・ベースで設定されます。技術

開発だけでなく、産業界のインセンティブや市場トレンドを想定しつつ、相互に補完的な

役割を期待してプログラムの達成目標年をプロットします。したがって、その下にぶら下

がる研究開発プロジェクトでは、プログラムのロードマップに従って、プロジェクト・マ

ネジメントが実施されことになります。 
 我が国でも経済産業省をはじめとして、さまざまな技術ロードマップが作成されていま

す。独立型プロジェクトの開発目標は、省庁の戦略目標であるロードマップとリンクが取

れていなければなりません。 
 一方で、ロードマップ自体の改善も不可欠です。アウトカム・ベースではなく、シーズ

側からの発想でロードマップを作成している場合には、全体最適が図れないことと、代替

的な研究開発プロセスをコントロールできないという欠点があります。つまり、そこに描

かれている目標年次は絵に描いた餅になってしまいます。本来、何かしらの問題解決のた

めの手段であるはずの研究開発が予算執行上の目的になってしまうという悪循環に陥りや

すくなってしまいます。  
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4.2.1.3  実施体制・責任の明記 

 プロジェクトを構造化した後は実施体制・責任を明記します。先の DOE の炭素捕捉研究

開発プロジェクトでは、複数の研究開発機関（公的研究開発機関や民間の研究所）が参加

しています。下の表 4-1 では、構造化された各研究課題毎に実施機関が設定され、研究内容

（description）、組織の持つ技術的優位性（Advantages）、研究開発目標（challenges）、研

究開発のアウトカム（R&D pathway）が記されています。 
 

表 4-1 大型プロジェクトの実施体制・責任の記載例 

 
出所：米国エネルギー技術研究所（NETL）"Carbon Sequestration Technology Roadmap and Program Plan 2006"より抜粋 

 
 
4.2.1.4  費用分析の実施 

 事前評価段階で研究開発費の総額を見積もるのは大変難しいことです。特に予算規模の

大きい独立型プロジェクトでは、挑戦的な目標性能を実現する装置等の開発にいくら掛か

るを事前に明らかにすることはほとんど不可能といっても良いでしょう。 
 ただし、完成するであろうシステムの建設費や維持費用、総業費等は既存のデータから

ある程度見積もることができます。研究開発費について具体的な見積額を弾くことができ

なくても、成果物であるシステムのライフサイクル・コストを想定することは最低限必要

な作業であると言えます。 
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 ライフサイクル・コストを推計するためには運用のための想定シナリオが必須となりま

す。例えばスーパーコンピュータの開発においては、完成直後の運用局面では NLS
（National Leadership Super-computer）として国内外最高水準の計算機としての役割を

果たすことが期待され、その後、後発のスーパーコンピュータの性能が追い越した段階で、

NIS（National Infrastructure Super-computer）としての運用局面に移行します。現在稼

働中の地球シミュレータはすでに最高性能計算機がもたらす計算科学の先導者としての役

割を終え、科学技術インフラとして大学や民間企業を含む研究機関の共同利用施設として

機能しています。段階的な運用計画も想定した上で、独立型プロジェクトは実施されなけ

ればなりません。 
 研究開発費の見積については、過去もしくは海外の同種のシステムの開発にどれだけコ

ストが掛かったかについてのサーベイが得られていれば、一定の目安にすることができま

す。他の事例と比較して、新型のシステムを開発する際に考慮すべき要因（性能指標、立

地条件、物価水準、研究開発のリードタイム、投入資材量、研究者数等）を加味すること

で、妥当な研究開発費用の幅を示すことができるでしょう。 
 

コラム：我が国の科学技術予算の問題点 『冗長性と継続性』 

 我が国の科学技術予算には冗長性がない、と指摘されます。一番分かりやすい事例は宇宙開発

です。科学技術衛星を１基打ち上げるプロジェクトが実施される場合、失敗した場合のバック

アップコストを予算として認めていないことが問題視されています。つまり、予備のロケットと

衛星を用意して、発射時期をずらして待機させておく、というような運用体制になっていません。

バックアップがなされていれば、１基目の打上に失敗してもすぐに原因のフィードバックをかけ

ることができ、その後の開発に活かすことができます。 

また、科学技術予算の連続性も問題視されています。大型プロジェクトが一度成功すると、す

ぐには継続的な研究開発予算が認められません。しかしながら、技術動向に関する調査研究や得

られた要素技術等の発展研究を継続的に展開しなければ、次の「玉」を出す時に最初の構想から

手がけなくてはなりません。大型プロジェクトにありがちな、「初年度のシステム設計とフィー

ジビリティスタディーに○○億円」は本来必要のないコストだったのかもしれないのです。 

「ワンショット」で研究開発プロジェクトを遂行せざるを得ないため、また、機会が限られて

いるために必要以上に高水準の技術開発に向かいやすいという傾向になります。こうした予算制

約は、逆に研究開発のリスクとコストを高め、さらに失敗した場合には全て無駄になってしまう

という綱渡りのような研究開発を実施者に課すことになります。 

目先のコストが重視された結果、返ってコスト高になってしまうというジレンマが科学技術政

策には存在します。科学技術関連予算においてはリスクを許容する仕組みの導入こそが中長期的

に研究開発の失敗の可能性とコストを下げることに結びつくのです。 
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4.2.2  独立型プロジェクトの中間評価 
 独立型プロジェクトの中間評価は、実施計画を遂行する上で非常に重要な位置づけを占

めます。プロジェクトの予算や研究開発計画の見直し、あるいは撤退を検討しなければな

らないからです。中間評価では、計画に対して進捗状況がどのようになっているか、ある

いは想定したコストをオーバーしていないか、適切なマネジメントが実施されているかと

いう点が重要になります。 
 
4.2.2.1  各サブ・プロジェクトの進捗状況 

 事前評価の段階において、プロジェクトは構造化され、いくつものサブ・プロジェクト

が研究開発計画に従って実施されています。それらの実施状況をモニタリングすることが

最初の作業になります。 
 技術開発プロジェクトでは、要素技術等の開発目標が個別に設定されていることでしょ

う。性能指標を個別の技術開発（サブ・プロジェクト）について設定し、中間評価時点の

指標が開発目標に対してどの程度達成しているかを把握することになります。 
 
4.2.2.2  予算執行状況 

 中間評価時点で、進捗状況と併せて把握する必要があるものに、予算の執行状況があり

ます。現時点での性能を得るために、これまでいくら研究開発に投資されたか、また試行

的に行った調査や研究開発にいくら投じているのか、こうした情報をサブ・プロジェクト

の範囲で整理することで、今後の研究開発予算がどれくらい必要になるかの目安が出来ま

す。 
 研究開発予算は許されている限り使用するというものではなく、執行上の理由を必要と

します。中間評価以降の期間で毎年度どれだけの研究開発予算が必要になるかは、研究開

発のフェーズにも依存しますが、これまでの予算執行状況からある程度の予測を立てるこ

とができます。 
 
4.2.2.3  意思決定・R&D マネジメント・体制 

 独立型プロジェクトでは、研究開発実施者のプロジェクト遂行上の意思決定の迅速さ、

R&D マネジメントの妥当性、研究開発体制の明確さが求められます。ただし、これらの評

価項目については、明確な判断基準を用意できません。中間評価時にこれらの評価項目を

評価するには、次のような場合が考えられます。 
1) 試行的、もしくは並行的に開発していた技術方式（サブ・プロジェクト）をプロジェ

クト全体の観点から採択・中止の判断した場合 
2) 見直す必要のあったサブ・プロジェクトの実施主体（参画機関）に対して、その後の

プロジェクトにおける関与のあり方を判断した場合 
3) 全体のスケジュールに調整の必要があり、何かしらの意思決定を行った場合 
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つまり、意思決定の必要性がなく、計画通りに進んでいるうちはトップマネジメントや実

施体制のあり方に問題があるわけではなく、何かしらの軌道修正や調整が図られた時に、

その判断が最善であったかどうかが問われることになります。特に、並行的な研究開発を

進め、プロジェクトのある段階においていずれかの成果を採択するような「切り替え経路

（cross cut pathway）」が設定されている場合には、トップマネジメントの妥当性が評価さ

れることになります。 
 
4.2.3  独立型プロジェクトの事後評価 
独立型プロジェクトの事後評価の最大の目的は、プロジェクトが成功だったか失敗だっ

たかを判断することです。この総合的な評価が行われた後に、各評価項目を評価する意義

が明らかになります。つまり、成功要因もしくは失敗要因の洗い出しが独立型プロジェク

トの事後評価の本質的な行為になります。 
 
4.2.3.1  目的・目標達成状況 

独立型プロジェクトの事後評価で問題となるのは、「研究開発目標は達成できたが、事業

の目的は達成できなかった」というケースが存在することです。このような場合、研究開

発実施者側が最善を尽くして優れた研究開発成果を生み出したこと自体は高く評価される

べきですが、事業目的の設定の仕方が誤っていたかどうか、または事業目的を達成するた

めの措置がプロジェクトに組み込まれていたかどうかについては厳しく評価されなければ

なりません。 
事後評価の段階で成功か失敗かを議論することを避けるためにも、事前評価の段階でど

のような状況がプロジェクトの成功と認められるかについて明らかにしておく必要があり

ます。事業の目的とは意図した結果（アウトカム）が得られているかということですが、

独立型プロジェクトの場合、意図する者は国に相当します。研究開発目標や技術開発目標

を評価することとは別に、意図した結果を得られているかどうかについては、事業実施者

（国）の政策能力と説明責任が問われています。 

 
出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 4-8 事後評価の目的・目標達成状況とプロジェクトの成功／失敗 
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4.2.3.2  プロジェクトのマネジメント 

事後評価の段階では、プロジェクトの成功・失敗が明らかになっています。この判断を

前提に、マネジメントが有効であったかそうでなかったかが評価されます。 
マネジメントに対する評価はプロジェクトの総合的な評価とセットになっています。い

くらマネジメントが高く評価されても、結果が伴わなければマネジメントが有効に機能し

たとは言えません。逆に、マネジメントに見るべきものがなくてもプロジェクトが上手く

行った、という解釈も成り立たないでしょう。プロジェクトを遂行する上での何かしらの

努力が行われていたと考えるのが一般的だからです。つまり、事後評価の段階では、マネ

ジメントに関する評価項目は総合的な評価と入れ子の関係にあると言えます。 

プロジェクト成功 プロジェクト失敗

【評価項目】

プロジェクト
マネジメント

マネジメント
が寄与

マネジメント
に問題有り

有用な知見の蓄積

総合的な評価

 
出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 4-9 事後評価におけるプロジェクト・マネジメントの評価の位置づけ 

 
事後評価におけるプロジェクトのマネジメントに関する評価のポイントには次のような

ものが考えられます。 

 
出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 4-10 プロジェクト・マネジメントの評価の観点 
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「総合化（synthesis）」の観点とは、様々な要素（サブ・プロジェクト等）から構成され

るプロジェクトの全体最適を図っているかどうかを問うものです。「事業に関係のないサ

ブ・プロジェクトがある」、「積極的な関与のない参加主体がいる」、「プロジェクト情報が

散逸している」等の状況が発生していれば、それはマネジメントにおいて総合化の観点が

欠落していると言えるでしょう。総合化はプロジェクトの実施期間全般において適宜行わ

れる必要があります。 
「正しい選択（trade-off）」とは、プロジェクトの途中段階で二者択一的な意思決定を迫

られる状況において、トップの責任において望ましい選択がなされたかどうかを検証する

ことです。こうした重要な決定を実行委員会などで多数決で決めているようでは、マネジ

メントの自主性が保たれているとは言えないでしょう。こうした意思決定はサブ・プロジェ

クトの成果を待つため、プロジェクト実施期間の中盤以降で行われます。 
「優先順位（priority）」はプロジェクトの時間的制約・予算的制約の下で実施するサブ・

プロジェクトに対してどのように優先順位を付けたかという観点です。これはプロジェク

トのスケジュールや予算配分を調整するという行為ですが、研究開発計画がまだ十分に練

られていない状態でスタートしたプロジェクトでは必須のマネジメントになります。優先

順位付けは通常、プロジェクトの初期段階で行われます。 
「循環・連鎖（spiral）」はサブ・プロジェクト間の効果的なコラボレーションを図るた

めの観点です。ある研究チームのミーティングに必ず関係性のある他の研究開発チームの

メンバーを加えるなど、研究者間の人的交流の側面が重視されます。こうした工夫はプロ

ジェクト実施期間に限らず、研究者ネットワークを構築していくためにも必要な措置であ

るといえます。 
「妥協（compromise）」はプロジェクトを計画期間内に終了させるために必要なマネジ

メント行為です。時間的制約、予算的制約を考慮して、実現可能なシステムを構築するた

めに研究開発目標の見直しを行います。最初から妥協をするのでは挑戦する意味がないの

で、妥協に関わるマネジメントはプロジェクトの終盤に検討される必要があります。 
以上のようなプロジェクト・マネジメントの観点を、評価対象である独立型プロジェク

トの特性に合わせてカスタマイズし、評価項目・評価基準を作成することで評価が可能と

なります。 
 
 
4.2.3.3  副次的成果 

 事後評価の段階においては、プロジェクトからもたらされた副次的な成果も数多く生み

出されています。目的・目標としていたシステムの構築以外に、科学技術的に価値のある

成果（論文や学会発表）、産業技術へのスピルオーバー（技術的波及）の可能性、ネットワー

クの構築（研究者コミュニティの形成）等、評価時点で把握可能な成果に関する情報を悉

皆的に収集する必要があります。 
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プロジェクトの活動の一環として、これらの情報を Web 上でアーカイブ（書庫）として

管理するのも有効な手段です。プロジェクト終了後も研究者ネットワークの中枢として、

研究開発成果に関する情報を更新・管理することができます。この良い事例には、第５世

代コンピュータプロジェクトアーカイブス＜http://www.icot.or.jp/＞などが挙げられます。 
 
 
 
4.2.4  独立型プロジェクトの追跡評価 
ナショナル・プロジェクトについての最終的な評価は追跡評価によって明らかになると

言っても良いでしょう。巨額を投じたプロジェクトがいかなる社会的影響をもたらしたの

かについて、フォローアップすることでプロジェクトの最終的な評価が固まります。 
大綱的指針では、次のように追跡評価を位置づけています。 

 
研究開発においては、終了後、一定の時間を経過してから、副次的効果を含め顕著な

成果が確認されることもまれではない。こうした点を踏まえ、学会等における評価や実用化

の状況を適時に把握し、必要に応じて、研究開発施策、研究開発課題等について追跡評

価を行い、成果の波及効果や活用状況等を把握するとともに、過去の評価の妥当性を検

証し、関連する研究開発制度等の見直し等に反映する。 

大綱的指針 p.9 
 
4.2.4.1  追跡評価の実施時期 

追跡評価の時期については、大綱的指針では具体的に言及していませんが、欧州等で実

施されている研究開発プログラムの本格的な事後評価（ex-post evaluation）がプログラム

終了から 5 年経過を目安に実施されていることからも、終了時点から 5 年目くらいが妥当

と考えられます。 
追跡評価の実施時期がそれ以上長ければ、今日的意義から評価対象を眺めてしまうため、

研究開発評価というよりは歴史的分析になってしまいます。5 年程度であれば、関係者の記

憶も鮮明であるため、プロジェクトに携わった研究者から確度のある情報をヒアリングす

ることが可能です。 
 
 
4.2.4.2  追跡評価の方法論 

 追跡評価については、評価のプロセス（情報収集＝分析＝評価）そのものが政策研究と

して専門的な学術領域を占めています。したがって、評価対象に対して普遍的に適用でき

るアプローチは存在しません。通常の学術研究と同様に、仮説検証のために最適な方法論

を選択するというアプローチが採用されます。 
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 したがって、追跡評価のためには、政策研究のための仮説を構築しなければなりません。

この仮説が追跡評価の評価項目に相当すると考えて下さい。 
 
独立型プロジェクトの追跡評価に関する問題仮説の例 

1) 評価対象となる独立型プロジェクトは研究開発基盤としての役割を果たし、良質な

研究開発成果をその後も生み出し続けている。 
2) 評価対象となる独立型プロジェクトは高度な産業技術基盤を提供し、競争力のある

工業製品を開発するのに大きく貢献した。 
3) 評価対象となる独立型プロジェクトの経済的効果は大きく、イノベーション促進の

観点からも公的資金を投入した意義が大きかった。 
4) 評価対象となる独立型プロジェクトで開発された要素技術は、事業の目的であった

○○分野だけにとどまらず、他の分野においても活用され、大きな技術的波及をも

たらした。 
5) 評価対象となる独立型プロジェクトでは、国内外の研究者コミュニティの形成に役

立ち、そのネットワークから多くの先導的な研究者を排出することになった。 
6) 評価対象となる独立型プロジェクトでは、世界の科学技術の進展に大きく寄与し、

その後の研究開発の礎となった。 
 
 このような問題仮説を検証するための方法論にはさまざまな政策研究のアプローチが考

えられますが、それらは高度な専門的知識やツールを必要とします。主に社会科学分野の

研究者やアナリストと呼ばれる高度専門家集団の支援を受け、初めて本格的な追跡評価が

実施できるでしょう。 
 追跡評価をシンクタンク等の外部支援機関に調査研究案件として委託する場合、上のよ

うな問題仮説を委託元である評価関連部署が設定し、それに対して有効なアプローチを提

案してきたところを採択するという手続きが追跡評価に対してはもっとも有効かつ現実的

なリソースの使い方となることでしょう。 
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5  機関の評価 

 
 大綱的指針における機関評価の記述には、「研究開発機関等の設置目的や研究目的・目標

に即して、機関運営と研究開発の実施・推進の面から行う」とあります。 
 「機関運営と研究開発の実施・推進の面から行う」とはどういう意味でしょうか。評価

の対象となる機関全体の運営状況と、そこで実施されている個別の研究開発活動（資金配

分機関であれば実施事業）を同時に評価するという意味です。しかしながら、機関運営と

実施している活動との間には一定の関係性があり、両者を独立に評価することはできませ

ん。機関運営と機関で実施されている諸活動とを結びつける方法論や組織モデルがあって

初めて機関全体を評価することが可能になります。 
 本章では機関評価における課題を整理したうえで、より実効的な機関評価を実施するた

めの方法論について学びます。 
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5.1  機関評価はなぜ難しいのか 
 
 ある組織を評価するといった場合、通常は定型的な枠組みに従ってある時点における

データを見ることになります。財務諸表が良い例でしょう。財務諸表は企業の一年間の経

済活動に関する成績表です。企業は経理を中心とした経営内容を財務諸表のかたちで社会

に公表し、利害関係者の監視を受けることで説明責任を果たすことができます。 
 財務諸表は企業の活動の結果ですから、活動に対する努力が実を結べば、自ら財務諸表

上の経理指標は改善されることが期待されます。企業の利害関係者は結果としての数値を

毎年見ることで、企業の全体のパフォーマンスをチェックすることができます。 
 ところが、財務諸表のデータは企業の経営者にとって企業の健康状態を教えてくれても、

どうすれば健康体になれるかについての情報を教えてくれません。例えば、ある業務を効

率的に実施し、業績を延ばすと同時にコストも下げるという目標に対して通常の企業会計

データは役に立たないのです。つまり、ある業務を中心としたコストデータの管理ができ

なければ、業務の改善につながらないということです。 
 業務の改善のためには管理会計とよばれる会計手法を導入する必要があります。一般的

な経理データから、特定の業務のために費やされた直接経費、間接経費を何からの基準を

用いて配賦し、業務の原価を計算します。 
管理会計手法を導入するためには、業務がどのような活動から構成されているかという

業務分析、活動のために費やされるコストを計算するための方法論の開発、通常の経理デー

タを必要に応じて読み換えることのできる経理システムの導入など、大変なマネジメント

費用が発生します。しかし、それだけの投資を行うことで、ようやく業務の改善に対する

評価が可能になります。そして、改善が結果として企業の財務諸表における経営指標の向

上に結びつくのです。 
 翻って、公的研究開発機関、資金配分機関の評価について考えてみましょう。独立行政

法人通則法で定められているところでは、「各事業年度に係る業務の実績に関する評価」（第

32 条）ならびに「中期目標に係る業務の実績に関する評価」（第 34 条）の２種類の評価を

実施なければなりません。特に、後者の「中期目標に関わる業務の実績に関する評価」で

は、機関の設置目的（ミッション）から展開される具体的な活動領域と、実施している業

務の関係性を明らかにした上で、中期計画期間の実施業務がどのようにミッションに貢献

しているかを評価しなければなりません。 
 機関評価で問題となっているのは、実施している研究開発事業等の評価と機関全体のパ

フォーマンスの評価を結びつける方法論がないままに評価の重複が起こっていることです。

具体的には次のような問題が挙げられるでしょう。 

 機関の設置目的（ミッション）と、それから展開される活動目的・目標に対して、実施

している事業の目的・目標が直接的に結びついていない。（実施事業の評価結果を機関

評価に利用できない） 
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 実施事業ならびに機関全体のパフォーマンスを測定するための方法論が導入されてい

ない。（業務分析が出来ていない） 

 こうした問題を考えるときに、先に紹介した管理会計的な考え方が大変役に立ちます。

機関を評価するためには、その構成要素をどのように分類し、いかに再構築するかという

ことが大変重要になります。次節からは、そのプロセスを詳しくみていくことにしましょ

う。 
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5.2  機関評価の枠組み 
 
5.2.1  機関の何を評価しなければならないのか？ 
民間企業はあるビジネスモデルにしたがってキャッシュフローを確保することで経営が

成り立っています。したがって民間企業を評価する場合には、財務的な指標を観ることで、

実施している事業の効率性等を企業経営の総体として評価することができます。 
ところが、公的研究機関や資金配分機関は公的資金を運用して事業を展開しています。

機関の依って立つ理由は、独立行政法人通則法や各独立行政法人の個別法によって明らか

にされているように、何らかの公共的なミッションを果たすことにあります。公的研究機

関や資金配分機関はその財務状況をみて評価が可能なのではなく、機関のミッションに

沿った個別具体的な事業展開について、その改善努力や事業の効果を国民の観点から評価

しなければなりません。 
つまり、公的機関の評価では機関の「状態（state）」を診るだけでなく、機関の「活動

（activity）」についても診る必要があり、その「活動」は組織のミッションに結びついてい

る必要があります。 
 
 
5.2.1.1  ミッションから活動まで 

旧国立研究機関や資金配分業務を実施していた特殊法人は、独立行政法人通則法の制定

（1999 年）を機に独立行政法人として逐次移行していきました。独立行政法人は中期目標・

中期計画を作成しなければなりません（独立行政法人通則法第 29 条，第 30 条）。 
中期目標では、独立行政法人の設置目的（ミッション）を果たすために、目標期間中に

以下の点を明確に定める必要があります。 
1) 中期目標の期間（3 年～5 年） 
2) 業務運営の効率化に関する事項 
3) 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 
4) 財務内容の改善に関する事項 
5) その他業務運営に関する重要事項 
この中で、中期目標を実現するための中期計画を策定するに当たって記述に工夫が必要

な事項は 2)と 3)です。なぜならば、当該独立行政法人のミッションと国民に提供するサー

ビスや業務を具体的に展開し、その上で個別業務の効率化について述べなければならない

からです。さらに、これらの展開がきちんと実施されないと、毎年の年度計画が具体的に

記述できないことになります。 
独立行政法人のミッションから具体的な活動に至るまでの連鎖がしっかりと出来ていな

いと、中期計画・年度計画は策定できません。そして、独立行政法人評価は中期計画、年

度計画の目標達成度を評価する仕組みになっているので、評価自体が成り立ちません。 
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ミッションから活動に至るまでの連鎖を作り上げるということは組織の理想モデルを構

築するという行為に相当します。 
一方で、現状の独立行政法人の組織構造がどのようなシステムを形成しているか（組織

の実態はどのようになっているか？）を整理して、組織の実態モデルを用意する必要があ

ります。組織の実態モデルは単に組織図や機構図を見れば良いというものではなく、組織

内部の部署がどのような機能を（相互に）果たしているか、という観点から捉える必要が

あります。 
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出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 5-1 組織の理想モデルと実態モデル 

 
上の図 5-1 は組織の目的に応じたさまざまな機能に着目して構築した組織の理想モデル

と、それと対比した形で表した組織の実態モデルを表したものです。理想モデルでは、組

織のミッション、目的（objectives）に応じて事業等の活動（activity）が位置づけられ、そ

のための機能（function）が明確にされ、各ユニットは担当する機能が明確になっています。

この状態を「組織のプログラム化」と呼びます。 
一方、組織の実態モデルでは、必ずしもミッションに対応した事業目的を持たず、事業

そのものが自己目的化しています。また、目的を達成するための活動や機能が明確に位置

づけられておらず、各ユニットも複数の業務を担当するような構造になっていて、各ユニッ

トの業務に対する貢献度も分かりません。 
こうしたモデルは組織の目的や活動、機能をどのような事業レベルで定義するかによっ

て描かれるパスが異なりますが、理想モデルと実態モデルとを分ける最大の特徴は、上位
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目的や上位の活動に対して手段となる活動やユニットが独立な要素として機能しているか

どうかという点です。実態モデルでは、事業目的やユニットの業務に重複があり、効率的

な運営がなされていないと考えられます。 
組織の理想モデルと実態モデルはどのような組織においても通常は乖離しており、また、

接近している場合にも、常に理想モデルの再構築と、実態モデルをその理想モデルに近づ

けていくというシステム・ダイナミクスが働いています。組織の理想モデルに実態モデル

を近づける行為を本来「組織経営」と呼びます。 
中期計画・年度計画で描かれる組織像や事業のイメージは「理想モデル」でなければな

りません。現実の組織が上に挙げたような「実態モデル」であったとしても、理想モデル

に近づける努力を行う必要があります。 
 
 
5.2.1.2  機関のアウトカム・インパクトとは？ 

機関評価との対応で考えれば、機関のアウトカムやインパクトとは何かという問題を考

慮する必要があります。先のミッションから活動の連鎖に至るモデルと、評価の観点から

整理した活動からアウトカムやインパクトに至る連鎖とを比較してみましょう。 

 
出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 5-2 組織のプログラム化と機関評価の観点 

 
図 5-2 は組織のミッションから個別の活動までに至るプログラム化の方法（プログラム・

デザイン）と、組織の個別の活動から影響経路を追っていく機関評価の観点とを対比して

表したものです。 
図 5-2 の左側から見ていきましょう。ビジョン（vision）とはプログラムや組織が究極的

に達成したい事象、あるいは状況の変化を意味し、組織の意思（will）を表明したものです。
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ただし、その組織が存在しなければ実現しないという類のものではなく、ビジョンとして

描かれる事象や状況は他の主体やプログラムの影響を受けて成立します。したがって、中

期目標・中期計画等における表現としては、「～に資する」、「～に貢献する」、「～を目指す」

といった記述の仕方になります。ビジョンとはその実現のための行動を伴うものであり、

行動を伴わないものは「祈り（prayer）」でしかありません。ビジョンが達成された状態を

通常、「目的の地（Goal）」と呼びます。 
ミッション（mission）とは、そのプログラムや組織が存在することで確実に影響を及ぼ

すと言うことのできる事象、あるいは状況の変化そのものを意味します。したがって、目

的表現としては、「～を果たす」、「～を実現する」といった表現が用いられます。ミッショ

ンはプログラムや組織が目的として表明したことに対する結果責任を負うものであるため、

この段階までが自己評価の責任の範囲内にあるものと考えることができます。 
目的（objectives）はミッションの実現に貢献すると考えられる活動の結果のイメージで

す。組織で展開されるさまざまな活動（事業、業務）が何をもたらし、ミッションといか

に結びついているのかが示されなければなりません。つまり、目的を上位ミッションに対

する手段として位置づけることで、連鎖を繋げていきます。中期計画等では「○○を通じ、

～を果たす」といった表現の「○○」に相当する部分となります。 
目標（target）は目的実現のために達成しなければならない活動の水準を表しています。

年度計画等において、「平成△△年までに○○の効率を□□％達成する」という表現で客観

的に示されます。 
プログラム・デザインは、目標を達成する手段である具体的な活動（activity）を位置づ

けることまでが最小限の作業範囲となります。組織の場合であれば活動は事業や業務に相

当します。事業や業務に投入されるリソースがどれくらいか、また、どのような体制・マ

ネジメントで実施すべきかといった部分を設計することは通常、プロジェクト・デザイン

と呼ばれます。プログラム・デザインとプロジェクト・デザインが結びついて初めて、「サー

ビスの提供や業務の質の向上」と「業務運営の効率化」とを同時に議論できます。 
個別の業務に関して「業務運営の効率化」が把握できれば、中期目標の検討事項である

「4) 財務内容の改善に関する事項」がリアルな数値の積み上げによって検討することが可

能となります。 
他方、ビジョン、ミッション、目的、目標が評価の観点からどのような対象として位置

づけられるかを示しているのが図 5-2 の右側になります。個別の活動が生み出したものがア

ウトプット（outputs）であり、これは目標と対応する形で評価されます。また、目的と対

応するのが短期的なアウトカム（short-term outcomes）になります。短期的なアウトカム

の把握までは事業レベルの評価（独立型プロジェクト、プログラムの評価）を活用するこ

とで得られます。 
ミッションと対応するのが長期的なアウトカム（long-term outcomes）です。これは、

機関が存在しなかった場合を非実施仮説にして、当該機関のサービスの提供がもたらした
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効果を計測する試みになります。研究開発機関であれば、実施した研究開発の成果の総体

（論文や特許）が科学技術領域においてどの程度のシェアを占め、同領域の発展に貢献し

たかを精査することで検証可能でしょう。資金配分機関であれば、研究開発助成や補助金

の受け手（カスタマー）に対するアンケート等で、公的研究資金が果たした役割について

評価してもらうなどの方法が考えられます。 
ビジョンに対応するのはインパクトです。インパクトのレベルでは、我が国の科学技術

水準に関する国際比較など、マクロ的な視点で評価することになりますが、当該機関のみ

の貢献に帰することはできません。機関評価においてインパクトまでの立証責任はなく、

内外の科学技術政策に関する研究成果に委ねられることになるでしょう。むしろ、そのよ

うな研究成果を引用し、機関が提供するサービスの影響が結果としてどのように現れてい

るかどうかを確認するにとどまると考えられます。 
 
 
5.2.1.3  活動と組織構造 

組織のプログラム化と評価の観点との関係を踏まえた上で、機関評価のために必要な措

置は、組織の活動と組織構造に関する対応関係の把握です。 
組織の理想モデルと実態モデルの説明で触れたように、現実の組織の活動はミッション

から目的、目標、活動へと独立な関係性を保って展開されているわけではありません。ま

ずは組織の中の個別のセクションがどのような業務を担当しているのかについて、業務分

析を行う必要があります。 

情報化の推進
人材育成の推進
財務内容の改善
生物遺伝資源に係る情報等の提供業務
生物遺伝資源に係る情報の高付加価値化業務
遺伝子解析ツールの開発業務
遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に
関する法律関係業務

化学物質総合管理情報の整備提供関係業務
化学物質審査規制法関連業務
化学物質排出把握管理促進法関連業務
化学兵器の禁止及び特定物質の規制等に関する法律関係業務

工業標準化法に基づく試験事業者登録関係業務（ＪＮＬＡ）
計量法に基づく校正事業者認定関係業務（ＪＣＳＳ）
ダイオキシン類等極微量分析証明事業者等認定関係業務
標準物質関係業務
製品安全４法で規定された国内（外国）登録検査機関の登録等関係
業務
特定機器に係る適合性評価の相互認証関係業務
工業標準化法で規定された登録認証機関の登録等関係業務
工業標準化法、家庭用品品質表示法及び計量法に基づく立入検査
関係業務
国際提携関係業務

人間特性計測関係業務
福祉用具評価関係業務
製品安全関係業務
鉱山保安法に基づく検定関係業務
講習関係業務

Ｎ
Ｉ
Ｔ
Ｅ
全
体

担当部署

バイオテクノロジー本部

化学物質管理センター

適合性評価・
認定センター

生活・福祉技術センター

担当業務（事業）

企画管理部

 
出所：平澤泠(2007)，「独法評価への対応～製品評価技術基盤機構での経験から～」，日本原子力研究開発機構講演資料 

図 5-3 担当部署と担当業務の把握：製品評価技術基盤機構（NITE）の例 
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図 5-3 は独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE）の業務と担当部署との対応関係を

描いたものです。しかし、これらは主務とする業務を描いたものであり、それぞれの業務

に何かしらのかたちで関与するセクションを業務別に展開すると、各セクション別の業務

が 660 項目にも上りました（下図 5-4）。 

組織の多機能化による対応

試験事業者

認定業務

標準化関係業務

化学兵器国際査察
立合業務

企 画 管 理 部
バイオテクノロジー本部

化学物質管理センター

認 定 セ ン タ ー

生活・福祉技術センター

北 海 道 支 所

東 北 支 所

北 関 東 支 所

中 部 支 所

北 陸 支 所

中 国 支 所

九 州 支 所

＜ 業 務 ＞＜ 組 織 ＞ ４＋１部門

（支 所）

計２５業務

組織（課室）別業務目標の数が約６６０項目に

 

出所：平澤泠(2007)，「独法評価への対応～製品評価技術基盤機構での経験から～」，日本原子力研究開発機構講演資料 

図 5-4 NITE の業務分析の結果 

 
NITE では業務項目別に業務目標を定め、各セクションの業務に関わる費用を推計し、業

務目標と対応させることで業務効率を計測するためのデータベースを 2 年間掛けて作成し

ました。 
さらに、NITE では組織活動のプログラム化を実施しました。NITE の提供するサービス

について、アウトカムの観点から事業分野を類型化し、事業分野別のアウトカムとコスト

データを対比することで業務効率の改善効果を数値に基づいて客観的に示しています。こ

れらの改善効果を組織全体で積み上げることで、NITE 全体のコスト改善効果を示していま

す（次頁図 5-5・5-6）。 
NITE の機関評価の経験5は現時点における独立行政法人評価の理想的な事例と言えます。

しっかりとしたシステム設計の下、組織の業務分析、活動基準会計手法（ABC）による業

務費用の推計、国民の視点（アウトカム）からの事業分野の類型化とミッションの再定義、

機関全体のパフォーマンスの計測を行うことができたのです。 
                                                   
5 http://www.nite.go.jp/hyouka.html 
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コストの把握 － 化学物質管理分野のコスト構造

リスク評価に関する新たな情報の提供、化審法改正（届出等１．８倍）やNITEへのワンストップ化、化
管法のPRTR届出の完全施行（届出１．２倍）などの業務増加に対して、業務に対応した機動的な人

員配置、業務マニュアルの整備、外部委託の積極的な活用などによる効率的な業務実施により、コス
ト増加を抑制し、コストパフォーマンスを向上させた。

総合情報提供（CHRIP、リスク評価（NEDOプロ））
・CHRIPについて、英語版作成や構造式検索対応の追加実施による業務

増加に対して、外部委託の効率的実施や、データ信頼性確保のための作

業をマニュアル化するなどの効率化により、データ収集を開始した平成１４

年度に比べ１％のコストを削減した。

化審法関係業務
・平成１６年度から ３省DBの構築開始により経費が増加しているが、期初

から継続している業務については、３省の届出窓口一本化や化審法の改

正に伴う業務増加（届出等平成１４年比約１．８倍、相談平成１５年比約３．

７倍） などによる大幅なコスト増加を、熟練職員の集中的配置等の機動的

な配置等により効率化し、全体で３６％のコスト増加に抑制した。

化管法関係業務
・ 事務処理軽減などのためのシステム改修、行政監察指摘への対応のた

めのコストが増加。しかし、集計業務については、マニュアル化などによる

集計作業の効率化、電子届出の推進、外部委託の効果的・効率的実施な

どの継続的な努力により、化管法のPRTR届出完全施行による届出対象

事業者の増加（約１．２倍）にもかかわらず、集計業務を開始した１４年度

に比べてコストを１０％削減した。（13年度はシステム開発中）
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出所：平澤泠(2007)，「独法評価への対応～製品評価技術基盤機構での経験から～」，日本原子力研究開発機構講演資料 

図 5-5 NITE における事業分野別のアウトカムとコストデータの対比 

 

期初からの継続業務については、５年間トータルで９．２％のコスト削減を達成。
第一期中に開始したＢＲＣ業務では中期目標で想定していなかった海外微生物収集事業の展開など当初の想定外の
大きな成果を上げ、ＭＬＡＰ認定業務、講習関係業務では短期間での業務立ち上げに加え業務量の大幅な変動への
着実な対応を図ることにより、高いパフォーマンスを示すとともにコストの増加抑制を図った。
期初からの業務においても、ゲノム解析業務での独自の前処理方法の開発や独自ツールの開発による効率化の追
求、化審法業務での三省共通事務局化による業務量増加への効率的対応、認定業務での複数のプログラムでの横
断的な内部職員の活用による業務量変動の吸収、製品安全業務での事故情報収集・検証件数の増加という環境下で
の社会的インパクトの高い情報発信とコスト削減の両立など、高いパフォーマンスの提供とコスト削減を両立した。

○バイオテクノロジー分野
・収集菌株の迅速な簡易同定方法の確立
・独自の前処理方法の開発や独自ツールの開発による

ゲノム解析業務での効率化の追求
○化学物質管理分野
・ＣＨＲＩＰ構築でのデータ信頼性確保のための作業のマ
ニュアル化による効率化

・化審法業務での三省共通事務局化による業務量増加
に対し、職員の機動的配置等による効率的対応

○認定業務
・複数のプログラム間での横断的な内部職員の活用に
よる業務量変動の吸収と外部審査員の育成・活用の
推進

○人間生活福祉分野
・製品安全業務において事故情報収集・検証件数が大
幅に増加する中で「誤使用ハンドブック」等の社会的イ
ンパクトの高い情報発信とコスト削減を両立

・受講者変動の著しい講習業務において増加コスト抑制
とサービス向上の両立を達成。
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出所：平澤泠(2007)，「独法評価への対応～製品評価技術基盤機構での経験から～」，日本原子力研究開発機構講演資料 

図 5-6 NITE 全体のコスト改善効果 
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5.3  機関評価の方法論 
 
5.3.1  業務分析の実施 
（１）業務対応表の作成 

 機関評価のためには、機関で実施している業務を全て洗い出します。そして、業務を担

当している部署（セクション）を業務毎にリストアップします。この作業では、次のよう

な業務対応表をデータベース形式で作成することが望ましいでしょう。 
 

表 5-1 業務対応表の例 

NO. 事業分野名 事業名 業務名 業務内容 担当セクション 所属事業部
T-00001 ○○推進分野 △△事業 ××業務 ・・・・ □□推進室 ○○事業本部
T-00002 ○○推進分野 △△事業 ××業務 ・・・・ ◇◇事業所 ○○事業本部
T-00003 ○○推進分野 △△事業
T-00004 ○○推進分野 △△事業
T-00005 ○○推進分野 △△事業
T-00006 ○○推進分野 △△事業
T-00007 ○○推進分野
T-00008 ○○推進分野
T-00009 ○○推進分野
T-00010 ○○推進分野
T-00011
T-00012
T-00013
T-00014  

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

 
業務対応表はボトム・アップで作成すると良いでしょう。業務を統括する最小単位のセ

クション毎に、年間を通じて発生する業務をすべてリストアップしてもらいます。次に、

その業務がどのような事業に関連したものかについて対応付けします。 
さらに具体的な事業名が、機関においてどのような事業分野に位置づけられるかについ

て対応付けします。この時、事業分野に関して、ミッションを実現するための手段として

位置づける（アウトカムの視点から位置づける）ことが出来れば、組織のプログラム化に

役立ちます。 

ミッション

事業分野における
取組の目的

事業分野A

事業分野における
取組の目的

事業分野B

事業分野における
取組の目的

事業分野C

国民へのサービスの提供
（アウトカムの視点）

機関の設置目的

 
出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 5-7 事業分野の再設定と組織のプログラム化 
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業務対応表を各フィールド別に集計した場合、次のような対応関係の把握が可能になり

ます。 

事業A
業務A

業務B

事業B
業務C

担当
セクション

Ａ

担当
セクション

Ｂ

事業分野
Ａ

事業B

業務Ｄ

業務Ｅ

担当
セクション

Ｂ

事業分野
Ｂ

 
出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 5-8 業務対応表の集計結果 

 
担当セクション別に集計した場合、担当セクションから実施している業務の一対多関係

が導かれるでしょう。逆に業務別に集計した場合には担当セクションへの多対多関係が見

えてきます。業務から事業への対応も多対多関係であることが分かります。 
業務分析では、組織の活動の基本単位を業務に求めた場合、事業に対してどのような重

複や担当セクションの関わりがあるかという部分が組織の実態モデルとして見えてきます。

この関係性を組織の理想モデルに近づけるためには２つの方法が考えられます。 
1) 事業から業務への関係がなるべく一対多関係になるように、業務の重複を避ける。 
2) 担当セクションに対して主たる業務を割り当てる。 

 
（２）データベースの関連づけ 

業務対応表にすべての業務を記入することができたら、インプットデータの登録と、ア

ウトプットデータの登録を行います。インプットデータの最小単位はおそらくどのように

優秀な経理システムを導入していたとしても、事業部単位の把握が限界でしょう。 
表 5-2 インプットデータの登録 

NO. コスト 万円 所属事業部
C-00001 人件費 2,000 ○○事業本部
C-00002 設備費 150 ○○事業本部
C-00003
C-00004
C-00005
C-00006  

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 
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また、アウトプットデータの最小単位は実施事業単位であることが想定されます。これ

らのデータは研究開発評価のデータをそのまま流用できます。 
 

表 5-3 アウトプットデータの登録 

NO. 事業名 アウトプット分類 件数
O-0001 △△事業 特許申請数 10
O-0002 △△事業 論文 12
O-0003 △△事業 試作機 3
O-0004 △△事業
O-0005
O-0006  

出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

 
これらのデータを先の業務対応表の集計結果と接続すると、下のようなリレーショナ

ル・データベース（RDB）を作成することができます。 
 

 
出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 5-9 業務分析のためのデータベースの作成 

 
上のような RDB を作成して、ようやく、アウトプットとインプットの対応を、業務とい

う機能を媒介にして関係づけることが可能になり、「業務運営の効率化」を評価することが

できます。 
 
 
5.3.2  活動へのコストの割り当て 

業務分析を実施した結果、インプットとアウトプットの対応関係については見えてきま

したが、ある業務ないしある事業に一体いくら年間に費やされたかを明らかにするために
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は管理会計手法を適用する必要があります。代表的な管理会計手法が活動基準会計（ABC: 
Active Based Counting）と呼ばれるものです。 
 
5.3.2.1  活動基準会計（ABC） 

活動基準会計とは、高度に発達した組織活動において管理費用や調整費用などの間接経

費が膨張するに従い、無視できないコスト要因になってきたことを経営上の問題として捉

える必要性から生み出された原価計算手法のことです。活動基準会計によって、活動ごと

に把握された原価情報などを活用し、コストの視点から活動の管理に重点を置くことが可

能になります。活動の分析を通じてプロセスのムダ（非付加価値的活動）が明らかにされ

るので、組織の実態モデルをリエンジニアリングする際に役立つ手法として注目されてい

ます。 
活動基準会計の手続きは次の通りです。最初に、業務の原価として考慮しなければなら

ないコストを列挙します。コストデータは会計年度において確定された財務データから抽

出します。 
次に、コストデータを部門別に配分します。積み上げでデータを蓄積している場合には

問題ありませんが、コストデータによっては把握できない場合は、部門全体の年間の予算

比率等によって配分します。同様に、担当セクション別のコスト比率も推計します。 

 
出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 5-10 活動基準会計の考え方 

 
担当セクションが業務に対して費やしている費用については、何かしらの配賦基準（コ

ストドライバー）を基に配分する必要があります。活動基準原価計算では、この配賦基準

を活動の度合いをもっとも良く表している指標を設定することで代理変数とします。例え

ば、労働時間（人・時）などが代表的な例です。 
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すべての業務についてコストが配分されたら、業務別にコストを集計します。これが、

活動基準原価と呼ばれるものになります。 
業務分析によって、機関の活動は「業務」－「事業」－「事業分野」への対応が図られ

ています。業務の活動基準原価を積み上げることで、さまざまな観点からコストの集計が

可能になり、アウトプットやアウトカムとの対比が可能になります。 
 
 
5.3.3  マネジメントの評価 
業務運営の効率化については、実施している業務それ自体の目標水準が定められていな

ければなりません。業務分析において業務をリストアップすると説明しましたが、それを

業務別に推計するという作業は、実は業務の戦略的な類型化が前提となっています。 
業務の戦略的な類型化とは、マネジメントの観点から業務がどのように位置づけられる

かという問題を解くことです。こうした観点に有効な手法として、バランススコアカード

（BSC）によるマネジメント評価があります。 
バランススコアカードについては、本テキストの第１章 1.3.2.2.2 節（p.26）において詳

細に解説していますので、ここでは重複して解説することを避けたいと思います。 
 
 
5.3.4  スタッフ組織の業務の位置づけ 
業務分析で「事業」－「業務」－「担当セクション」の対応が比較的可能なのはライン

部門であると言えます。ところが、研究開発機関や資金配分機関では、企画調整部門、研

究開発評価部門、戦略策定部門等、多くの事業に関わるスタッフ組織が重要な役割を果た

しています。 
これらの部門に業務分析を単純に適用すると必要以上に多くの業務単位を作り出してし

まうことになります。このような問題を解決するために、担当セクションではなく、実際

の業務を遂行するための機能を重視した組織構造を仮想的に設計し、業務分析に組み込む

方法が考えられます。 
 
5.3.4.1  マトリックス型組織とクロス・ファンクショナル・チーム 

図 5-11 はフィンランド科学技術庁（TEKES）の組織構造を図示したものです。TEKES
は日本でいうところの NEDO 技術開発機構のような資金配分機関です。TEKES では典型

的なマトリックス型組織を構築しています。 
図 5-11 の縦軸は資金配分業務（Core Processes）が採られ、横軸は事業領域（Technology 

and Research Area）が採られています。また、右下には戦略形成・分析部門が両方の業務

軸ｂにコミットするような形で組織構造を示しています。 
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出所：TEKES ヒアリング資料(2006.1)より抜粋 

図 5-11 マトリックス型組織（TEKES の例） 

 
 
マトリックス型組織は、形式的には他の組織と同様に各セクションが独立したツリー構

造に位置づけられています。しかし、機能的にはスタッフ組織とライン組織が区別され、

両方の組織が事業を共有するかたちで業務を遂行するようになっています。 
このとき、組織の垣根を越えるようにそれぞれのセクションからプロジェクトに応じて

メンバーを募り、チームを作るような実施体制をクロス・ファンクショナル・チーム（CFT）
と呼びます。CFT は日産のゴーン社長がフェニックス計画で導入したマネジメント手法と

して一躍有名になりました。 
CFT の考え方を業務分析に導入すると、次のような関係性の把握ができるようになりま

す。 
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出所：財団法人政策科学研究所作成資料 

図 5-12 CFT を導入した業務分析 

 
 図 5-12 では、業務を直接担当のセクションに関連づけるのではなく、セクションのメン

バーから構成される CFT に関連づけしています。このようにすることで、CFT が実施すべ

き業務をセクションに割り当てることが間接的に可能になり、かつ、CFT が媒介となるこ

とで割り当ての組み合わせ数を大幅に減少させることができます。つまり、その後の活動

基準原価計算の手間が掛からなくなります。 
 CFT は必要に応じて結成されるため、組織がフラットでかつ、機動的な構造になってい

なければ機能しません。しかし、一度このような組織構造を作り上げることができれば、

業務効率の評価の対象を CFT に絞り込むことができるため、機関評価の手続きを大幅に短

縮することができます。 
 CFT の考え方は、組織のプログラム化を一層進めたものであると言えます。 
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5.4  機関評価の方法論を踏まえた中期目標・中期計画の策定 
 
 独立行政法人評価は中期目標・中期計画・年度計画に対して評価が実施されます。した

がって評価の方法論よりも先の段階でこれらの計画の策定方法を厳密に行う必要があるの

ですが、より具体的な計画の策定方法は、予め業務分析などを通じて得られたデータから、

機関評価の枠組みを踏まえた上で計画をデザインすることが望ましいと言えます。 
 中期目標・中期計画は独立行政法人の経営方針を規定する重要な文書です。これをマニュ

アルなどで形式的に作成するのではなく、良い評価結果が得られるように、むしろ戦略的

に取り組むべき対象として機関のマネジメント情報を活用するべきでしょう。  
 
 
5.4.1  独立行政法人評価の枠組み 

独立行政法人制度は、政策実施機能に係る一定の事務・事業を担う独立の法人格を持つ

法人を設置し、国の事前関与・統制を制限し、法人の運営における自主性・自律性を確保

するという主旨で開始されました。一方で、主務大臣の指示する明確な達成目標の下で、

その業務の実績を事後的に評価し、その結果を法人の業務運営の改善に反映させ、また、

毎年毎年の長の責任や役職員の処遇等に反映させ得るという仕組みにより、業務運営の効

率化と国民に対して提供するサービスの向上等、国民の求める成果の実現を図ることを目

的としています。 
中央省庁等改革基本法（公布：平成 10 年 6 月 12 日）ならびにこれを受けて施行された

独立行政法人通則法（公布：平成 11 年 7 月 16 日）では、独立行政法人の主務省（当該独

立行政法人を所管する内閣府又は各省をいう）に、その所管に係る独立行政法人に関する

事務を処理させるため、独立行政法人評価委員会を置くことが明記されています（中央省

庁等改革基本法第三十九条，独立行政法人通則法第十二条）。 
また、独立行政法人通則法第 32 条第 5 項及び第 34 条第 3 項による基準の適用により、

全政府レベルでの評価機関として、各府省評価委員会から通知された独立行政法人の業務

の実績の評価結果について総務省の政策評価・独立行政法人評価委員会が二次評価を行い、

必要があると認めるときは、当該評価委員会に対し、勧告することが可能とされています。 
このように、事後評価に重点を置くということが制度の基本の一つであることから、独

立行政法人の業務の実績の評価が、中立・公正な立場から客観的に実施されることが重視

されています。このため、各府省に第三者評価機関である評価委員会が置かれて評価を行

うことに加えて、総務省に全政府レベルの第三者評価機関である政策評価・独立行政法人

評価委員会が置かれることにより、独立行政法人の評価の客観的かつ厳正な実施を確保す

る仕組みが実現することが期待されています。 
次の図 5-13 は独立行政法人制度の全体像を示したものです。 
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出所：総務省（http://www.soumu.go.jp/hyouka/dokuritu-gyouseihoujin.htm#3） 

図 5-13 独立行政法人制度の全体像 
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独立行政法人制度は、「中期目標」や「中期計画」による中期的な管理を行う点に制度上

の特徴があります。「中期目標」は、3 年から 5 年を期間として、主務大臣から独立行政法

人に示されるものであり、それには、業務運営の効率化や、国民に対して提供するサービ

スの質の向上、財務内容の改善などについての目標が掲げられています。独立行政法人は、

この「中期目標」を達成するため、自ら「中期計画」を作成して主務大臣の認可を受け、

さらに「中期計画」及び年度ごとの「年度計画」をもとにして毎年度の業務を行います。 
独立行政法人の業務の実績評価には、毎年度の業務の実績について行われる年度毎の評

価と、中期目標期間における業務の実績について行われる中期目標期間ごとの評価との 2
種類があります。 
独立行政法人の業務実績については、専門的な知識を持つ第三者で構成される府省の独

立行政法人評価委員会による評価と総務省政策評価・独立行政法人評価委員会による評価

活動により、ダブルチェックされるようになっています。 
独立行政法人は、まず、府省の独立行政法人評価委員会により、各年度の業務実績や中

期目標期間の業務実績について、中期計画の実施状況、中期目標の達成状況等を考慮の上

評価されます。府省の独立行政法人評価委員会は、評価の結果、必要があると認める場合

には、法人に対して業務運営の改善などを求めることができます。 
次に、総務省の独立行政法人評価委員会が、府省の独立行政法人評価委員会による評価

結果の通知を受け、第三者的な立場から調査・審議を行い、必要があると認める場合に意

見を述べることができます。 
中期目標の期間の終了時において、主務大臣は、独立行政法人の業務を継続させる必要

性、組織の在り方その他その組織や業務の全般にわたる検討を行い、その結果に基づいて、

必要な措置を講ずることになります。この検討を行うに当たっては、府省の独立行政法人

評価委員会の意見を聴くこととされています。 
また、総務省の政策評価・独立行政法人評価委員会は、中期目標の期間の終了時におい

て、独立行政法人の主要な事務や事業の改廃に関して、主務大臣に対して勧告できること

とされています。つまり行政改革からの評価の視点（査定的な視点）が非常に強い制度と

なっています。したがって、独立行政法人評価では、定量的に評価可能な部分を少しでも

広げて、中期目標・中期計画に盛り込むという対策が必須になります。 
 

 

5.4.2  中期目標・中期計画の策定 
このような特徴を持つ独立行政法人評価では、評価に先だって、評価の対象として委員

の審議に耐えうるしっかりとした中期目標・中期計画を策定する必要があります。 
前節の機関評価の方法論で学んだ業務分析の考え方を中心に、中期目標・中期計画の策

定の仕方を考えてみましょう。 
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5.4.2.1  組織のプログラム化 

中期目標の最初の頁には、当該独立行政法人の設置目的ミッションが定義されています。

このミッションを実現していくために必要な条件として、何が状況として変化しなければ

ならないのかについて、考察しなければなりません。すなわち、アウトカムの観点から、

独立行政法人の事業領域を類型化する必要があります。このことは、事業領域での活動が

活発になればなるほど、ミッションの実現に貢献しているという因果関係を暗黙のうちに

前提としています。 
次に、事業領域が定まれば、中期目標期間中に実施予定の事業を事業領域と対応させる

手続きに移ります。広報や普及啓発などの事業についても、きちんと位置づける必要があ

ります。 
実施事業の位置づけが出来た段階で、中期目標期間中の事業計画を事業毎に記します。

この時、主に担当するセクションがどこなのかについてのアサインを中期計画で明らかに

しておく必要があります。 
ここまでの作業で、中期目標・中期計画の段階での組織のプログラム化は一通りの作業

として完結します。 
 
5.4.2.2  業務運営の効率化 

業務分析で得られた業務に対して、独立行政法人全体のマネジメントの観点から、戦略

的に類型化を行います。中期計画の段階では組織全体のレベルでの記述で構いませんので、

バランススコアカードを作成し、中期目標期間中に達成されるべき業務の改善目標を立て

ます。 
改善目標に対して、具体的にどのような活動を実施するのかについて個別に記述します。 

 
 
5.4.3  年度計画の策定 
年度計画では、中期計画に記載された各事業別の業務運営の効率化について記述する必

要があります。業務分析が実施されていれば、かなり詳細なレベルのバランススコアカー

ドが作成できていますので、年度内に改善の見込みがある項目について目標を設定します。 
また、年度計画においては、前年度のパフォーマンスを改善目標の目安とすることが可

能です。業務分析データベースから前年度の対事業運営のコストデータを集計しておくこ

とで、改善目標幅を実績から想定することができます。つまり、エビデンスに基づいた計

画策定が実施可能になるのです。 
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